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決算審査特別委員会会議録 

 

平成２５年１１月６日 水曜日 

  午前１０時００分開議 

  午後 ４時４０分閉議（実時間３２８分） 

                              

○本日の会議に付した案件 

１．議案第９７号・平成２４年度八代市一般会

計決算ほか１１件 

                              

○本日の会議に出席した者 

委 員 長  友 枝 和 明 君 

副委員長  前 川 祥 子 君 

委  員  大 倉 裕 一 君 

委  員  福 嶋 安 徳 君 

委  員  古 嶋 津 義 君 

委  員  堀   徹 男 君 

委  員  前 垣 信 三 君 

委  員  増 田 一 喜 君 

委  員  村 川 清 則 君 

委  員  百 田   隆 君 

委  員  幸 村 香代子 君 

 

※欠席委員         君 

                              

○委員外議員出席者中発言の許可を得た者 

               君 

                              

○説明員等委員（議）員外出席者 

 監査委員       江 﨑 眞 通 君 

 会計管理者兼会計課長 有 田 俊 二 君 
 
 健康福祉部長兼 
            上 田 淑 哉 君 
 福祉事務所長 
 
 
  健康福祉部次長兼 
            堀   泰 彦 君 
  福祉事務所次長 
 
  健康福祉部次長兼 
  健康福祉政策課長  岩 本 博 文 君 
  （福祉事務所次長兼務） 
 

  長寿支援課長    小 林 眞 二 君 

  こども未来課長   松 村   浩 君 
 
  健康福祉部理事兼 
            小 藪   正 君 
  生活援護課長 
 

  はつらつ健康課長  蒲 生 尚 子 君 

 市民協働部 

  鏡支所健康福祉課長 中 田 利一郎 君 

  千丁支所市民福祉課長 鶴 田 英 治 君 

 環境部長       宮 川 正 則 君 

  環境部次長     釜   道 治 君 

  ごみ対策課長    山 口   剛 君 
 
  ごみ対策課副主幹兼 
            藤 澤 智 博 君 
  ごみ収集係長 
 

  環境課長      宮 田   径 君 

 農林水産部長     橋 口 尚 登 君 

  農林水産部次長   中 田 正 春 君 
 
  農林水産部次長 
  （八代市農業委員会 垣 下 昭 博 君 
  事務局長併任） 
 

  農業政策課長    古 田 洋 二 君 
 
  農業政策課副主幹兼 
            柿 本 光 明 君 
  農事研修センター所長 
 

  農業政策課農政係長 平 野 伸 好 君 

  農業生産流通課長  橋 永 高 徳 君 

  農地整備課長    潮 崎   勝 君 

  水産林務課長    濱 本   親 君 
 
  水産林務課長補佐兼 
            尾 﨑 行 雄 君 
  水産係長 
 

                              

○記録担当書記     小 川 孝 浩 君 

            松 本 和 美 君 

 

（午前１０時００分 開会） 

○委員長（友枝和明君） おはようございま

す。（｢おはようございます」と呼ぶ者あり） 

 定刻となり、定足数に達しておりますので、

ただいまから決算審査特別委員会を開会いたし

ます。 

                              

◎議案第９７号・平成２４年度八代市一般会計

決算ほか１１件 
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○委員長（友枝和明君） それでは、これより

議案第９７号から同第１０８号まで、すなわ

ち、平成２４年度八代市一般会計決算及び同各

特別会計決算の１２件を議題といたします。 

 本日は、お手元に配付の日程表のとおり、議

案第９７号・平成２４年度八代市一般会計決算

のうち、歳出の第３款・民生費、第４款・衛生

費、第５款・農林水産業費及び第１０款・災害

復旧費中、農林水産部関係について審査を予定

しておりますので、御協力をよろしくお願いい

たします。 

 それでは、まず、第３款・民生費について一

括して説明を求めます。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 上田健康福祉部長。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 はい。おはようございます。（｢おはようご

ざいます」と呼ぶ者あり）健康福祉部の上田で

ございます。 

 決算審査、大変お世話になります。 

 まず、私のほうから、第３款・民生費、第４

款・衛生費につきまして、総括をさせていただ

きたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。では、座って説明させていただきます。 

○委員長（友枝和明君） どうぞ。 

○健康福祉部長兼福祉事務所長（上田淑哉君）

 堀次長の説明と、一部重複する部分もあるか

と思いますが、御了承いただきたいと思いま

す。 

 まず、この一般会計歳入歳出決算書の３ペー

ジをお開きいただきたいと思います。よろしい

でしょうか。 

 歳出総額５５５億４５５４万円のうちです

ね、次の１４、１５ページをお開きいただきた

いと思います。１４、１５ページ、この左のほ

う、１４ページの左上から３段目ですけれど

も、第３款・民生費の支出済額が１９５億８１

４５万円となっており、決算額の全体に占める

割合は３５.３％となっております。前年度決

算額と比較いたしまして、５億９７５２万円、

３.１ポイントの増となっております。 

 また、その横の翌年度繰越額の３億５４７５

万円は、公募いたしました地域密着型の特別養

護老人ホーム２施設への介護基盤緊急整備特別

対策事業補助金、そして、老朽化に伴う私立保

育所の改修のための施設整備事業補助金が主な

ものでございます。 

 その右横の不用額４億２４４６万円につきま

しては、高齢者、障害者、児童、そして、生活

保護、それぞれの福祉の扶助費の不用額が主な

ものでございます。 

 次に、民生費の下の段になりますけれども、

第４款・衛生費中、保健衛生費は１５億４７９

０万円の支出済額となっており、対前年度比で

４０７５万円、率にして２.７ポイントの増と

なっております。翌年度繰越額３７４万５００

０円につきましては、病院事業繰出金で市立病

院の耐震化診断に要するものであります。 

 また不用額１億２１７３万円は、各種検診や

各種予防接種の委託料が主なものであります。 

 なお、この保健衛生費には、環境部が所管い

たします目３の斎場管理費、目４の狂犬病予防

対策費が含まれておりますことを申し添えてお

きます。 

 近年、福祉に係る民生費につきましては、少

子高齢化、長引く景気の低迷等を反映して、右

肩上がりで増大し続けており、特に２４年度決

算におきましては、高齢者分野では、７５歳以

上の高齢者の増加に伴う後期高齢者広域連合会

負担金の伸びや地域密着型のグループホーム３

カ所への介護基盤緊急整備特別対策事業補助金

の支出が主なものであります。 

 なお、高齢者福祉分野では、２４年度から新

規事業として、高齢者の健康づくりを推進する

ため、長生き世代グラウンドゴルフ大会を実施
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しており、多くの方々に御参加いただいたとこ

ろであります。 

 また、ひとり暮らし高齢者等が急病や事故な

どでの緊急時に対応するため、緊急時医療情報

カード整備事業を開始いたしました。昨年度

は、２９７３名の方に配付したところでありま

すが、実際に、救急隊からは、自宅近くで転倒

したお年寄りの薬の情報が、冷蔵庫に張ってあ

ったカードから入手することができたという報

告も上がっており、その成果も出てきていると

ころであります。 

 次に、決算額が大きく伸びておりますのは、

障害福祉サービス給付費でありまして、対前年

度比で約３億３７００万、率にして２０ポイン

ト以上伸びてきております。その主な理由とい

たしましては、法の改正によりまして、医療的

ケアが必要な療養介護の対象者が大幅にふえた

ことと、障害者の日中活動の場としての就労継

続支援や生活介護などの事業所が相次いで開設

されたことに伴う利用者の増加によるものであ

ります。 

 児童福祉分野では、御承知のように、子ども

手当が２３年度９月までには、中学生３年生ま

で一律１万３０００円を支給していたのが、同

年１０月からは、３歳未満、第３子以降は１万

５０００円、それ以外は１万円に改正されてお

りますので、その分の対前年度比が約２億５０

００万円、率にして１０ポイントほど減額とな

っております。なお、名称も児童手当に変更さ

れております。 

 一方で、保育所費については、先ほど申しま

した私立保育所の施設整備費補助金と私立保育

所保育委託費合わせて約２億円、率にして４.

２ポイントの増となっております。なお、就労

形態の多様化に伴い、延長保育や土曜日の１日

保育などのニーズが高まっておりますので、今

後とも私立保育所への入所利用が増加するもの

と思われます。 

 少子化が進む中で、子育て支援の充実は、喫

緊の課題であります。子供を安心して産み育て

ることができる環境づくりに、引き続き力を入

れてまいりたいと思います。 

 次に、生活保護費では、リーマンショック以

降、給付費が大幅に伸び続け、２３年度決算で

は、対前年度比で１４ポイントも伸びておりま

したが、２４年度では、対前年度比で２.６ポ

イントの伸びにとどまり、やや鈍化傾向となっ

てきております。このままで推移いたします

と、今年度も横ばいになるのではないかと思わ

れます。ただ、減少傾向になっているわけでは

ないので、最後のセーフティーネットとしての

適正な保護行政を行うための体制の充実強化を

図っているところであります。 

 以上でありますが、今後とも、民生費につい

ては、ふえ続けると予想され、人口減少の中、

高齢化率も、４年後の平成２９年には３３.２

％になると推計されております。このことか

ら、将来にわたって本市の財政状況に大きな影

響を及ぼしてくると思われます。そういった中

で、国の財政的支援を要望する一方で、本市に

おける高齢者の健康づくりや介護予防施策の推

進、さらには、各種事業の見直しや行財政改革

等を進めていく必要があると思っております。 

 次に、衛生費につきましては、健康増進事業

の各種がん検診におきまして、前年度の受診率

を上回ってきておりますが、これは、女性特有

のがん検診や働く世代の大腸がん検診などの節

目の無料クーポン券の交付、さらには、休日検

診の実施などがその要因と思われます。なお、

昨年度より、５０歳以上の男性を対象にした前

立腺がん検診を実施いたしましたものの、受診

者数が思ったほど伸びなかったところでありま

す。 

 私どもといたしましては、これからも疾病の

早期発見、早期予防、ひいては医療費抑制に結

びつけるためにも、さらなる受診率向上を目指
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し、受診しやすい体制づくりに努めてまいりた

いと考えております。 

 また、予防接種につきましては、２３年度か

ら子宮頸がん、ヒブワクチン、肺炎球菌ワクチ

ンの予防接種を実施いたしましたが、子宮頸が

んワクチンについては、昨年度より副反応が全

国で報告されており、国も積極的勧奨を控えて

おりますことから、接種者数が、現在では伸び

悩んでおります。 

 一方、昨年９月から、それまで集団で実施し

ていたポリオの生ワクチン接種が、不活化ワク

チンの個別接種に移行するとともに、１１月か

らは、三種混合ワクチンに不活化ポリオワクチ

ンを加えた四種混合ワクチンが開始されまし

た。これにより、接種者が大きく増加したこと

で、予防費の決算額が１７００万円ほど伸びて

おります。感染の予防、そして、子供たちの健

全育成を図る上でも、今後もさまざまな場を活

用して、接種の周知を図ってまいりたいと考え

ております。 

 また、乳幼児医療費助成事業につきまして

は、御存じのように、昨年１０月から保護者の

負担軽減を図るため、窓口無料化の現物給付を

行っておりますことから、対前年度比で決算額

が２０００万円ほどの伸びとなっております。

そして、今年度は１０月から、対象者を小学校

３年生まで拡大したところでございますが、引

き続き、安心して子供を産み育てることができ

るよう、対象者の拡大についても検討してまい

りたいと思います。 

 それから、衛生費からの特別会計繰出金に関

しましては、簡易水道事業、診療所、水道事

業、病院事業特別会計合わせて３億５６９２万

円となり、前年度と比較いたしまして、１３７

万円の若干の増額となっておりますが、その主

な要因といたしましては、五家荘にあります椎

原診療所の人口の減少に伴う診療報酬の減収が

あります。できるだけ、一般会計からの繰出金

については、これからも抑制を図っていかなけ

ればならないと考えておりますが、現実的に

は、非常に難しい部分もあるかと思われます。 

 以上でありますが、毎年申し上げております

ことですが、健康づくりは、市民の皆様みずか

らが、自分の健康は自分でつくり、守るという

意識を持ち、実践することが何よりも重要なこ

とです。そのことが、ひいては医療費の削減に

もつながるものであります。そのために、私ど

もはこれまで以上に健康づくりの施策の実施と

周知啓発を図りながら、市民の健康づくりのお

手伝いをしてまいりたいと考えております。 

 以上、民生費、衛生費の総括とさせていただ

きます。 

 詳細につきましては、堀次長より説明させま

すので、どうぞよろしく御審議お願いいたした

いと思います。よろしくお願いします。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 堀健康福祉部次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。おはようございます。（｢おはよ

うございます」と呼ぶ者あり）よろしくお願い

申し上げます。座らせていただき、説明を続け

させていただきます。 

○委員長（友枝和明君） どうぞ。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） 平成２４年度八代市一般会計決算のうち

健康福祉部が所管いたしております民生費、衛

生費につきまして御説明をいたします。 

 平成２４年度における主要な施策の成果に関

する調書及び土地開発基金の運用状況に関する

調書のその１をごらんいただいてよろしいでし

ょうか。決算の説明につきましては、主にこち

らの書類を中心に御説明申し上げます。 

 まず、２ページをごらんください。主要施策

一覧でございます。健康福祉部が所管いたしま

す、まず、民生費では、款項目が３・１・１の
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後期高齢者医療広域連合負担金事業、６６ペー

ジのところから、ページ一番下になります、款

項目が３・３・２・生活保護費給付事業、１１

４ページまでを説明させていただき、御審議を

いただきました後、また改めて衛生費分とし

て、３ページの款項目が４・１・１の不妊治療

助成事業、１１６ページから、款項目が４・１

・２の各種予防接種事業、１２６ページまでを

説明させていただければと思います。 

 次に、６ページをお願いいたします。ちょっ

と横向きになって申しわけございませんが、歳

出決算の状況でございます。 

 目的別の第３款・民生費では、予算現額の計

の欄の２０３億６０６８万３０００円に対しま

して、支出済額１９５億８１４５万８０００

円、翌年度へ繰り越しましたのは３億５４７５

万５０００円でございまして、執行率が９７.

９％となっております。平成２３年度決算額と

比較いたしますと、５億９７５２万５０００円

の増額で、３.１ポイントの伸びとなっており

ます。 

 増加の主な要因としましては、款項目が３・

１・４になります、障害福祉対策費の４億８１

６８万２０００円の増、款項目が３・１・１の

社会福祉総務費の２億２６８３万３０００円

や、款の３、項３になります生活保護費の増加

７１７９万５０００円などで、逆に決算額が減

となったのは、トータルとして款の３、項の２

の児童福祉費では５５４６万５０００円の減、

款項目が３・１・２の老人福祉対策費では５３

８２万７０００円が前年度から減となっておる

ところでございます。 

 それでは、まず、民生費の主な事業について

御説明を申し上げます。６６ページをお願いい

たします。なお、数字の読み上げにつきまして

は、１０００円未満切り捨てて説明させていた

だきますので、御了承のほどお願い申し上げま

す。 

 ６６ページの後期高齢者医療広域連合負担金

事業は、平成２０年度から開始され、主に７５

歳以上の後期高齢者を対象とする都道府県を１

つの単位とした全市町村が加入する広域連合に

より制度運営がなされているものでございま

す。その広域連合の人件費や事務経費を各市町

村の共通経費として、また、後期高齢者に係る

療養給付費負担金として負担するものでありま

す。 

 共通経費として５７５７万８０００円を、ご

ざいますが、その内訳は、広域連合特別会計分

３８８０万１０００円、広域連合の一般会計分

として１８７７万７０００円でございまして、

別に医療経費として、療養給付費が１５億６５

５５万７０００円を支出いたしております。な

お、前年度と比較いたしまして、７０１８万７

０００円の伸びとなっておりますのは、主に、

被保険者数の増加によるものでございます。 

 次のページ、右の下段の今後の方向性でござ

いますが、本事業は、関係法令に基づく義務的

な事業でありますことから、今後も制度を継続

していくものといたしております。 

 ページめくっていただきまして、６８ページ

の介護基盤緊急整備特別対策事業は、平成２４

年度から平成２６年度にかけての第５期八代市

介護保険事業計画に基づく地域密着型の施設整

備のため、公募による選定を行いまして、採択

された整備事業者に対し、施設整備に要する経

費に対する補助を行うものでございます。 

 特定財源としまして、県支出金の介護基盤緊

急整備特別対策事業補助金１０分の１０によ

り、１施設当たり補助単価３０００万円を３施

設に対して行ったものでございます。よって、

決算額は９０００万円でございました。対象施

設は、グループホーム清流、グループホームひ

かり、グループホームしあわせの里でございま

す。 

 なお、２億３２００万円の繰越明許費を設定
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いたしております。この分は、ここに記載の分

とは別に、介護保険計画に基づき、同様に平成

２４年度中に公募をいたし、選定されました整

備事業者の、定員が２９名以下の小規模特別養

護老人ホーム２施設に対しまして、施設整備を

行うに当たり、１床当たり４００万円の補助が

ございますので、定員９床のグループホームよ

りも規模が大きいため、建設の竣工が２４年度

中に行えませんでしたので、２５年度執行とな

ることを申し添えます。 

 なお、次のページ下段の今後の方向性は、本

市介護保険事業計画におきまして、地域密着型

サービスの施設整備数を定め、公募による選定

を行った施設に対しましては、熊本県の補助金

交付要領に基づき、現行どおり実施するといた

しておるところでございます。 

 次のページ、７０ページの施設開設準備経費

助成特別対策事業は、こちらも、前のページの

事業と同様に、本市介護保険事業計画に基づ

く、施設整備に対する施設開設準備経費助成特

別対策事業でございます。中段、事業の内容の

ところに書いておりますが、補助単価が、地域

密着型施設の定数１床当たり６０万円でござい

ますので、地域密着型の各グループホームは定

数が９床でございまして、３施設ございますの

で、合わせて１６２０万円を助成いたしたもの

でございます。前ページの事業が、ハード経費

に対する助成で、こちらはソフト経費に、――

開設準備ということですが、ソフト経費に対す

る助成でございます。 

 なお、繰越明許は、前の事業でも御説明しま

したように、小規模特別養護老人ホーム２施設

に対して、６０万円掛ける２９床掛ける２施設

で３４８０万円を繰り越したものでございま

す。 

 次のページ下段、今後の方向性も前の事業と

同様でございます。 

 ページめくっていただきまして、７２ページ

の地域介護・福祉空間整備等交付金事業は、目

的から概要欄におきまして書いておりますが、

居宅サービス提供体制の充実を図るため、市町

村が作成いたします介護施設等の整備計画のう

ち、市町村が実施します施設等整備事業または

民間事業所が実施いたします施設等整備事業に

対しまして、国の交付金を活用して補助する事

業でございます。 

 平成２４年度は、本市第５期介護保険事業計

画の中で、訪問看護ステーションの大規模化等

のための整備事業を行うものでございますが、

本市の事業所に確認をいたしましたところ、３

カ所から、訪問看護ステーションの整備拡充を

図りたいとのお申し出があり、国へ申請を行っ

ていたところ、補助内示がありましたため──

中段の主要な施策等の概要欄のところですが─

─新規にサテライト事業所の設置のため、補助

単価３００万円で２事業所──向春苑と絆さん

ですが──に対して助成を行い、また、既存事

業所の大規模化のため１事業所──トータルケ

アさんですが──に対して３００万円を助成い

たしました。 

 次ページ下段の、今後の方向性は、国の補助

金交付要綱に基づき、現行どおり実施するとい

たしておるところでございます。 

 ページをおめくりいただき、７４ページ、介

護施設等スプリンクラー整備特別対策事業は、

熊本県介護施設等スプリンクラー整備特別対策

事業補助金交付要領により、地域密着型サービ

ス、介護予防拠点などの介護サービス基盤を整

備するための補助１０分の１０でございます。 

 この事業は、平成１８年１月に、長崎県大村

市の認知症高齢者グループホームの火災により

死者７名、負傷者３名の惨事が発生しましたた

め、平成１９年公布、２１年施行の消防法の改

正によりまして、延べ床面積２７５平方メート

ル以上の社会福祉施設には、スプリンクラーは

必置設備となりました。 
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 さらに、熊本県介護基盤緊急整備特別対策事

業におきまして、設置義務のない２７５平方メ

ートル未満までの小規模多機能型居宅介護事業

所に対しましても、平成２４年度からスプリン

クラー等整備助成が追加されることとなったと

ころでございます。 

 中段の事業の内容のところですが、そこで照

会を行いましたところ、床面積が１９９平方メ

ートルの小規模多機能型居宅介護事業所ブロッ

サムから申請がございまして、補助基準に従

い、１３９万円を補助いたしたものでございま

す。 

 また、消防機関へ通報いたします火災報知設

備につきましても、照会を行い、小規模多機能

型居宅介護事業所木もれびの家と、憩いの家楽

しみ、この２カ所から申し出があり、火災報知

機を設置するため１カ所当たり３０万円を補助

いたしたものでございます。 

 小規模多機能型居宅介護事業所には、消防法

施行令改正に伴いますスプリンクラー設置義務

はありませんが、利用者が安心してサービスの

利用ができるよう、既存施設であってスプリン

クラー未設置の事業者に対して、整備を行う場

合に、経費を助成したということでございま

す。これは、利用者等の生命と財産を守り、安

心・安全な事業所運営を図るため、スプリンク

ラーや火災報知設備の設置に対し必要経費を助

成したというものでございます。 

 次ページ下段の今後の方向性は、熊本県の補

助金交付要領に基づき、今後も実施するといた

しております。 

 次のページに参ります。７６ページでござい

ます。シルバー人材センター運営費補助事業で

ございますが、目的を説明するに当たりまし

て、まず、シルバー人材センターとは、高齢者

の能力を活用することにより、企業や家庭、公

共団体などから、さまざまな仕事を引き受け、

働くことを通じて高齢者の生きがいと健康づく

りを進め、活力ある地域社会づくりを目指すと

ともに、高齢者などの福祉の増進と高齢者の能

力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与す

ることを目的といたしております。 

 中段の施策の成果欄でございますが、決算額

１７６９万円のうち、主なものが、会員の活動

を助成するための運営補助金１７５０万円でご

ざいます。その１７５０万円の内訳は、本部・

活動拠点運営費補助として８７０万円がござい

ます。そして、別に事業分として、まず、２事

業分、――高齢者の生きがいづくり事業とし

て、まず、２事業分、いっそで学び応援プロジ

ェクト事業と、おじいちゃん・おばあちゃんの

知恵袋事業、この２事業にそれぞれ１４０万円

を助成しております。この２事業は、平成２２

年度から２４年度までの事業でございます。 

 次に、落人伝承平家味噌とｍｙ味噌樽オーナ

ー「庄屋どん」事業、そして、限界集落げんき

里村開拓事業、この２事業に対して、それぞれ

３００万円を助成しております。こちらの２事

業は、新たに平成２４年度から２５年度までの

事業として行っていく予定でございます。 

 次ページ下の今後の方向性でございますが、

シルバー人材センターは、高齢者の雇用機会の

創出、生きがいづくりの場の提供を行う公益社

団法人でございまして、高齢者福祉の向上には

不可欠と考えておりますが、公益社団法人であ

る以上、独立して自立した法人運営を行うよう

自助努力を求め、補助金のみではなく、新規事

業の開拓、顧客の確保等に努めて収益性を高め

るとともに、より効率的で自立した法人運営を

行うよう、当該センターに促していきたいと考

えております。 

 次のページ、７８ページの長生き世代健康づ

くり事業ございますが、目的欄でございます、

高齢者の社会参加促進、医療費抑制、介護予防

を目的に、健康づくりの推進を図るとともに豊

かで生きがいのある老後を築き、もって老人福
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祉の向上を図るため、各種のスポーツ大会を開

催するもので、家に閉じこもりがちな高齢者

が、楽しく生き生きとスポーツ活動を行い、健

康に関する情報に触れ、知識を深めることによ

り介護予防、生きがいづくりにつながり、長期

的には、健康な人生を送ってもらうことによ

り、国保医療費や介護給付費の抑制を図るもの

でございます。 

 中段の主要な施策等の概要欄でございます

が、平成２４年度事業は、長生き世代グラウン

ドゴルフ大会を、球磨川河川敷スポーツ公園に

て開催し、４５６名の参加を得ました。決算額

は８１万７０００円でございます。 

 今後の方向性は、今後、事業目的達成のため

の実施方法等、さらに検討する必要があるとし

ております。 

 ８０ページの金婚夫婦表彰事業は、目的欄で

すが、社会の発展と家族の幸せを願い、お互い

に励まし合い、いたわり合いながら、今日の平

和で豊かな日本を築き上げてこられた御夫婦の

結婚５０周年を祝福し、表彰するものでござい

ます。また、不幸にして５０年を経ずに配偶者

を亡くされた方に対しても、慰労の意味を含め

ひとり金婚表彰を、平成２３年度から行ってお

ります。 

 主要な施策の概要欄ですが、金婚夫婦表彰式

は、９月２７日、ハーモニーホールにおきまし

て、３１９組の方を表彰いたしました。また、

ひとり金婚表彰は、１１月１７日、社会福祉協

議会主催のふれあいフェスタ内で、ハーモニー

ホールにおきまして、１４８人の方を表彰いた

しました。決算額は８２万８０００円でござい

ます。 

 次ページ下の改革内容でございますが、金婚

夫婦表彰式、ひとり金婚表彰式ともに、今後も

事業内容・実施方法を必要に応じて見直し、工

夫した取り組みを継続したいと考えておりま

す。 

 ８２ページの緊急時医療情報カード整備事業

でございますが、平成２４年度から開始したも

のでございますが、目的は、高齢者の見守り活

動の一環として、民生委員、ふれあい委員及び

近隣住民が、独居の高齢者の急病、事故等を発

見した場合に、救急隊員が対応に必要な情報を

速やかに得られるための緊急時医療情報カード

を整備するものでございます。 

 中段の内容のところになりますが、民生委員

により、高齢者の生活状況の調査を行うことに

より、７５歳以上の独居老人世帯を把握し、民

生委員を通じて緊急時医療情報カード及びカー

ドケースを、２９７３人の方に配付をいたしま

した。 

 カードへの記入は、原則として対象者本人が

記入し、マグネットつきのカードケースに入れ

て、冷蔵庫の外面に設置することといたしてお

ります。カードの更新は、内容に変更があった

場合は、速やかに行うものとしております。 

 ８３ページの下の改革内容は、現在、７５歳

以上の独居老人に配付しておりますが、そのほ

かにもカードを望む声があるなど、希望者への

配付を可能とするよう、より効率的な事務展開

を検討するといたしておるところでございま

す。 

 次のページの８４ページでございます。社会

福祉団体育成事業は、決算額が８２２１万３０

００円を支出いたしております。補助の内容

は、社会福祉協議会事務局職員２０名の人件費

補助でございます。平成２２年度は、１億８４

０万円で、平成２３年度は９３２０万５０００

円でしたので、これまで２３年度は、２２年度

と比べますと、１５１９万５０００円の減、平

成２４年度は、２３年度と比べて１０９９万２

０００円と削減を行ってきたものでございま

す。 

 次ページ下段の方向性は、地域福祉の推進に

資する事業につきましては、その採算性の低さ
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から、今後も市による財政的支援は必要と考え

ております。今後、社協に求められる役割を踏

まえ、より効率的・効果的な組織運営をするこ

とで、ボランティア育成や相談事業、見守り活

動など、地域福祉活動の充実強化を進めてもら

うよう期待しております。 

 次のページ、８６ページになりますが、鏡地

域福祉センター管理運営事業ですが、まず、資

料の訂正をお願いいたします。大変申しわけご

ざいません。 

 ８６ページの中段付近でございますが、主要

な施策の概要を説明する欄で、指定管理委託と

書いております下に、温水ヒーター入替工事と

記載しているところ、金額が４２６万３０００

円と記載すべきところですが、最後に、ゼロが

１つ多くついております。ゼロ３桁でよいとこ

ろをゼロ４桁書いておりましたので、大変申し

わけございません、ゼロを１つ削除方お願いい

たします。金額は４２６万３０００円のままで

ございます。 

 それでは、説明に戻らさせていただきます。 

 地域福祉センター管理運営事業では、地域住

民の福祉の向上と健康増進を図るとともに、介

護保険事業の通所介護を実施する施設として、

坂本、鏡、泉のそれぞれの地域に設置しており

ます、社会福祉協議会を指定管理者として管理

運営を委託しているものでございます。 

 鏡のセンターにつきましては、決算額は６０

４万５０００円で、前年度比４３６万８０００

円の増でございました。増の主な内容は、第１

会議室の冷暖房機の取りかえ４７万５０００

円、風呂用循環ろ過機のオーバーホール取りか

え４０万６０００円、風呂用温水ヒーター入替

工事、大きくて４２６万３０００円などがござ

います。 

 次のページ下の今後の方向性は、鏡の本施設

は、開館から４０年以上経過し、平成３年度、

平成７年度に増改築がなされておりますが、建

物及び設備機器の老朽化が進んでおります。し

かしながら、施設は、地域住民の福祉向上と健

康増進に寄与していることや、高齢福祉に寄与

する集会等が開催されていることから、その必

要性はあると考えておりますので、歳入におい

ては、入館者の増加を図るための対策などを、

また、歳出においては、施設の維持管理経費の

削減などについて検討していきたいと考えてお

ります。 

 ８８ページをお願いいたします。泉地域福祉

センター管理運営事業は、事業としましては、

前のページと同じでございます。 

 決算額は１１９７万４０００円で、前年度比

３０７万６０００円の増額でございます。増額

の主な内容は、空調機器取替工事３６５万４０

００円、循環ろ過機取替工事２４８万８０００

円などでございます。 

 今後の方向性は、本施設は、山間地にござい

ますが、高齢化率が高くなっていくため、地域

福祉の増進を、さらに図るため、事業内容等の

見直しが必要であると考えております。 

 次のページに参ります。障害者福祉団体助成

事業は、さきの議会における一般質問におきま

してもお答えいたしましたように、本事業で

は、身体障害者福祉協議会を初めとする各障害

者団体の運営、活動支援のために、補助金を交

付しております。 

 中段施策の概要ですが、対象団体は八代市身

体障害者福祉協議会、会員が５８５名の方、補

助額は１０３万２０００円でございます。ま

た、八代手をつなぐ育成会、会員の方は１５０

名、補助額３７万円でございます。八代地域精

神障害者家族会、会員の方１６０名で、補助額

は６２万５０００円などでございます。 

 これらの団体は、会員相互の親睦と融和を図

り、福祉の向上を目指してさまざまな活動を展

開しておられ、市が補助金を交付することで、

障害者の方々のさらなる自立と社会参加を促し
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ていると考えております。 

 次ページ下の今後の方向性は、各団体の活動

は、会員相互の親睦と融和を図るだけでなく、

本市主催のイベントや各審議会等への参加な

ど、市政に果たしている役割が大きいことか

ら、現行どおり支援していくといたしておりま

す。 

 ９２ページの地域生活支援事業を説明いたし

ます。障害者自立支援法７７条に定めます市町

村の実施事業でございまして、中段となります

が、事業の内容のところで、在宅の障害者の日

中活動を支援いたします地域活動支援センター

事業、相談支援事業、コミュニケーション支援

事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業の

５事業を必須といたしまして、日中一時支援事

業や訪問入浴サービスなどを選択事業として実

施するものでございます。 

 ４カ所の地域活動支援センターへの委託料３

００２万円や２カ所の相談支援事業所への委託

料１７１４万６０００円、日常生活用具給付事

業２５３２万３０００円、また、日中一時支援

事業１８６３万円などでございます。 

 財源内訳の国県支出金５０４８万９０００円

は、補助率２分の１の国庫補助金３３３４万２

０００円と、同じく４分の１の県補助金１７１

４万７０００円でございます。 

 そのほか特定財源４９２万９０００円は、相

談支援事業及び地域活動支援センター利用にか

かわります氷川町の負担金となります。 

 なお、前年度と比較いたしまして２７３万７

０００円ほど減額となっておりますのは、日常

生活で移動が困難な障害者を支援するための移

動支援対象者のうち、視覚障害者につきまして

は、平成２３年１０月から、障害福祉サービス

に同行援護が新たに追加されたことから、逆に

こちらの移動支援の利用登録者数が前年の３１

人から４人に、決算額が１１８万１０００円減

となっているところでございます。 

 また、日中一時支援事業、これは、在宅で生

活をされる障害者の家族の就労支援や、日常的

に障害者を介護する家族の一時的な休息のため

に、障害者を施設などで日帰りでの一時預かり

を行うものですが、この事業の利用回数も大幅

に減少しており、回数で３９６回、決算額で２

４２万８０００円減となっているためでござい

ます。 

 次ページ下段の今後の方向性は、障害者の自

立と社会参加を促進し、円滑な生活を送るため

に必要な事業であるため、国の制度改正があり

ましたらば、新規事業への対応を行いながら、

常に事業内容を見直し、継続実施していく考え

でございます。 

 ９４ページの障がい児通所支援事業でござい

ますが、平成２３年度までは、この事業は、障

害児への支援は、児童福祉法と障害者自立支援

法におきまして、障害種別に区分され、実施さ

れてまいりました。平成２４年度からは、障害

種別による区分をなくしまして、入所による支

援は県が、通所による支援は市町村が行うこと

となりまして、それぞれ、障害児入所支援、障

害児通所支援に、児童福祉法により一元化され

たものでございます。市では障がい児通所支援

事業として、児童発達支援、医療型児童発達支

援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援

等を実施しております。 

 中段の主要な施策の概要欄ですが、未就学の

障害児に日常生活における基本的な動作の指

導、集団生活への適応訓練等の支援を行う児童

発達支援は、延べ１０００人の利用で、４８１

５万円の執行でございます。 

 就学している障害児に対しまして、生活能力

向上のための訓練等必要な支援を行う放課後等

デイサービスは、延べ１３０８人の利用で、７

９４１万９０００円の執行でございました。 

 支援員が、保育所や学校に出向きまして、集

団生活適応のための専門的な支援を行う保育所
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等訪問支援は、延べ５０人の利用で、５３万９

０００円の執行でございます。 

 また、障害児相談支援は、障害児の心身の状

況等を勘案し、通所サービスに係る障害児支援

利用計画を作成するとともに、サービスの利用

状況を検証し、利用計画の見直し等を行ってお

ります。こちらは延べ１２９人の利用で、１７

８万１０００円の執行でございました。 

 次ページ下の今後の方向性は、平成２４年度

からの事業でございまして、市民へ制度周知を

図るとともに相談支援体制の強化を図っていく

ものといたしております。 

 ９６ページとなります。放課後児童健全育成

事業は、決算額におきまして８７９１万３００

０円でございます。概要欄ですが、これは、児

童福祉法第６条の２第２項の規定に基づき、昼

間に保護者が仕事などで家庭にいない小学生、

主に小学校３年生までの児童を対象に、保育園

や学校の余裕教室などを活用しまして、放課後

に児童の育成指導、遊びを通じまして発達の助

長を図る事業でございます。２６カ所で運営委

託により行っておりまして、利用児童数は８６

２人でございます。歳入の国県支出金６０５９

万８０００円は、補助率３分の２の県補助金で

ございます。 

 次ページ下の今後の方向性は、放課後や長期

休暇における子供の安全・安心を図る上で必要

な事業でありますため、継続して実施していく

としております。 

 ９８ページの八代市母子寡婦福祉連合会補助

金事業は、八代市母子寡婦福祉連合会の運営に

対する助成金でございまして、八代市内在住の

会員で組織され、平成２４年度は、会員１２４

名で構成されております。決算額は４９万円で

ございます。 

 今後の方向性は、補助金交付の必要性はある

が、補助額につきまして、本連合会の収支状

況、収入における会員会費や各機関からの助成

金等のバランスを見ながら検討する必要がある

と考えているところでございます。 

 次のページに参りまして、民間児童館活動事

業費補助金事業でございますが、決算額は６７

６万４０００円を支出いたしました。事業の概

要欄となります。これは、新地町の八代ひかり

保育園に併設しているひかり児童館に対する補

助金でございます。この事業は、民間の児童福

祉施設に併設した児童館におきまして、保育園

等の専門的な養育機能を活用し、地域の児童の

健全育成、養育相談援助活動、各種子育て支援

サービスの利用促進を実施するものでございま

す。なお、２３年度までは県補助金を受けてお

りましたが、２４年度からは一般財源化されて

いるところでございます。 

 次のページ、下でございます。今後の方向性

は、ひかり児童館の事業内容や収支等の精査を

行い、利用料の徴収を行うなど、施設との負担

割合を協議し、これに応じた補助額の見直し等

を検討していくといたしているところでござい

ます。 

 １０２ページとなります。八代市保育園連盟

補助金事業は、事業の概要欄をごらんくださ

い。八代市保育園連盟は、会員が、八代市にお

ける厚生労働大臣が認可するところの全ての認

可保育所、公立が１４園、私立が４４園、合わ

せまして５８園でございます。会員保育所に勤

務する全ての職員に対し、単独園では実行しに

くい保育に関する研修を企画立案し、実行する

団体でございまして、研修内容としては、保育

士や調理師のそれぞれに対して、その職種に応

じた自主的な研修を、年度計画を定めて実施し

ているところでございます。また、保育者全体

を対象として、講師等を招聘する規模の大きな

講演等も数回実施しております。決算額は１０

６万７０００円でございまして、研修会を９回

開催し、延べ参加人数は１８１３人でございま

した。 
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 次のページ下段の今後の方向性は、市内の全

保育園の質の向上を目的に、現行どおり補助金

を交付していきたいと考えているところでござ

います。 

 １０４ページの私立特別保育事業に入りま

す。主要な施策の成果欄をごらんください。延

長保育事業と休日・夜間保育事業を合わせまし

て、本年度は２億１４２９万５０００円を支出

しております。歳入としまして、国県支出金１

億４５１３万３０００円は、補助率３分の２の

県補助金でございます。 

 左の欄の延長保育事業は、１日１１時間の開

所時間を超えまして保育を実施する場合、その

前後３０分以上の延長保育を実施する保育園に

補助を行うものでございます。平成２４年度

は、新たに文政第二保育園が加わり、私立保育

園全園の４４園で実施いたしております。 

 休日保育事業は、保護者の就労形態が多様化

する中、休日や祝日における家庭での保育に欠

ける児童を受け入れるものでございます。 

 夜間保育事業は、保護者の就労形態が多様化

する中、夜間における家庭での保育に欠ける児

童を受け入れるものでございます。 

 休日保育は、八代ひかり保育園と二見中央保

育園で、夜間保育はひかり夜間保育で実施して

いるものでございます。 

 次ページ下をごらんください。今後の方向性

は、保護者の就労形態の多様化に伴う保育需要

に対応するため、本事業を現行どおり継続する

といたしております。 

 １０６ページの公立保育所運営事業は、主要

な施策の概要欄ですが、公立１４園の運営費で

ございまして、延べ７９４１人を保育し、職員

人件費を除きました２億５５５２万３０００円

を支出いたしました。その主なものは、臨時職

員賃金などの１億１３８７万１０００円、給食

の賄い材料費５７０２万１０００円、光熱水費

１４４２万円、給食業務の委託料２３２４万円

などでございます。 

 特定財源の国県支出金４９４万６０００円の

内訳は、３歳未満児を対象にした多子世帯子育

て支援事業費の県補助金２分の１、４４８万４

０００円などでございます。その他の特定財源

１億４７５４万７０００円の内訳は、保育料１

億２２９２万７０００円、他市町村からの保育

委託料１５６０万６０００円、職員給食費８５

９万２０００円などでございます。 

 不用額の１０４２万円は、園児数の減などに

よる、臨時保育士の賃金５２０万４０００円、

給食材料費２２４万７０００円によるものが主

なものでございます。 

 次ページの今後の方向性は、公立保育所とし

て安定的で良質な保育サービスを提供しなが

ら、本年４月に策定いたしました、八代市公立

保育所のあり方についてに基づき、保護者や地

域の方々と協議を行い、必要に応じて民営化等

を進めていくといたしております。 

 続きまして、１０８ページとなります。私立

保育所保育委託事業は、対象欄に記載のよう

に、家庭での保育に欠ける児童を、市内４４園

と、市外の契約しております私立保育園に受け

入れをし、児童の心身の健全な育成に努めるも

のでございまして、決算額は３６億４０６５万

円を支出いたしました。市内私立保育所４４カ

所、こちらは延べ４万５９１９人、市外１２カ

所の私立保育所では延べ３９０人、合わせまし

て４万６３０９人の保育を委託したものでござ

います。 

 国県支出金１９億３０２６万８０００円は、

負担率２分の１の国庫負担金１２億７０１０万

７０００円、４分の１の県負担金６億３５０５

万３０００円、多子世帯子育て支援事業費補助

金県２分の１、２５１０万８０００円でござい

ます。 

 その他の特定財源６億８５９６万８０００円

は保育料でございます。 
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 なお、本市の保育料は、公立、私立同一でご

ざいますが、国が定めた徴収基準額になる保育

料より約４０％軽減いたしているところでござ

います。 

 今後の方向性は、児童福祉法の規定により実

施しておりますため、現行どおりとするとして

おります。 

 １１０ページとなります。私立保育所施設整

備事業、繰り越し分になるわけでございます

が、私立保育園の施設整備に対しましては、建

設費の一部の補助を行い、入所児童等の福祉の

向上を図るもので、熊本県安心こども基金特別

対策事業補助金交付要領により交付される額に

２分の３を乗じて得た額、すなわち市の持ち出

し分を県に含めるわけですが、市分の額は、県

助成額に対して半分、全体補助基準額で見ます

と４分の１の額になる額を助成いたしていると

いうわけでございます。県が施設の状況を見

て、適否の判断をいたしますため、当初予算要

求には間に合わないので、例年６月補正予算と

なっております。 

 本年度は、わらび保育園につきまして、２４

年度決算として１億４５５２万４０００円を支

出いたしたものでございます。これは、平成２

３年度にわらび保育園の増改築を予定しており

ましたが、東北大震災の影響などで資材調達等

が間に合わず、工事進捗に不測の期間を要した

ためでございます。 

 工事自体は、平成２４年５月３１日に竣工し

ており、鉄筋コンクリート構造の２階建てで、

建物面積が改築前の６２６平方メートルから約

１２３５平方メートルに広くなり、定員も改築

前の１００名から１１０名に増員し、現時点で

は１２０名となっているところでございます。 

 また、予算額と決算額が大きく違いますの

は、２４年度６月補正に計上しました、日奈久

のみずほ保育園におきまして、２４年度中の増

改築を予定しておりましたところ、工事着手

後、予定していた地盤が建物を支持可能ではな

かったことから、再度ボーリング調査を実施し

た結果、支持可能地盤が不均一に存在するとこ

ろであるということが判明しましたため、建設

工事の進捗に不測の期間が生じましたため、８

７９５万５０００円につきましては、２５年度

に繰り越しいたしたものでございます。 

 次ページ下段でございます。今後の方向性

は、私立保育施設の老朽化により、今後大規模

修繕や増改築が必要な場合、安心して子育てが

できる環境を整備いたしますため、本事業は現

行どおり実施する必要があると考えておりま

す。 

 １１２ページの障がい児保育事業は、集団保

育が可能な保育に欠ける心身障害児の、保育所

における集団保育を通じた心身の健全な発達を

促すため、障害児を受け入れている私立保育所

に助成することで、障害児の処遇向上を図って

おります。 

 ２４年度決算では、前年度比８６９万８００

０円の増となる５１１１万８０００円を支出い

たしました。この事業は、集団保育が可能な障

害児、あるいは軽度の障害児を受け入れている

保育所に対して、保育士の配置に係る経費の一

部としましては、障害児１人当たり月額６万２

３００円を、軽度障害児１人当たりは月額３万

１１５０円を補助するものでございます。ま

た、障害児保育円滑化としまして、４人以上の

障害児を受け入れ、障害児保育に関する研修等

を実施している園に経費の一部を助成もいたし

ております。 

 前年度から、執行額が８６９万８０００円増

額した理由は、障害児保育実施園が１４園から

１６園となり、２園増加し、利用実人数は１６

人から２０人となり、４人増加しております。

また、延べ利用月数は１８７月から２３６月

と、４９月増加しているためでございます。 

 また、軽度障害児保育は２５園でしたが、利
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用実人数も８２人から９８人とふえ、延べ利用

月数も９７４月から１１５３月へ増加いたした

ためでございます。 

 次ページ下段でございますが、今後の方向性

は、障害を有する児童が、保育園で今後も健常

児との集団生活の中で情緒の形成や発達を図る

など、健全な社会生活を身につけるため、本事

業を現行どおり継続する必要があるといたして

おります。 

 １１４ページの生活保護費給付事業ございま

す。生活に困窮する全ての国民に対し、その困

窮の程度に応じて必要な保護を行い、最低限度

の生活を保障するという観点から、生活扶助を

初めとする８つの扶助を行うことにより、要保

護者の生活安定と自立助長を図っていくもので

ございます。２５億４１５２万５０００円を支

出いたしました。 

 扶助費の中で医療扶助が延べ１万５８４１人

に対し、１３億８９８１万１０００円を要して

おり、全体の約５４.７％を占めております。

次いで、生活扶助に延べ１万７３９８人、７億

３５８３万５０００円です。住宅扶助に延べ１

万４６５９人、２億５７８７万６０００円とな

っております。 

 なお、不用額１億２０２３万５０００円の要

因といたしましては、扶助費の半分以上を占め

ます医療扶助の額が減少したことが、主な要因

として発生しております。これは、平成２４年

度は自立支援医療や介護保険などの他法他施策

の利用が進んだことにより、医療扶助受給者数

が平成２３年度１万６１４０人であったのに対

し、平成２４年度は１万５８４１人と減少して

おります。また外来に比べ、医療費が高額とな

ります入院の患者が、平成２３年度は２１５５

人に対し、２４年度は１８８５人と大幅に減少

しておりますため、医療扶助が減少したことに

よるものでございます。 

 財源の国県支出金２０億５２８万５０００円

は、負担率４分の３の国庫負担金１９億７７５

９万３０００円、現在地保護に係る県負担分、

負担率４分の１の２７６９万２０００円でござ

います。その他の特定財源２０７５万円は保護

費の返還金でございます。 

 なお、前年度と比較いたしまして６４７４万

３０００円、扶助費が増額となっておりますの

は、高齢化の進展に加え、世帯主の傷病や近年

の経済不況に伴う雇用状況の悪化などが、その

要因となっております。 

 平成２３年度末となります、平成２４年３月

時点では１５７１人、１２２９世帯を保護して

おりましたが、平成２５年３月時点では１７０

９人、１３２５世帯でございまして、２４年度

１年間の伸びとしましては１３８人、９６世帯

の増加でございます。 

 なお、２４年度は、面接相談員１名と、就労

指導員１名、さらに、地区担当員２名を嘱託と

して新たに雇用し、対応に当たらせておりま

す。 

 今後の方向性といたしましては、国の施策に

従い、適正・適切に事務を進めていくといたし

ているところでございます。 

 以上が、民生費の説明とさせていただきま

す。よろしく御審議のほどお願い申し上げま

す。 

○委員長（友枝和明君） ただいま説明のあり

ました第３款・民生費について、一括して質疑

を行います。質疑ありませんか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。７４ページの

介護施設等のスプリンクラー整備特別対策事業

についてお尋ねをするんですが、先ほどの説明

の中で、設置義務のない小規模多機能型居宅介

護施設においての整備でですね、１件あった

と。その後の７５ページのほうで、今後設置義

務のない施設への働きかけを行って、設置率を
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向上させるというふうな改善内容が記載されて

いるんですが、そして、その横に、整備状況率

として、２４年度実績が８７％で、横ばいにな

っていると。これの数値がふえていかないとい

うことの、ちょっと整合性をお尋ねをしたいん

ですが、そもそも、その働きかけに応じてです

ね、その施設が、スプリンクラーを設置すると

いうふうにならない、その理由というのは、何

なんでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） 小林長寿支援課課

長。 

○長寿支援課長（小林眞二君） ただいまのス

プリンクラーの件でございますけれども、現

在、小規模多機能の介護施設につきましては、

八代市内に７事業所ございまして、そのうち─

─あっ、これ、設置義務のない事業者ですね、

済みません、これが市内８事業者でした。失礼

しました。その８事業者のうち、７事業者につ

いては、既に設置済みでですね、できておりま

すので、残り１事業者ということで、パーセン

テージではですね、伸びていかないというとこ

ろになります。 

 設置をされない理由として考えられるのが、

やはり、費用がですね、高いという面が一番の

要因かと思っております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

 増田委員。 

○委員（増田一喜君） ３点ほど聞きたいんで

す。 

 １つは、９９ページのところの改革改善内容

というところで、補助額の見直しって、これは

見直したら、上がることなのかな、それとも下

がるような、ここら付近は、見直し、上げない

けぬのか、下げないけぬのか、どういう状況に

なっているのか、１つですね。 

 それと、１０８ページの文言のところなんで

すけど、上のほうの事務事業の目的というとこ

ろで、保育に欠ける児童という、この欠けるっ

て、欠ということ、これはどんなことをあらわ

しているんですか。それが１つですね。 

 もう一つが、１１２ページの障がい児保育円

滑化事業というところでですね、１園５０万補

助してますけれども、ここはどこの施設なのか

な、それを１つお尋ねしたいなと思います。 

○こども未来課長（松村 浩君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。おは

ようございます。（｢おはようございます」と

呼ぶ者あり）こども未来課、松村でございま

す。 

 ただいま３点の御質問がございましたけど、

まず、第１点目の９９ページの今後の方向性の

ところでの、放課後児童クラブの会費の……

（｢母子寡婦たい」「補助金ふやすとか何と

か」と呼ぶ者あり）済みません、申しわけござ

いません。補助金について、今後検討しますと

いう部分について、どう考えているのかという

ことですが、決算状況を見ました場合に、繰越

額のほうが、最近ふえてきておりますので、そ

ちらのほうを勘案しまして、基本的には下げる

方向での検討を話し合いをさせていただければ

というふうに考えているところでございます。 

 次に、保育に欠けるの欠けるというのが、ど

ういう意味かということでございますが、要

は、家庭で子供さんを昼間見ることができない

というのを、保育に欠ける児童というふうに言

いますので、そういった意味の欠けるというふ

うに解釈をいただきたいと思います。 

 それと、第３点目の障害児保育で、１園に５

０万やっている障害児の事業でございますけど

も、こちらの事業はひかり保育園が、障害児に
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対する職員への研修活動事業を行っております

ので、そちらに対します助成金を５０万円支出

しているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（増田一喜君） わかりました。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（古嶋津義君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） 小林課長に、ちょっと

お尋ねします。 

 長生き世代の健康づくり事業でありますが、

事業の目的でありますところの高齢者の社会参

加促進ということで、私もことし、市長と一緒

にこれ、行きましたんですけど、グラウンドゴ

ルフ大会ということでありましてですね、こう

いうグラウンドゴルフ大会とか、ゲートボー

ル、ペタンクというのは、大体出られる人がで

すね、同じで、そのほか体協とか、老人会、そ

れから、民間施設等もこういう事業はやってお

られます。そういう中で、今後の方向性とし

て、事業目的の達成のために事業を見直すとい

うことでありますので、ぜひですね、こういう

スポーツ大会によく出られる方でなくてです

ね、余りそういうことに参加をされない、そう

いう方の自立支援といいますか、社会参加の促

進の、そういう方向性の事業の検討をしていた

だきたいなと思いますが、いかがでしょうか。 

○長寿支援課長（小林眞二君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 小林長寿支援課課

長。 

○長寿支援課長（小林眞二君） はい。長生き

世代健康づくり事業は、２４年度からですね、

スタートをいたしまして、２５年度、現在２回

行っております。内容としては、２４年度にグ

ラウンドゴルフ大会、そして、２５年度にゲー

トボール大会ということでございましたけれど

も、ただ、この事業の中では、ただ、このスポ

ーツを行うということのみではなくて、この機

会を利用いたしまして、参加された皆様方に健

康づくり、介護予防についてのですね、ＰＲ活

動、婦人会、老人会、社協さんに御参加いただ

いて、行っているところでございます。 

 また、日ごろから、こういったスポーツはで

すね、特定の方だけというお話でございました

けれども、それ以外の方々につきましては、現

在のところはいきいきサロン等のですね、事業

の中で、各地区の公民館等を利用いたしまし

て、趣味講座、教育講座、世代間交流等もです

ね、実施をされておりますので、そういったと

ころも含めましてですね、これからもたくさん

の人にですね、参加できるような事業となりま

すようにですね、検討していきたいと思ってお

ります。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） ぜひ、今、小林課長か

ら答弁がありましたようにですね、実施方法を

少し、こういうスポーツ大会だけでなくてです

ね、もっとより多くの方が参加をできるよう

な、そして、長生きができるような、そういう

健康づくりの事業に、少し検討をしてほしいと

思います。 

 それと、もう一点でありますが、１１４ペー

ジの生活保護費のところであります。１１４ペ

ージ、給付費が２５億ぐらい、今年度が２７億

６０００万ぐらい、数字が間違っていたら、ち

ょっとごめんなさいということでありますが、

少しずつ増加をしている傾向にあるということ

であります。しかしながら、憲法２５条との整

合性もありますので、多くは言いませんが、こ

の中を、事業評価書を見ますとですね、ハロー

ワークと連携した就労支援、２４年度が６９

名、２５年度の見込みとして１００名というこ

とでありますので、働く可能性がある人もいる

ということでありますので、この辺のところを
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ですね、自立支援の方法とか、そういう方法を

どのように、今とられているのか、２４年度は

どのような方法をとられたのか、お尋ねをさせ

ていただきたいと思います。 

○委員長（友枝和明君） 小藪生活援護課課

長。 

○健康福祉部理事兼生活援護課長（小藪 正

君） はい。生活援護課の小藪です。よろしく

お願いします。 

 ２４年度から自立支援プログラム、就労支援

に伴う自立支援プログラムというものをつくっ

ておりまして、ハローワークと連携した就労支

援を行っております。 

 これは、本人に、まず、自立支援プログラム

に参加するかどうかの意思を確認しまして、参

加する意思を示した者に対して、ハローワーク

と一緒になって、就労支援を行っていくんです

が、例えば、きょうもハローワークから生活援

護課のほうにおいでになりまして、ケースワー

カーとともに仕事の紹介等を行っていただいて

おります。そのような活動を通じまして、日ご

ろの生活を見るケースワーカーと、就労先を紹

介するハローワークと一体となって、仕事を紹

介するような活動をとり行っております。よろ

しいでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） はい。ぜひですね、働

く意欲のあるのか、生活保護家庭については、

よくわかりませんが、ぜひですね、働かれるよ

うな状況であれば、やっぱり、少し働いていた

だきたいなというふうに思っている次第であり

ます。 

 それと同時にですね、国民年金をもらってら

っしゃる方とですね、生活保護費で生活をして

いる方というのは、依然として生活保護費のほ

うが、ちょっと高いようでありますので、その

辺の整合性もありましてですね、もう少しその

辺のところは厳しく指導をしていただきたいな

というふうに思っております。 

 以上です。お答えは要りません。 

○委員（大倉裕一君） 関連でよろしいです

か。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。ケースワーカー

さんの件でお尋ねをしたいと思いますが、非常

勤職員さん２名の増員もあっているということ

で、こちらのほう書いてあるんですけども、ケ

ースワーカーさんの受け持ち数が基準を満たし

ているのかどうかというところを、２４年度、

それから、済みませんけど、現在の現状も含め

てお答えいただければと思います。 

○健康福祉部理事兼生活援護課長（小藪 正

君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 小藪生活援護課課

長。 

○健康福祉部理事兼生活援護課長（小藪 正

君） はい。２４年度が１人当たり、法定数と

申しますか、望ましい数というのは、１人当た

り８０世帯となっておりますが、２４年度が９

４世帯でございましたが、２５年度から現在、

今は７８世帯になっております。 

○委員（大倉裕一君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。要望といいます

か、意見になりますけども、このケースワーカ

ーさんの受け持ち数というのがですね、やっぱ

り、多くなれば、それだけの紹介数というの

が、なかなかできていかない、充実したです

ね、指導というのができていかないというふう

に思いますので、受け持ち数をしっかりと管理

していただきながらですね、適正な管理といい

ますか、指導、そういったところに心がけてい

ただくようにお願いしておきたいというふうに

思います。 

○委員長（友枝和明君） ただいま古嶋委員の

最初の質疑、スポーツの大会の開催の件につき
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ましては、さらに検討という、要望といいます

か、そういう、古嶋委員、それでいいですか。 

○委員（古嶋津義君） はい、これにも書いて

ありますので、はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

 増田委員。 

○委員（増田一喜君） １０７ページですね、

公立保育所運営事業というところで、今後の方

向性ちゅうところに書いてありますけども、ち

ょっと公立保育所として安定的な保育、必要に

応じて民営化等を進めていくということになっ

ておりますが、必要に応じて民営化等を進める

ということは、最終的には公立はなくすという

意味なんでしょうか。 

 それともう一つは、民営化を進めていくとい

う中で、その候補となっている施設は、もう大

体決まっとるんでしょうか。今までですね、ち

ょっと、改革改善内容ちゅうて、保護者や地域

の方々の理解を得るため説明会を実施していく

ということで、非常に反対のあった部分もあり

ますから、そういうところを含めて、どうなっ

ているのか、ちょっとお聞きしたいんですけ

ど。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。公立

保育所の今後のあり方でございますけども、こ

としの４月に、あり方を策定をいたしました。

今後の公立保育所の方向性としては、まず一つ

は、公立保育園を全体の拠点園として数園は残

すというのが１つ。もう一つが、民営化を進め

る園を持つと。この民営化を進める園につきま

しては、施設年数が古くなっているところを、

主にやっていくというふうにしております。 

 また、園児数が少なくなってきているところ

につきましては、廃園を行うと。ただ廃園につ

きましては、中山間地域におきましては、保育

園への距離が遠くなるということもございます

ので、園児数が５人を下回る、いわゆる４人以

下になるまでは、分園等の方法で継続するとい

うふうにいたしております。 

 また、今後新たな幼保一体化の問題が出てき

ておりまして、認定こども園制度というのが、

平成２７年度から大きく変わるというふうにな

っておりますが、そちらにつきましても、検討

を行う園を設けるというふうにしておりますの

で、今後公立保育園が全くなくなるということ

は、想定はいたしておりません。 

 もう一つ、民営化をする園でございますが、

先ほど申しましたように、建設年度が長くたっ

ている園といいますのは、要は建てかえします

のに、現在公立保育園は、全て一般財源での建

てかえ、私立保育園ですと、先ほど説明にもあ

りましたけども、補助金が４分の３もらえると

いうところがありますので、そちらにつきまし

ては、極力民間活力を活用して、児童環境を整

備していきたいというふうに考えておりますの

で、民営化等を進めていきたいんだというふう

に考えております。 

 その民営化の園につきましては、平成２３年

５月に、当初八代市公立保育所民営化等計画と

いうのをつくりまして、その中には、民営化を

する園が３園あったかと思います。宮地さくら

保育園、白島ぎんが保育園、北新地保育園とい

う３園が、その計画の中に名前が挙がっており

ました。 

 そちらにつきましては、その地域、保護者に

つきまして、説明会を、当時３回、２から３回

程度行いましたが、なかなか御理解をいただけ

ないところがございましたので、また、耐震計

画、耐震診断の結果等も踏まえて、すぐすぐは

できないようなところもありましたので、一回

民営化計画を見直すというところで、ことしの
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４月に新たに策定したと。その計画の中には、

実施園については明記をいたしませんでした。

といいますのは、一応地域や保護者の方の同意

を得た上で進めるようにというふうな御意見が

ありましたもんですから、一応、先ほど言いま

した、経過年数がたっている園というのが、先

ほど言いました３園のほかに、あと２園程度ご

ざいますので、そちらにつきましては、その時

期、私どもも一度に全部をしたいというふうに

は思っておりませんので、そういった民営化を

進める時期、職員の数だとか、そういったのも

勘案した上で、民営化をする時期の数年前、

二、三年前には、その地元と協議のほうを行っ

た上で、同意をいただいたところから、順次民

営化等を進めていきたいというふうに考えてお

ります。 

 現在の状況で申しますと、北新地保育園につ

きましては、本年度同意をいただきましたの

で、現在民営化等選定委員会を発足させまし

て、そちらのほうで移管条件等の準備を、現在

進めているところでございます。平成２７年４

月の民営化を目指しているところでございま

す。 

 また、あわせまして、廃園につきましてでご

ざいますけども、日奈久若竹保育園につきまし

ては、現在園児数が市内から６名通っておりま

す。それが来年度の予定は３名となることか

ら、一応廃園ということで、地元と話を進めま

した結果、一応同意をいただきましたので、今

年度末をもって廃園ということで、現在考えて

いるところでございます。今度の１２月議会

に、一応条例変更を出したいというふうに考え

ております。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） 言われたように、もと

もと民営化しませんよというような話があった

のに、突然民営化とかいう話でですね、非常に

もめている状況があるからですね、今言われた

ように、それを先に、やっぱり説明して、そう

いう保護者とか地域の方々、ええ、うそ言われ

たということのないようなですね、やっぱり、

説明のやり方とかしていかないと、一遍トラブ

ったら、大変話が通じにくくなりますから、そ

こら十分注意していただきたいと思います。だ

けん、民営化ありきとか、廃園ありきみたいな

感じでじゃなくって、こういう事情だから、こ

うやりたいんですけど、いかがかということ

を、やっぱり、していかないと、市がこうで困

るんだから、もうやめますよ、民営化しますよ

と、以前はそういう感じで話を持っていってお

るので、物すごい反発があったわけですよね。

じゃなくて、もっと御丁寧に説明してあげれ

ば、少しは話がわかるのかと思います。そうい

うところは、やっぱり留意して、説明していた

だきたいなと思います。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（堀 徹男君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 堀委員。 

○委員（堀 徹男君） はい、いいですか。９

６ページの放課後児童健全育成事業について少

し教えてください。 

 私は、放課後児童クラブの設置にかかわった

経験がありますので、そのときにですね、一番

大変な思いをしたのは、開設日数と人材確保で

した。右の９７ページのほうに、年間の開設日

数がありますけど、これは、年間すると７０日

の休みしかなくてですね、休みがない、休みが

少ない仕事に、どれだけの人材を集めるかとい

うので大変苦労した思いがあります。下のほう

の改善・改革の、改善内容に、今後の方向性や

基準の見直しを検討する必要があるという一文

がありますけれども、どういった改善の方法を

とられるのか、具体的な内容がありましたら、
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教えてください。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。この

放課後児童クラブにつきましては、本当実施を

していただいている事業者の皆様方には大変お

世話になっているというふうに思っとります。 

 その中で、今回改善・改革の内容に書いてお

りますのは、まず、第１点目としましては、未

設置校区がまだ、いまだにあるというところで

ございます。この未設置校区といいますのは、

どうしましても、児童数が少ないところが、現

在未設置になっていると。といいますのは、補

助事業の対象が、年間を通して平均１０人以上

いなきゃいかぬと、１日。それを満たすのが、

なかなか難しいというところがあるかと思いま

す。 

 ですので、そちらのほうの未設置校区につい

ては、どういった方法で、そしたら、やってい

けるのかというのの検討を、まずひとつやって

いかなければいけないというふうに考えており

ます。 

 その中で、その隣の小規模児童クラブ、現在

子供さんのほうが減りつつなってまいりまし

た。そうなりますと、１つの児童クラブが、現

在は１０人以上いるんだけども、１０人を割っ

てくるというような状況が、１つ、２つ、出て

き始めております。そういったクラブは、そう

したらやめなければいけないのかというふうな

議論になりますので、そういった小規模児童ク

ラブへの対応はどういった方法でできるのかと

いうのも検討していかなければならないと考え

ております。 

 もう一つは、熊本県が実施しております、こ

の補助制度の基準というのが、放課後児童クラ

ブが取ります利用料と、本来交付すべき基準額

という別の算定方法での基準額があるんです

が、そちらの少ないほうを交付するというふう

になっております。基本的に保護者から取りま

す利用料のほうが、その基準額よりも、一般的

には低い状況でございますので、そういった利

用料を基準とした交付基準の見直しについては

考え直すようにということで、県のほうにも既

に要望しておりますが、引き続き、そちらにつ

きましては要望していきたいということで、こ

ちらのほうに書かせていただいたところでござ

います。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） いいですか、堀委

員。 

○委員（堀 徹男君） はい。 

○委員（大倉裕一君） 関連でいいですか。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。松村課長にお願

いをしたいんですけども、改革改善内容の中

に、新しく子ども・子育て支援事業計画を策定

するというふうに掲載されてあるんですけれど

も、この計画の策定時期、計画、スケジュール

も含めてお答えをいただければというふうに思

います。 

○こども未来課長（松村 浩君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。評価

表に記載しております、子ども・子育て支援事

業計画でございますけども、こちらにつきまし

ては、平成２７年度からの実施を目指した計画

をつくるようにということで、国のほうから全

国の自治体に対して、一応求めている計画でご

ざいます。 

 本市におきましては、１０月の２日の日に、

第１回目の子ども・子育て会議、これは子ども

・子育て会議設置条例というのを６月に出しま

して、認定をいただいたところでございまし
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て、委員さん１５名から成る委員会でございま

して、保護者の中には、保育園に通わせている

保護者、幼稚園に通わせている保護者、また、

家庭保育をしている保護者の３名を含めました

ところの１５名の委員さんで構成しているわけ

ですが、１０月に第１回目を開催しまして、１

１月に第２回目──来週ですけれども、第２回

目を開催する予定にしておりますが、基本的に

はアンケート調査を行って、ニーズ把握をしな

さいというふうになっておりますので、まず、

そのニーズ把握につきましては、本年内に実施

できますように、来月の会議のほうでは、その

調査票の検討をしていただくようにしておりま

す。 

 その調査票の回収をしました後に、八代市内

のサービスに関するニーズの実態を把握するの

を年度内というふうに考えております。そのニ

ーズに対応した現在の事業内容が、果たして現

在八代にあるかどうかというのの検証等を行っ

た上で、新しい、そうしたら、２７年度からの

サービスをどうするのかというのを、来年の９

月までに大まかな基本計画案を策定するという

ふうになっておりますので、そこまで来ます

と、ある程度２７年度からの八代市の子育て支

援事業の計画が見えてくるのではないかという

ふうに思っています。最終的には２６年度の、

だから、２７年の２月ですかね、２月までには

最終案を策定して、２７年度からの実施に備え

るという形になる予定でございます。 

 以上、お答えとします。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。ありがとうござ

います。 

 その関連もあるのかなと思いますが、質問を

変えてですね、１０８ページに私立保育所保育

委託事業というのも、中で、平成２７年度から

予定されている保育事業の制度改正に向けての

方向性、また、保育料という部分もあるんです

けども、これも、この子育て支援事業計画の中

で検討されていくということで理解をさせてい

ただいていいですか。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。委員

お考えのとおりに、この中で検討してまいりま

すが、今回大きな改正としましては、幼保一体

化という話が、以前出ておりましたが、そちら

については、現在はそんなに進んでいないとい

うことで、平成２７年度からの未就学の子供さ

んたちはどうなるかといいますと、現行の保育

園に通う、現行の幼稚園に通う、もしくは、先

ほど言いました認定こども園という幼保一体化

の新たな施設、熊本県内がたまたま進んでない

だけで、他県におきましては、もう認定こども

園のほうが、ある程度進んできているような状

況にございますので、本市におきましても、そ

ういった認定こども園の方向性に幼稚園、特に

幼稚園ですけども、定員割れを起こしている幼

稚園が、現在多うございます。私立も大変なと

ころがあるようでございまして、そちらにつき

ましては、そういった認定こども園、幼稚園と

保育所機能の両方をあわせた施設ということで

の転換が始まっているんじゃなかろうかと思っ

ております。 

 ですので、今回つくります、この子ども・子

育て支援事業計画におきましては、平成２７年

度から５年間における、八代市における、そう

いった保育所の数だとか、幼稚園の数だとか、

あとは認定こども園の数とかを、ある程度想定

し、施設整備までを踏まえたところでの計画を

策定するというふうになっておりますので、今

回そういった子供さんの動向等も加味した中で

やっていかなければいけないなというところで

ございます。 
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 また、保育に関しましても、現在は１日保育

となっておりますが、今回は仕事の内容、時間

によりまして、半日と１日とかいう決定項目が

ふえてくるということも考えられておりますの

で、そちらも踏まえた上で、今後の私立保育所

のあり方等も考えていかなければいけないとい

うことで、こちらのほうに記載させていただい

ております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい、ありがとうござ

います。 

 質問を変えてお尋ねをいたしますが、公立保

育所の保育料についてのお考えをお尋ねをした

いと思います。消費税の関係でのお尋ねもした

んですが、その後に、熊本市のほうが、今の４

段階ですかね、補助といいますか、４段階に分

けてるものが、非常に枠が広過ぎて、所得の格

差が出ているところで、見直しをかけるという

ことで新聞報道もあっておりますが、本市で

は、この保育料について、これから見直してい

かれるお考えがどうなのかというところをお聞

かせいただきたいと思います。 

○こども未来課長（松村 浩君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。保育

料につきましては、公立と私立、同じというこ

とでございますので、公立を変えれば、当然私

立のも変えなければいけないという形になりま

す。 

 まず、熊本市営の場合は、現在８段階に分か

れていたのを１６段階に、たしかふやすという

ことで、新聞記事に載っていたかと思います。

これは政令指定都市のほかのところが１６段階

に細分化されているので、熊本市の場合が、ど

ちらかというと、負担が大きいところがあった

んだというふうに思われますので、そちらのほ

うに合わせるということで、変えられたという

ふうな記事だったかと思います。 

 それで、八代市はどうかといいますと、国の

ほうの現在の基準は、たしか８に分かれている

というところでございまして、ただ、本市の場

合は８ですと、どうしましても所得が大きい部

分が、負担が高くなる傾向がありますので、そ

ちらのほうを細分化するということで、八代市

の場合は１３段階に、一応既に分けて実施をし

ております。この１３段階といいますのは、県

でいきますと、大体平均的な数かなと。少ない

ところもあります。それより多いところもあり

ますけども、県内の１４都市で比べると、若干

多いところかなというふうに思っております。 

 ただ、こちらの保育料につきましては、今後

の２７年度の制度の中でどうなっていくかとい

うのを、国のほうがまだ示しておりません。今

度の場合は幼稚園も含めたところでの料金改定

を、国のほうは考えておりますので、そちらの

動向を見た上で、変えるとすれば、２７年度か

らの変更を、現在は考えているところでござい

ます。 

 以上です。 

○委員（大倉裕一君） はい、ありがとうござ

います。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（福嶋安徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） シルバー人材センター

の件について伺います。 

 ７６ページになります。その中で、これは泉

町の落人伝説の平家の味噌とｍｙ味噌、味噌樽

オーナーというんですかね、これは。この事業

について少し伺います。 

 それと、限界集落のげんき里村開拓事業、こ

の事業についても、どのような事業がなされて

いるのか伺いたいと思います。 
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 それとあわせて、鏡地域と泉地域の地域福祉

センターの管理委託料、これについての委託料

の違いというのは、どこが違うのか、二通り、

２点について伺います。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 岩本健康福祉政策課

課長。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） 健康福祉政策

課の岩本でございます。 

 まず、７６ページの落人伝承の庄屋どん、ｍ

ｙ味噌樽オーナーの事業ですけれども、これ

は、五家荘の旧七小の校舎のところを利用いた

しまして、みそを仕込んで、これは実際そこで

販売するのではなくて、申し込みを受け付け

て、みそを寝かせて予約販売するというような

制度でございます。みその量も小分けしたとこ

ろで分配されるような予定をしておられるとい

うところでございます。 

 それと、次の限界集落げんき里村なんですけ

れども、これは坂本の鶴喰地区に２２アールの

休耕田といいますか、そこに作付をされるわけ

なんですけれども、実際ですね、２４年の１０

月１１日に、大根とかレタス、野菜を７種類植

えつけされたというところで、ことし、その収

穫がなされております。また、そのほかにも米

も植えつけられたようで、ことし、また新米も

販売されておられます。 

 続きまして、管理委託の違い、ちょっとお待

ちください。済みません、その分については、

ちょっと、それの箇所でというところでやって

おりますもんですから、明確に何が違うかとい

うのは、少々時間を、ちょっといただけますで

しょうか。（委員福嶋安徳君「はい」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） 小会します。 

（午前１１時３２分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午前１１時３４分 本会） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 岩本健康福祉政策課

課長。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。地域福

祉センターのそれぞれの運営の中身でございま

すけれども、鏡の、その指定管理の委託料、鏡

が９０万、泉が５７０万ということで、かなり

差がございます。この分につきましては、泉に

は、生活支援ハウスがございまして、その分の

人件費、約１０名ほどの方がおられるというと

ころで、その方々の費用がこれに入っていると

いうことで、差が生じているということでござ

います。 

 以上です。 

○委員（福嶋安徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） ちなみに、鏡は、これ

は何名で、おられるんですか。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 岩本健康福祉政策課

課長。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。今申し

上げました生活支援ハウスというのは、泉だけ

にございまして、鏡にはございません。ゼロ。

（委員福嶋安徳君「管理委託はどこがしとっと

ですか」と呼ぶ） 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 岩本健康福祉政策課

課長。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） このセンター
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の指定管理分は、全て社会福祉協議会でござい

ます。 

○委員（福嶋安徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） はい、委託料のほうは

わかりました。 

 シルバー人材センターの２件についてなんで

すけれども、これは味噌樽オーナー、これ、つ

くるための、これは助成金なんですか。 

 それと、限界集落の野菜、また、野菜をつく

るだけの助成金、どういう方向ですか。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 岩本健康福祉政策課

課長。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） これはです

ね、新規事業で、着手から計画立案して、そし

て、それを販売に持っていくための、要するに

起業を目指すところでの事業でございますの

で、つくるだけというのではなくて、その前の

打ち合わせの段階から、そして、その後の研修

費、そして、実際事業に着手するところのもろ

もろの予算というようなところでの仕組みで積

み上がっております。 

○委員（福嶋安徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） はい。そういった方向

性はわかるんですけども、野菜を栽培される、

また、販売をされる、販売利益というのは、当

然上がるわけですよね。それに、シルバー人材

というのは、もう自立できる体制のもとでやら

れると思うんですけれども、この３００万につ

いては、販売体制とか、栽培体制と販売体制、

その両方のやつで３００万助成ですか。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 岩本健康福祉政策課

課長。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。これは

初年度だけが３００万円でございまして、いろ

んな取っかかりのために、ちょっとプラスされ

ております。 

 次年度からは１００万円削減されまして、２

００万円の事業ということで、一番最初の分で

ございますので３００万、それは、やっぱり取

っかかりとか、ですから、この事業につきまし

ては、初年度から販売まではいってないような

状況でもございます。最初は準備段階というと

ころの事業です。 

○委員（福嶋安徳君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） はい。ちょっと、あん

まり納得いかぬとですけれども、そういった、

何といいましても、施設整備、両方とも施設整

備があっとですかね。この野菜つくるところは

何ヘクタール、何十アールかだったですかね。

（｢２２アール」と呼ぶ者あり）２２アールで

すか。そういったところを、ちょっと、詳細に

わかれば教えてほしかです。 

○委員長（友枝和明君） 岩本健康福祉政策課

課長。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） 事業の詳細に

つきましては、ちょっとまた、資料を整理させ

ていただけますでしょうか。（委員福嶋安徳君

「はい、いいですよ」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） 資料提供、資料請

求。 

○委員（福嶋安徳君） はい、後で資料をいた

だければよかですか。 

○委員長（友枝和明君） 個人でよかですか。 

○委員（福嶋安徳君） 皆さんが必要であるな

らば、皆さんにも。 

○委員長（友枝和明君） ただいま福嶋委員か
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ら資料要求がありました。 

 お諮りをいたします。 

 本委員会として要求することに御異議ありま

せんか。 

（｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 御異議なしと認め、

そのように決しました。 

 それでは、資料は早急にお願いいたします。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） 済みません、関連質問

で、福嶋委員の関連質問で申しわけなかっです

が、今、８６ページの鏡地域センターの指定管

理料、９０万ですかね、大体月に割ると８万円

ぐらい、実際どういうことをなさるのか、中身

は。 

○委員長（友枝和明君） 健康福祉課介護福祉

係、中田利一郎君。 

○鏡支所健康福祉課長（中田利一郎君） 鏡支

所健康福祉課長の中田です。よろしくお願いし

ます。 

 指定管理の委託料というところで、鏡支所の

ほうは、鏡の地域福祉センターのほうが９０万

円ほどなっておりますが、これは、社協のほう

に、坂本、千丁、鏡、東陽、泉の各施設のほう

を一括して指定管理をお願いしております。 

 その経費につきましては、介護事業、デイサ

ービスを実施しているところ、そういったとこ

ろは、その収益で賄っていただくというような

ところでございます。 

 この管理委託料が９０万と、月８万円ぐらい

ですけど、そのほかのデイサービス事業とか、

あと、鏡のほうは１日当たり１００円の使用料

を徴収しております。そういった経費で、施設

の管理運営を行っていただくというようなとこ

ろで９０万、月８万円ほどでございます。 

 以上でございます。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） じゃあ、そこの８７ペ

ージを見ますと、利用者が結構多いわけです

な。坂本あたり、――済みません、泉あたりと

比べると、かなりの利用者がおいでになるか

ら、こっで足りっとかなという気がせぬでもな

かっですけど、ただ、自己評価を見ますと、例

えば、事業の実施妥当性でいくと、少し薄れて

いるとか、役割がですね。その下見ても、成果

を向上させるために、事業内容を見直す余地が

ある、これも検討の余地があるとか、結構Ｂが

多いじゃないですか。そして、最後の改善内容

かれこれ見ると、建物が古いし、どうのこうの

というのが書いてあるんですが、何かこう、こ

こで言っておいでることがちぐはぐのような気

がして、こんだけの利用をされるんなら、ちゃ

んとした根拠で、指定管理料も出さないかぬで

しょうし、何かそのあたりが、何のためにこん

な評価をしなったかなというような気がせぬで

もないんですね。だから、今おっしゃったみた

いに、月８万円で、民間ならなんすっとかな

て、人件費１人分もないがなというような気が

するんですが、ほかの地域も含めて出しておる

から、その割合でいくと、鏡が９０万なんです

よという説明をされたような気がするんです

が、そのあたりも、ちょっと納得がですね、な

かなかできぬ、私自身としてはできぬのです

ね。強くは突っ込みませんけれども、個別に担

当課の方に、また後でお尋ねをしたいと思いま

す。 

○委員長（友枝和明君） はい。ほかに。 

○委員（百田 隆君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 百田委員。 

○委員（百田 隆君） はい。簡単な質問で、

２点ですけれども、まず第１点目が、スプリン

クラーの設置ですが、このスプリンクラーは、

最近次々に設置されていると思います。既に設

置されたところのですね、――に対して、消防
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署とともに、その機能を果たしているかどうか

という検証をされているのかどうか。 

 ２点目は、緊急医療情報カード整備事業、こ

れは冒頭部長からも言われましたが、７５歳以

上と限らないというような方向性を持っていき

たいというようなことでありますけれども、持

病を持った人とか、そういうのはかなりいらっ

しゃいます。そういう人たちが突然倒れたりと

か、そういうこともあろうかと思います。そう

いうのが非常に役に立つんじゃないかと思いま

す。そういう人たちに対する、この制度を、今

後活用するあれがあるのかどうかということ、

この２点です。 

○長寿支援課長（小林眞二君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） 小林長寿支援課課

長。 

○長寿支援課長（小林眞二君） はい。まず１

点目のスプリンクラーの設置後のですね、確認

の件ですけれども、設置についてはですね、私

どものほうから補助は出しますけれども、その

後、設置された後の検証については、これは消

防署のほうの管轄でございますので、私どもの

ほうは、直接はタッチはいたしておりません。 

○委員（百田 隆君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 百田委員。 

○委員（百田 隆君） 消防署が検査をすると

いうことですが、その結果については、おたく

のほうにも通知はあっておりますか。 

○長寿支援課長（小林眞二君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 小林長寿支援課課

長。 

○長寿支援課長（小林眞二君） はい。検査後

の報告については、いただいております。（委

員百田隆君「あっ、そうですか。わかりまし

た。次、お願いします、２点目」と呼ぶ） 

○委員長（友枝和明君） ２点目……（｢カー

ド」と呼ぶ者あり）カード。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 岩本健康福祉政策課

課長。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。この事

業につきましては、昨年度から実施をいたして

おるところでございまして、実際、このカード

を配り始めた後での、民生委員さんからの御要

望といいますのも、やっぱり、そういう限定し

たところじゃなくて、もっと援護者というのは

たくさんいるんだから、幅を持たせて対応はで

きないものかというような御相談は受けており

ます。 

 実際、ことしもですね、調査をいたしまし

て、そういう方々の要望がございましたもんで

すから、７５歳の独居老人というところに限定

するのではなくて、もうちょっと柔軟に対応し

ようということで、民生委員さん方々からの要

望があった分につきましては、若干その分は配

付を、実際行っております。 

 それで、実際災害時の要援護者という方々は

８００人ぐらいの登録がございますけれども、

今後ですね、そういう要望が、またあれば、随

時拡大していくというようなことで、私たちも

進めていきたいというふうには思っておりま

す。 

○委員（百田 隆君） わかりました。よろし

くお願いしておきます。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。２点ほどありま

す。 

 １００ページの民間児童館活動事業費の補助

金の事業ですが、これが年度末で終了したとい

う、事業がですね、平成２４年度は６７６万４

０００円、これが一般財源のほうから出ており

ます。今後の方向性という形で、利用料の徴

収、施設の負担割合の協議、これなどを検討し
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ていくという話ですけども、この事業終了とい

うのはいきなり終了になったんでしょうか。そ

れとも、年間の計画で、国からの事業がありま

すよという形で出ていたのでしょうか、その

点。 

○こども未来課長（松村 浩君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。この

民間児童館の助成事業につきまして、国の補助

制度が終了したということでございまして、こ

ちらについては、急に終了ということでござい

まして、その財源はといいますと、地方交付税

ということで、一般財源化されたということで

しか来ていなかった状況でございます。 

 そういった状況から、平成２４年度から、実

際廃止されたんですけども、私どもも、ひかり

児童館にこれまで助成をしていたという観点か

ら、一度にそちらをやめるということまでは、

事業の内容からして考えてはいなかったもので

すから、２４年度につきましては満額を助成す

ることにしましたが、平成２５年度につきまし

ては、今の補助金額の３分の２に減額したとこ

ろでの事業内容の見直しのほうをお願いをした

ところでございまして、その後の事業内容につ

きましては、今後また、先ほどの新計画の中で

も検討させていただければというふうに考えて

おりますので、急々に今時点でやめるという方

向性ではないというところでございます。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。私としては、や

めてほしいとかいう、そういう話ではなくてで

すね、事業があったとき、国から、県から補助

事業という形であったときに、計画が、平成２

３年度までだということがわかっていればです

ね、多分、その後の方向性というものを考えら

れたと思うんですよね。これだけの多額の額を

入れるわけですから、ですから、そうしたら、

国・県がいかがなものかなというふうには思え

ます。それでもですね、これだけの補助事業を

するんであれば、先々、もしかしたら、急に国

と県のやり方ですから、いきなり切れるかもし

れないという、その想定ですよね。その点も、

やっぱり考えながら、先に計画は立てておく必

要はあるかなと。いろんな、いろんな事業もそ

うですが、いろんな事業もそうです。だから、

そういった方向で、やっぱり計画は立てていか

なければいけないかなあというふうには考えま

すね、はい。 

 もう一つよろしいですか。スプリンクラー、

先ほどからいろいろ話、出ておりますが、これ

は老人施設の設置においての補助額であるんで

すが、保育所に対しての補助というものは、国

・県からはあるんでしょうか。また、もし、な

いのであれば、今どういう状況になっているん

でしょうか。 

○こども未来課長（松村 浩君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。保育

施設に対しますスプリンクラー設置の状況でご

ざいますが、現在私どものほうで、そちらまで

は把握をしておりません。 

 ただ、公立保育所につきましては、設置はい

たしておりません。といいますのは、公立保育

園の場合、というか、保育園の場合、御存じ

の、ほとんどが平屋、たまに２階建てがあるわ

けですけども、公立保育園は基本的に全部平屋

でございまして、窓が全面にあって、火を使う

ところ、基本的には賄い、給食室で火を使う。

冬場だと、部屋のほうでも当然ストーブは使い

ますので、火災が起きる可能性は、確かにある

かもしれませんが、園児に対しましての職員数

が、園児がいる間は確保、十分されております

ので、火災が起きたときとかには避難は十分可
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能だというところで、スプリンクラーの必要性

というのは、基本的にはないのかなと。 

 ただ、夜間預かるようなところにつきまして

は、基本的には、やっぱし職員数も減ってくる

というようなところから、スプリンクラーの設

置というのは、どうしても必要なんだろうとい

うふうに思っています。 

 国の基準としても、現在保育園については、

そういった基準のほうはございません。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。老人施設にです

ね、スプリンクラーがあるのにですね、同じよ

うな、火を使う場所というのは、同じようなと

ころに、施設ですから、あると思うんですよ

ね。なのに、老人施設には、そういう設置義

務、義務化してないところというところありま

すが、義務化しようとしている状況の中でです

ね、保育所あたりがないというのが、ちょっと

不十分かなという気は、個人的にいたします。

できればですね、子供を守るという観点からに

おいても、火を使う場所にあるのであれば、そ

れは、もちろん結構ですが、その他において

も、逃げるのがおくれているとか、小さい園

児、例えば３歳未満とか、そういうところの部

屋とか、今、設置する必要が、本市としては考

えていただきたいなあというふうに思います

が、いかがでしょうか。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） 済みません、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 堀健康福祉部次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。議員のお尋ねの回答ではないんで

すけど、先ほど説明の中でしましたように、消

防法に改正によって、２７５平方メートル以上

の社会福祉施設に関しては、設置義務が出ると

いうことでございまして、それ以下に対して、

今、設置してほしいんですよという御要望かと

思うんですが、老人のほうが、なぜ、それがで

きたかちゅうのは、先ほど申しましたように、

事故が起きたもんですから、そして、動きが、

なかなかできない高齢者の方々の施設というこ

とで、２７５平方メートル以下に対しても、熊

本県は助成制度をつくりましたよということ

で、御案内を、私どもはしたわけでございま

す。 

 今、おっしゃられました、それでは２７５平

方メーター以下の保育所に対してはどうするの

だというに対して、今回答としてはございませ

んが、そういう施設のところもありますし、た

だ、お子さんを、保育される子供たちを、介助

する先生方が、その人数に対応して設置してい

るちゅうことで、一応逃げることはできるだろ

うということで対応されているかと思います。 

 補助制度については、確かに御指摘のとおり

ないという状況では、そうでございます。 

○こども未来課長（松村 浩君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 松村こども未来課課

長。 

○こども未来課長（松村 浩君） はい。議員

御指摘のとおりに、子供の安全を守るという意

味では、必要なことかもしれませんので、ちょ

っと私ども、先ほど申しましたように、情報を

つかんでおりませんので、県内のほかの状況等

も調べた上でですね、今後検討させていただけ

ればというふうに思います。 

○委員長（友枝和明君） はい、前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。事故が起きてか

らの設置というのは、結構そういう後手後手と

いうのが、設置条件みたいな形になっていきま

すね。信号機も、なぜか、そこかというのは、

事故があってからとか。だから、常に想定外と

いうような言葉が、昨年、一昨年あたりからは

やっておりますけど、想定外をどう考えていく

かというのが、やっぱり、行政においては第一

義的なとこじゃないかなというふうに、私とし

ては思います。火が出るところがどこかという
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のは、これは想定ですもんね。火が出ないとこ

ろで、どう火事が起きるか、これが想定外、だ

から、そういうところで、じゃあ、誰を守るの

かと、老人はもちろん施設だと、老人施設は、

とにかく、先ほどおっしゃったように、事故が

起きたから守らなければいけないという状況に

陥った。で、子供はこれから未来の子供たち、

そういった意味では、大変大事に育てなければ

いけない部分でありますよね。だから、そうい

う想定外のところで火を出してはいけない、安

全なところであるということを、親が預けても

安心だと思うところを、これは保育所だけでは

なく、学校も、今後また話していかなければな

らないところだと思いますが、その点もよく考

えていただきたいなと、はい、ぜひよろしくお

願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（村川清則君） はい、いいですか。 

○委員長（友枝和明君） 村川委員。 

○委員（村川清則君） はい。温水ヒーターだ

とか…… 

○委員長（友枝和明君） 何ページですか。 

○委員（村川清則君） ８６ページの温水ヒー

ターだとか、８８ページの空調機だとか、循環

ろ過機だとか、随分高い買い物もあるんです

が、これ、入札なんでしょうか。その辺のとこ

ろをお願いします。 

○委員長（友枝和明君） 岩本健康福祉政策課

課長。 

○健康福祉部次長兼健康福祉政策課長（福祉事

務所次長兼務）（岩本博文君） はい。全て市

の、大体入札でやっております。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。村川委

員。 

○委員（村川清則君） あと一つお願いしま

す。 

 私、不勉強なもので、一人金婚表彰という言

葉自体を、最近知ったんですけれども、お年寄

りを敵に回したくはないんですけれども、金婚

式という、今まで考えていた金婚式の意味から

すると、何か違和感を感じるんです。始まった

経緯はどうだったのか。市民からの要望だった

のかということをお尋ねしたいのと、将来の見

込み、２６年度から、昨年度が１４８名なの

に、来年度から５０名に激減しておりますけれ

ども、この辺のところ、ちょっとお願いしま

す。 

○長寿支援課長（小林眞二君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 小林長寿支援課課

長。 

○長寿支援課長（小林眞二君） 一人金婚式に

つきましては、２３年度からですね、事業を始

めておりますけれども、その前にですね、お一

人で、配偶者の方が不幸にしてですね、お亡く

なりになっても、５０年という長い間ですね、

お一人で残って頑張ってこられた方にも、この

慰労の意を表するべきではないかという御要望

がですね、ありましたものですから、それに応

える形で、２３年度からスタートしたというこ

とになります。 

 この該当者数なんですけれども、２３年度、

第１回目が３１名でございました。平成２４年

度が１４８名ということで、これは周知──こ

の事業をですね、御存じなかった方が、平成２

４年度に一度にお申し込みされたのではないか

と思っております。 

 結婚されてですね、５０年以上という条件に

しておりますので、そういったことで、２年目

にですね、受けられなかった方が集中したとい

うふうに思っております。 

 ２５年度、ことしもですね、１１月に予定を

しておりますけれども、今のところで４０人程

度のお申し込みがあっているところでございま

すので、今後もですね、四、五十の数でです

ね、推移するんじゃないかというふうに思って
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おります。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（村川清則君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 今のに関連してなん

ですが、非常に金婚式っていう、そのものので

すね、趣旨からすると、非常に、やっぱり、一

人金婚式っていうのはですね、ほかの自治体で

も取り組みがあるというふうな説明は、以前あ

ったとは思うんですが、非常に違和感がある

と、私も同じように、少し趣旨としては違うん

じゃないかなというような思いがしてます。 

 私の周りでも、いろいろお話を聞くんです

が、確かに、先ほど申し込みがあるんですよと

いうふうなお話を聞く一方で、非常に、これに

対して違和感を持つし、違うんじゃないかとい

う意見があることもですね、お伝えをしておき

たいというふうに思います。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で第３款・民生

費について質疑を終わります。 

 小会します。 

（午後０時０２分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後０時０２分 本会） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 午前中の審議はここまでといたします。 

 休憩いたします。午後は１時から再開をいた

します。 

（午後０時０２分 休憩） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後１時００分 開議） 

○委員長（友枝和明君） それでは、休憩前に

引き続き、決算審査特別委員会を再開いたしま

す。 

 次に、第４款・衛生費について説明をお願い

しますが、衛生費は第１項・保健衛生費、第２

目・予防費までが健康福祉部関係、第３目・斎

場管理費以降が環境部関係となっておりますの

で、まず、予防費までを一区切りとし、そこま

での説明を受けた後、質疑を行いたいと思いま

す。 

 それでは、第４款・衛生費中、健康福祉部関

係分について説明を求めます。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 堀健康福祉部次長。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） はい。また、午後からよろしくお願いい

たします。座らせていただき、説明を続けさせ

ていただきます。 

○委員長（友枝和明君） はい、どうぞ。 

○健康福祉部次長兼福祉事務所次長（堀 泰彦

君） 先ほどの主要施策の調書でお願いいたし

ますが、まず、衛生費につきまして、総括の６

ページをお願いしてよろしゅうございますでし

ょうか。歳出決算の状況でございます。 

 目的別の第４款・衛生費では、予算現額が、

計の欄の４７億１１３５万９０００円というこ

とで、支出済額は４３億８８６９万９０００円

でございます。 

 先ほど委員長、御指摘いただきましたよう

に、健康福祉部関係は、目の１・保健衛生総務

費と目の２・予防費関係を扱っておりますの

で、御了解いただければと思います。 

 それでは、直接１１６ページから入らせてい

ただきます。１１６ページの不妊治療助成事業

でございますが、これは、平成２４年度から開

始しました事業でございますが、目的欄では、

特定不妊治療を受ける夫婦に対し、不妊治療費
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助成金を給付することにより、経済的負担の軽

減を図り、安心して子供を産み育てる環境づく

りを推進するものでございます。 

 内容は、特定不妊治療にかかる自己負担額か

ら、熊本県特定不妊治療費助成金額分などを差

し引きました額の２分の１、上限は５万円まで

といたしておりますが、助成額といたしており

ます。１年度当たり２回、初年度のみ３回まで

可能でございますが、通算５年間で１０回まで

申請することができるといたしております。 

 ２４年度の決算額は１５４万８０００円でし

て、申請者３１人に対して、件数は、延べ４５

件でございました。 

 次のページの下になります、方向性につきま

しては、受益者が特定の人に限られますが、懐

妊を望む夫婦のために、また、少しでも少子化

対策になればと考え、事業を継続するといたし

ております。 

 １１８ページに移ります。妊産婦健康支援事

業は、目的が、安心して子供を産み育てること

ができるよう、妊娠中の健康管理や親となるた

めの知識や技術を習得するための支援を行うも

のでございます。 

 事業の内容ですが、妊娠届け出をした妊婦を

対象に、母子健康手帳及び妊婦健康診査受診票

を交付し、妊娠期の健康管理や出産・育児に必

要な知識や技術などの保健指導を行うととも

に、妊娠前の命のたっとさを理解するための思

春期健康教育を学校と連携しながら行っており

ます。 

 決算額は８８２１万６０００円でございまし

た。母子手帳は１０２８人に交付し、妊婦健康

診査は延べ１万２２９４件受けております。両

親学級は１２回１３６組を支援いたしておりま

す。 

 今後の方向性は、１４回助成を継続しなが

ら、さらに内容の改善に努めていくとしており

ます。 

 １２０ページの乳幼児医療費助成事業では、

前年度比１９４７万７０００円増となります２

億７１万４０００円を支出いたしました。この

事業は、ゼロ歳児から小学校就学前の６歳児ま

での乳幼児を抱える保護者の医療費負担軽減を

図るものでございます。延べ１０万８５９７件

分の助成を行っております。 

 制度の変遷を申しますと、平成２１年４月

に、４歳以上の自己負担金の無料化を開始いた

しておりましたが、平成２４年１０月から、県

内医療機関の外来診療分などにつきましては、

償還払いから窓口無料、いわゆる現物給付制に

移行いたしております。 

 なお、決算からは外れますが、本年２５年１

０月診療分からは、さらなる子育て世代の負担

軽減と子供たちの健全な育成を図るため、助成

対象を小学校３年生まで拡大するということ

で、サービスの拡充を行っております。 

 国県支出金４９３２万９０００円は、県補助

金、乳幼児医療費助成事業補助金２分の１でご

ざいます。 

 次ページ下段、今後の方向性は、市民などか

ら対象年齢の拡大を求める声も多く、他自治体

の状況も考慮し、今後検討して、行ってまいり

たいと考えております。 

 １２２ページになります。千丁地域福祉保健

センター管理運営事業は、前年度比８５３万３

０００円の増となる６９５１万４０００円を支

出いたしました。 

 これは、パトリア千丁外壁改修工事を開始

し、南面の東側、ホール側のほうになるわけで

すが、それと、東面の低層部分を優先して工事

を行っております。 

 当センターは、市民の福祉活動の推進や健康

保持増進、介護保険法によるデイサービス等の

事業を行っており、市民にとって必要不可欠な

事業でございますので、今後も継続していく必

要があると考えております。 
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 １２４ページの健康増進事業になります。大

変申しわけございません。この資料の１２５ペ

ージに修正個所がございますので、御訂正をお

願いします。 

 １２５ページをごらんいただけますでしょう

か。真ん中に事務事業の自己評価というところ

に、中段の活動内容の有効性の現状分析等とい

うところ、右のほうになるわけでございます

が、ここをちょっと読ませていただきますと、

生活習慣病による死亡者の割合が、平成２２年

５３.５と、２３年５８.６と書いてあるところ

の部分でございますが、まず、平成２２年５

３.５を、平成２２年じゃなくて、２３年度の

５８.６と御訂正をお願いいたします。２２年

５３.５が、２３年度の５８.６でございます。 

 そして、その次の２３年が、平成２４年度で

ございました。申しわけございません。そし

て、５８.６はそのままでございます。 

 そして、その次の行になりますが、増加して

おりというところが、同じ数字ですので、横ば

いでございます。横ばいでということでござい

まして、直していただきましたところの文章を

読ませていただきますと、生活習慣病による死

亡者の割合が、ここからです、平成２３年度５

８.６、平成２４年度５８.６と横ばいで、余り

順調ではない、これが正しい分でございます。 

 もう一回、平成２３年度５８.６、平成２４

年度５８.６と横ばいで、余り順調ではないと

いうことで、大変申しわけございません。失礼

いたしました。 

 それでは、内容について説明を続けさせてい

ただきます。 

 前のページのほう、ごらんいただけますでし

ょうか。健康増進事業では１億１８４３万円を

支出いたしました。この事業は、平成２０年度

に老人保健法が廃止されたことにより、それま

で実施しておりました、基本健診や各種がん検

診の健康診査、健康教育、健康相談や訪問指導

などが、健康増進法に基づく健康増進事業とし

て位置づけられまして、市民の健康の保持と適

切な医療の確保を図るために実施しているもの

でございます。なお、各検診中、無料クーポン

がございます検診におきましては、右の欄の項

目に別記しておりますので、お断り申し上げま

す。 

 一例としまして、乳がん検診が、左のところ

に３８５３人と書いております。右欄のほうに

も１５１８人と書いております。実際上の総受

診者数は、合わせまして５３７１人でございま

した。 

 同じく子宮がん検診につきましては、合わせ

まして５３３７人でございました。 

 同じく大腸がん検診も、総受診者数が、２つ

を合わせますと８６４５人ということでござい

ますので、これは誤りちゅうことじゃなくて、

別記しておりますという意味合いでございます

ので、御了承いただければと思います。 

 なお、特定財源は、国県支出金１３０８万５

０００円のうち、国のがん検診推進事業費補助

金は、補助率２分の１の１１７８万７０００

円、県の健康増進事業費補助金は、３分の２の

１２９万８０００円ございます。 

 いずれの検診におきましても、がん検診の目

標受診率５０％には及ばないため、さらに受診

率向上のための検討を行ってまいりたいと考え

ております。 

 今後の方向性につきましては、本市の健康状

況を見ると、現在実施している検診は継続して

実施すべきと考えておりますので、市民がわか

りやすく、受診しやすい体制の拡充を図ってま

いりたいと考えております。 

 １２６ページに移らせていただきます。各種

予防接種事業は、前年度比２００６万３０００

円増の３億３０７７万７０００円を支出いたし

ました。 

 特定財源の６０５５万４０００円は、県の子
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宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業特別交付

金でございます。この事業は、予防接種法に基

づき、感染のおそれのある疾病の発症や蔓延を

防ぐために実施いたしておるものでございま

す。ポリオワクチン、不活化ポリオワクチン、

麻疹・風疹混合ワクチン、三種混合ワクチン、

ＢＣＧワクチンの接種などを行ったものでござ

います。 

 特に、昨年度と比較いたしまして、件数が増

加しましたのは、まず、２４年度に導入いたし

ました不活化ポリオワクチンが３０９２人の増

加、そして、ヒブワクチンが、前年度比１７１

９人の増で４０１１人、小児用肺炎球菌ワクチ

ンが、前年度比１９４７人の増で４３９５人で

ございました。なお、昨年度は５５１７人の接

種がありました子宮頸がんワクチンは、３７６

４人減の１７５３人でございました。 

 今後としましては、予防接種は、市民の安全

性を第一に行うことが必須であるため、法の制

約のもとで事業を行い、今後、定期接種となる

ワクチンもふえることが予想されますことか

ら、さらに規模が拡充していくものといたして

おります。 

 以上が、衛生費の説明とさせていただきま

す。よろしく御審議のほどお願い申し上げま

す。 

○委員長（友枝和明君） ただいま説明のあり

ました第４款・衛生費中、健康福祉部関係分に

ついて質疑を行います。 

○委員（福嶋安徳君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） はい。今、１２６ペー

ジの各種予防接種の、この子宮頸がんのほうな

んですけれども、これについては、一時、何と

いいますか、あれが出とりましたですね。副作

用があるということで、相当遠慮された方々が

多いんじゃなかろうかと思うんですけれども、

あれについては、どんなですか。やはり、減少

にかかわった、そのあれが、そういった影響あ

っとですかね。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生はつらつ健康課

課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はつらつ

健康課の蒲生です。よろしくお願いいたしま

す。 

 ただいま御質問の子宮頸がんワクチンの予防

接種でございますけれども、昨年度から、今、

委員さん申し上げられたとおり、副作用です

ね、全身に疼痛を感じるのが、持続期間が長い

というような副作用が何例も、全国で報告され

まして、現在は、ことしの４月からでございま

すが、予防接種の見合わせということで、今、

国のほうで、これを継続するかどうかというの

を検討中でございます。 

 全く受けられないかということではなくっ

て、本人様、もしくは保護者の皆様が御希望な

さった場合は、かかりつけの先生と御相談の

上、受けることができます。 

 今のところ、見合わせの状況でございます。

よろしくお願いいたします。 

○委員（福嶋安徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） 今、説明がございまし

たように、継続して受けるというのは可能です

たいね。せっかく、もう一回打たぬば効果がな

いという人については、やはり、そういうの

が、せっかくの機会ですからね、何ともなかっ

たら、受けたほうがよかっじゃなかろうかなと

思うんですけれども。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生はつらつ健康課

課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） この見合

わせの状態、今続いておりますが、国のほうで

検討されまして、この期間、受けられる方が少

なくなっておりますものですから、こちらの、

あれですけれども、接種の期間を延長されると
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か、受けられなかった方への経過措置というの

は、何らかは措置がとられるんではないかなと

いうふうに考えてはおります。国のほうの通知

に従いまして、実施をさせていただければと思

っております。よろしくお願いします。 

○委員（福嶋安徳君） はい、わかりました。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（福嶋安徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい、済みません。１

２２ページの千丁地域福祉保健センターのこと

でお尋ねをいたします。 

 午前中にもあったんですが、この指定管理委

託というのは、多分社協あたりではないかなと

思うんですが、それと、下のビル管理空調衛生

設備保守点検委託、これはどのような形で委託

をなさっておるのか、まず、お聞きしたいと思

います。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は

い。 

○委員長（友枝和明君） 鶴田市民福祉課課

長。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は

い。千丁支所の鶴田です。よろしくお願いしま

す。 

 まず、パトリア千丁は、地域福祉保健センタ

ーと文化センターから成る複合施設でありまし

て、地域福祉保健センターにつきましては、当

初から社会福祉協議会に委託し、現在は指定管

理者として委託をしておりますけれども、指定

管理の業務につきましては、デイサービス等の

福祉活動や、健康増進として温泉施設もありま

すので、その一部窓口業務のほうを行っていた

だいております。 

 指定管理料７００万支払っておりますけれど

も、主に人件費と温泉施設の消耗品、シャンプ

ー等の予算でございます。 

 パトリア千丁、先ほども言いました、複合施

設ということで、建物全体が一体でありまし

て、電気、空調、給排水等の点検、清掃等につ

きましては、ビル管理の料金も出ておりますけ

れども、そういった経費につきましては、直接

市のほうが委託して、支払っておるということ

でございます。 

 しかし、用途区分ごとに、施設の費用負担と

いうことで、面積案分、あるいは定額というこ

とで、各部署から、文化センターは文化センタ

ーのほうから費用負担ということではいただい

ております。 

 以上でございます。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） あらましはわかるんで

すが、私が現地でちょっと確認をしたときに、

風呂の清掃のおばさんたちがおったっですが、

この人たちは、ここでいくとどこに入るんです

か。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は

い。 

○委員長（友枝和明君） 鶴田市民福祉課課

長。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は

い。温泉施設の浴槽の清掃につきましては、直

接うちのほうで、直営で委託して、清掃を行っ

ていただいております。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい。この１５８７万

には入ってないんですか。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は

い。 

○委員長（友枝和明君） 鶴田市民福祉課課

長。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は
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い、どうも失礼しました。 

 その費用につきましては、ビル管理の１５８

７万に入っております。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい。この１２３ペー

ジの今後の方向性というところを見ますと、こ

のままでは相当な維持管理費が必要になり、毎

年数千万円の赤字が発生することになる、改善

策としては、センターの維持管理費を抑えるよ

うな温泉施設に改修をする必要があると書いて

あるんですが、ここは、福祉施設ですから、ほ

かの温泉施設とは違うと思うんですけど、この

上の事業評価を見ても、ほとんど、ほとんどと

いうと御無礼ですが、Ｂが多くて、有効性にも

効率性にも、ちょっと疑問があるかなという気

がします。具体的には、まだ、そこまでは考え

ておいでぬのでしょうけど、どのような改修を

する必要があると思われますか。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は

い。 

○委員長（友枝和明君） 鶴田市民福祉課課

長。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は

い。まず、先ほども言いました、複合施設とい

うことで、一体化した指定管理が、今できない

状況裏にあります。そのあたりを整理して、一

体した指定管理というふうな形を持っていけれ

ばなあということで検討していきたいと思いま

すし、また、温泉施設につきましては、塩湯と

いうことで、非常に劣化が激しゅうございま

す。その中で、温泉施設のほうも、附帯施設も

多うございます。サウナがあったり、あるいは

泡風呂があったり、電気風呂、特に打たせ湯と

いうことで、蒸気が発生しまして、特に施設が

傷むということで、そのあたりも検討する必要

があるのかなと思っておりますし、ボイラーに

つきましても、もう１７年が経過しているとい

うことで、そのあたりの経費削減、そのあたり

も検討していく必要があるんではなかろうか

と。化石燃料からチップ、木質のボイラーとい

うことで、そのあたり、いろいろな検討する必

要があるのではないかと考えております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい。なかなか難しい

ことでしょうが、そういうことで、私はいいと

思います、はい。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。今の千丁地域の

福祉保健センターのことですけども、ここは保

健センターというわけですから、保健婦さんと

か、そういう保健師さんですかね、はいらっし

ゃるんでしょうか。 

 もし、いらっしゃれば、どんなふうな活動を

されているんでしょうか。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は

い。 

○委員長（友枝和明君） 鶴田市民福祉課課

長。 

○千丁支所市民福祉課長（鶴田英治君） は

い。設立当時は、千丁地域福祉保健センターと

いうことで、デイサービス、あるいは温泉施設

を持った福祉増進、あるいは健康増進などの拠

点ということで設立して、健康診断等も、そこ

の施設で、合併前まではやっておられたという

ことですけれども、合併後は、保健事業につき

ましては、鏡の保健センターに移管、再編され

たということで、今現在保健事業については行

っておりませんけれども、温泉施設のほうは、

健康増進という形での事業をやっております。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） じゃあ、保健事業はも

う、ここでは一切行ってないわけですね。で、
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保健センターという名前だけは残っているわけ

ですね。ちょっとわかりづらい名前ですね。わ

かりました。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。１２４ページ

の健康増進事業の中で、先ほど、一等最初に、

部長の総括の中でもあったんですが、５０歳以

上の男性を対象とした前立腺がん検診が、思い

のほか伸びなかったと。周知を図りたいとかと

いうふうなことだったかなと思うんですが、そ

れは、今回対象者というか、それがどれくらい

いらっしゃるのかということと、今回３５７人

なんですが、周知を図っていくことで受診率が

上がるのかという、ちょっとそのあたりをお話

ししていただいていいですか。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生はつらつ健康課

課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） 前立腺が

ん検診の受診率向上につきましてですが、昨年

度の受診者数が３５７名でございました。これ

は市報等を通じまして、希望者の方を募ったと

ころでございます。 

 今年度につきましても、希望をとりまして、

１９１名の方の申し込みがあっているところで

ございます。こういうふうに申し込みにつきま

しても、申し込み数の増が、まだあってない状

況でございます。 

 その原因については、ちょっと不明ではござ

いますけれども、検診期間、周知の期間をです

ね、長くしたりとか、もっと男性の方に絞った

ＰＲをするとか、期間を延ばすとか、そういっ

た工夫を、受診、検診の中でとらせていただき

ながら、受診率の向上に努めていければなとい

うふうにも考えております。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。そもそも、対

象者数というか、これぐらいの受診率という

か、受診者を必要だとかというふうなのがあり

ますか、目標数みたいなものが。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生はつらつ健康課

課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） 一応５０

０名を、予算計上させていただいております。

５００名ということで、はい、５００名は受け

ていただきたいなあとは思っております。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 今、がん検診推進事

業という意味では、自己負担の無料、自己負担

無料になる、検診の無料クーポン券を配付され

てますよね。特に女性、私もこれ受けたんです

が、やっぱり、子宮がん検診とか乳がん検診

の、それが上がったのは、これによるところも

非常に大きいというふうに思っているんですけ

れども、そういったことに取り組まれる予定っ

ていうのはないですか。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生はつらつ健康課

課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） はい。た

だいま委員さんが御紹介いただきましたがん検

診推進事業では、子宮頸がん検診と乳がん検診

と大腸がん検診を、５歳刻みの方に対しまし

て、無料クーポン券を配付いたしております。

確かに、これをとりましてから、受診率の向上

が見られているところではありますが、今のと

ころ前立腺がん検診についての無料クーポン券

ということは考えてはおりません。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 
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○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 今後という意味で

は、ぜひ、検討いただきたいなというふうに思

います。 

 はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 続けてなんですが、

実は、この事業は、そもそも日常的な生活習慣

病の発症予防あたりと早期発見、早期治療とい

ったところに主眼を置かれているんですけれど

も、どちらかというと、全体的な事業として

は、早期発見で検診を推進するというところか

らもですね、非常に早期発見とか、ひどくなら

ないうちに早期治療を図りましょうといったと

ころに、非常に力点が置かれているというふう

に、ずっと感じてました。 

 その前のですね、発症予防という日常的な、

日常的な栄養指導とか、栄養士会あたりとの連

携した地域においての、そういった事業あたり

を取り組まれているのかどうかといったところ

を、ちょっとお尋ねしたいんですが。 

○委員長（友枝和明君） 蒲生はつらつ健康課

課長。 

○はつらつ健康課長（蒲生尚子君） ただいま

予防ということで、地域での健康教育等はとい

うことでお話しいただきました。うちの在宅栄

養士さんを活用したり等で、地域の要望、また

は、で、出かけることがございます、出前講座

というような形でですね。集団を対象とした健

康教育を行っております。 

 それと同時に、個別のほうの指導もですね、

重要視、最近はされておりますので、両方、両

輪でやっていければというふうに考えておりま

す。 

 以上です。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。今お話があっ

た、在宅栄養士会あたりもですね、非常にこの

あたりに力を入れていきたいというふうな御意

見も、非常にあるようですので、ぜひですね、

そのあたりは連携しながら、早期発見、早期治

療の前のですね、非常に予防といったところ

を、これって、やっぱり長い時間がかかるとい

うふうに思います。そういったところのです

ね、事業を、力を入れていただきたいなという

ふうに思います。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で第４款・衛生

費中、健康福祉部関係分についての質疑を終わ

ります。（｢ありがとうございました」と呼ぶ

者あり） 

 小会します。 

（午後１時３０分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後１時３１分 本会） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 次に、第４款・衛生費中、環境部関係分につ

いて説明を求めます。 

○環境部長（宮川正則君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 宮川環境部長。 

○環境部長（宮川正則君） こんにちは。（｢

こんにちは」と呼ぶ者あり）どうも、午後審議

お疲れさまでございます。 

 それでは、２４年度の環境部関連の決算状況

につきまして総括をさせていただきます。座り

まして、説明させていただきます。 

○委員長（友枝和明君） はい、どうぞ。 

○環境部長（宮川正則君） ２４年度一般会計

決算書の款４・衛生費中、環境部関連の支出済

額は約２９億９００万円でございます。 

 この中から、建設部所管の小型合併処理浄化

槽設置費補助金及び浄化槽市町村整備特別会計
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の経費等約１億１４００万円と、職員経費等約

３億４４００万円を除きました２４億５１００

万円で申し上げますと、じんかい処理費とし尿

処理費の一般廃棄物処理関係経費が約９５％を

占めております。 

 そこで、総括につきましては、おおむね斎場

関連、それから、公害対策関連、ごみ処理関

連、環境センター建設関連、し尿処理関連の５

点に分けまして、述べさせていただきます。 

 まず、斎場関連につきましては、これまでも

斎場の各設備の経年劣化等に対応した維持補修

を行ってきました。平成２４年度は、火葬炉設

備の中央制御盤や動力制御盤などの基幹改良等

を実施するなど、適切な維持管理に努めたこと

で、昭和５５年に供用開始しました斎場が、年

１日の休業日であります正月元旦以外は滞るこ

となく確実に運転できたところです。 

 ２点目、公害対策関連につきましては、いわ

ゆる典型７公害と言われます事象の中で、市の

自治事務であります騒音、振動、悪臭対策のほ

か、事業所等と締結しております環境保全協定

等を運用し、良好な生活環境が保全されますよ

う公害規制や指導事務等を適切に実施しており

ます。 

 平成２４年度からは、当該年度から法定受託

事務となりました道路沿道における自動車騒音

常時監視事務を、新たに実施しております。 

 平成２４年３月の九州新幹線のダイヤ改正

後、本市の一部沿線で、熊本県の騒音調査結果

において、環境基準が達成されないことが確認

され、また、沿線住民の騒音・振動に対する不

安や不満の声を受け、鉄道・運輸機構に対し、

環境基準を達成するよう申し入れる一方、市と

しても新幹線騒音・振動に対処すべく、１２月

補正予算で測定機器を購入し、直ちに現地調査

に入ったところです。 

 そのほか、地球温暖化対策の一環として、市

民の個人住宅に対する太陽光発電設備設置導入

に対する補助も継続し、新エネルギー利用の促

進を図ってまいりました。 

 ３点目、ごみ処理関連につきましては、ごみ

非常事態宣言についての市民、事業者の理解を

深めるため、これまでの取り組みを継続する一

方、新たに市報や新聞折り込みを年４回実施し

ました。 

 また、清掃センターでごみ処理を行います校

区、町内の協力を得ながら、それまで燃やして

いた容器包装物以外のプラスチック製品類の分

別収集を、宮地東町を除き、旧八代市の全校区

まで拡大できました。 

 さらに、清掃センターでの資源の日、日曜日

版を月２回にふやすなど、ごみの分別排出を強

化するための取り組みを実施したこと等により

まして、資源物排出量が増加した一方で、燃え

るごみの量は減少するなど、一定の成果があら

われつつあります。 

 清掃センターの運営管理におきましては、平

成２３年度から２４年度の２カ年で排ガス処理

設備の基幹改修と焼却炉の一部改修に取り組ん

だ結果、１日当たりの焼却量が改修前の７５ト

ンから９０トン程度までに回復することができ

ました。 

 焼却能力が低下していたこと及び改修工事期

間に片方の焼却炉を停止したこと等により、燃

えるごみを外部に焼却委託した、――失礼しま

した。焼却委託した量は、年間６７９２トン、

金額で３億６００万円を要しましたが、この改

修により、平成２９年度の環境センター供用開

始までの間、燃えるごみの外部委託処理を大幅

に削減できたところです。 

 ４点目、環境センター建設関連につきまして

は、建設候補地の加賀島地区に新たに環境セン

ターを建設することで、現況の環境にどのよう

な影響を及ぼすかについて、平成２２年度から

熊本県条例に基づく環境影響評価を実施してお

ります。平成２４年度は現地調査及び調査結果
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に基づき、環境への影響予測を取りまとめた環

境影響評価準備書を作成し、平成２５年３月２

６日から市民向けの公告縦覧を開始しました。 

 また、環境センター施設整備及び運営等に係

るアドバイザリー業務を平成２４年６月に外部

委託するとともに、同年９月、有識者１２名で

構成する八代市環境センター施設整備及び運営

に係る事業者選定委員会を立ち上げ、同年１０

月、環境センター施設整備に係る実施方針を公

表しました。この事業者選定に必要な手続につ

きましては、公平公正な立場で審議を重ねてい

ただいております。 

 ５点目、し尿処理関連につきましては、トイ

レのくみ取りと浄化槽から発生する汚泥の処理

を実施しているもので、昭和４４年に増設し、

４４年目を迎えた１日当たり処理能力が５０キ

ロリットルの衛生処理センターと、平成１８年

に供用を開始した１日当たり処理量９６キロリ

ットルの浄化槽汚泥処理施設の２カ所で実施し

しております。両施設とも平成２４年度段階で

は、搬入されたものの処理は年度当初の処理計

画どおりできております。 

 しかし、衛生処理センターにつきましては、

老朽化が著しく、今後も処理能力を維持するた

めには、抜本的な改修が必要と認められますこ

とから、平成２４年度からし尿処理施設として

の機能を保ちつつ、改修するための作業計画を

策定したところです。 

 最後に、ただいま申し上げました環境部関連

の業務につきましては、部内の３課が相互に関

係し、市民の毎日の生活との大きなかかわりを

持っていることなどを部内で共有し、あわせて

市議会の御指導をいただきながら進めてまいり

ます。 

 以上、環境部所管の事務の総括とさせていた

だきます。 

 なお、決算の内容につきましては、釜次長が

御説明いたしますので、御審議方よろしくお願

いいたします。 

○環境部次長（釜 道治君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 釜環境部次長。 

○環境部次長（釜 道治君） 皆さんこんにち

は。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり）本日はお

世話になります。どうぞよろしくお願いをいた

します。座って説明をさせていただきます。 

○委員長（友枝和明君） どうぞ。 

○環境部次長（釜 道治君） それでは、早速

でございますが、款の４・衛生費中、環境部関

係の歳出決算について説明をさせていただきま

す。説明に当たりましては、引き続き、主要な

施策の成果に関する調書で説明をさせていただ

きます。 

 まず、６ページをおあけをいただきたいと思

います。まず、歳出決算の状況でございます

が、款４・衛生費の健康福祉部所管と環境部所

管分を含めた支出済額については、先ほど堀次

長のほうから説明があってございます。トータ

ルの数字は一覧表記載のとおりでございます

が、私ども環境部所管分について、内訳とし

て、これから数字を申し上げたいと思います。 

 まず、予算現額Ａの現年度欄につきましては

２７億６２６９万円、繰越額欄は記載と同額の

３億４４００万円、計欄が３１億６６９万円、

支出済額Ｂ欄が２９億９０４万９０００円、翌

年度へ繰越額Ｃ欄が２４２万円、執行率が９

３.７％、Ｂの構成比欄が５.２％と、環境部の

内数はそういった数字になります。 

 前年度と比較いたしますと、約６億６０００

万円の増加となりますが、この増加の主な要因

につきましては、市清掃センターの排ガス処理

設備の改修工事約６億円が、主な理由でござい

ます。 

 それでは、主な事務事業ごとの歳出決算の状

況につきまして、事務事業評価表に基づき、順

次説明をさせていただきます。 

 最初に１２８ページをおあけいただきたいと
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思います。まず、事務事業名、生活環境事務組

合負担金事業（火葬場）でございます。この事

業は、八代生活環境事務組合が、千丁支所、鏡

支所、東陽支所、泉支所の各管内及び氷川町を

対象区域とする火葬場を設置、運営しておりま

すが、その運営に伴う八代市分の負担金を支出

したものであります。なお、負担割の算出基礎

は、共通経費割３０％、国勢調査人口割７０％

で、それぞれの市、町分を負担しております。 

 また、斎場相互利用負担金として、八代市及

び氷川町住民が、組合斎場及び市斎場を、それ

ぞれ管内扱いとして利用できるよう相互利用協

定を結んでおり、その利用に伴う負担金を支出

したものでございます。 

 決算額は２０８８万１０００円です。 

 今後も、現行どおり実施していく方針として

おります。 

 次に、１３０ページをお願いをいたします。

事務事業名、斎場施設整備事業でございます。

この事業は、八代市が設置している市斎場の安

定的な運営を確保するため、必要となる施設整

備を計画的に進めているものであります。 

 市斎場は、昭和５５年に供用開始し、既に３

０年以上経過しております。施設・設備の老朽

化が進んでいる状況にあり、改修工事計画に基

づき定期的、計画的な改修を実施し、炉等の緊

急停止などが起らないよう努めているところで

あります。 

 決算額は２１３６万８０００円で、主なもの

は、火葬炉設備等修繕５４６万円、火葬炉中央

監視制御盤及び動力盤更新１５４３万５０００

円でございます。 

 今後も、長期的に施設使用が可能となるよ

う、改善を加えながら、施設整備に取り組んで

まいります。 

 次に、１３２ページをお願いをいたします。

事務事業名、小型合併処理浄化槽設置整備事業

でございます。この事業は、生活排水による河

川や八代海の水質汚濁を防止するため、公共下

水道事業、農業集落排水事業による集合処理区

域及び浄化槽市町村整備推進事業の区域以外の

区域において、合併処理浄化槽を設置する市民

に対し補助を行うものでございます。 

 決算額は７８７３万４０００円で、主なもの

は、浄化槽設置整備事業補助金７８６６万円で

ございます。なお、特定財源として、国県支出

金４９１８万２０００円を充てております。 

 また、不用額が１２２３万４０００円ほど生

じておりますが、これは、浄化槽設置見込み２

１５基に対し、設置基数が１９７基にとどまっ

たためでございます。 

 今後も、本事業は生活排水対策として有効な

事業でございますので、引き続き推進を図って

まいります。 

 次に、１３４ページをお願いをいたします。

事務事業名、環境保全対策事業でございます。

この事業は、公害発生源の監視等を継続的に実

施し、公害の未然防止及び環境負荷の低減を図

り、市民の健康保護及び生活環境の保全に資す

ることを目的としているものであります。 

 平成２４年度も、引き続き、公害発生源に対

する調査として、工場排水調査、悪臭調査、夜

間騒音調査を実施し、一般環境調査として、市

保健センターに設置している大気汚染監視局に

よる通年測定、河川等の水質調査、自動車騒音

調査を実施いたしました。また、大気汚染、水

質汚濁、騒音・振動、悪臭等の、いわゆる典型

７公害に対する相談等に対応してきたところで

ございます。 

 決算額は６７４万６０００円で、主なもの

は、大気汚染監視局維持管理委託１３３万４０

００円、自動車騒音常時監視業務委託１７７万

７０００円、騒音・振動測定機器等購入１９３

万７０００円でございます。 

 なお、特定財源として、県からの権限委譲事

務特例交付金１７万８０００円を充てておりま
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す。 

 本事業は、市民の健康保護及び生活環境の保

全を図るため実施しているものであり、今後

も、近年のＰＭ２.５の問題や新幹線騒音・振

動問題も含め、関係機関と連携しながら、引き

続き実施をしてまいります。 

 次に、１３６ページをお願いをいたします。

事務事業名、地球温暖化対策推進事業でござい

ます。この事業は、地球温暖化問題に対する啓

発及び住宅用太陽光発電システム等の普及、利

用の促進を図ることにより、省エネ行動を推進

するとともに、特に家庭部門における温室効果

ガスの排出量削減を図ることを目的とするもの

であります。 

 平成２４年度は、２５３件の住宅用太陽光発

電システム設置費補助を行いました。また、夏

の省エネ・節電対策の一つとして、誰もが簡単

に楽しみながら実践できる緑のカーテンの普及

を図るため、緑のカーテンコンテストを実施す

るとともに、環境情報紙しろくまだよりを発行

いたしました。 

 決算額は１８９８万１０００円で、主なもの

は、太陽光発電システム設置費補助金１７５７

万７０００円でございます。なお、特定財源と

して、緑のカーテンコンテストに、ふるさと八

代元気づくり応援基金を２９万円使わせていた

だいております。 

 今後も、家庭部門の温室効果ガスを削減する

ための主軸の事業として、引き続き実施をする

方針でございます。 

 次に、１３８ページをお願いをいたします。

事務事業名、環境センター建設事業でございま

す。この事業は、現有の市清掃センターの老朽

化に伴い、新たな一般廃棄物・ごみ処理施設の

建設を、平成２９年度内供用開始を目標に取り

組みを進めているものでございます。 

 平成２４年度は、決算額２５０２万３０００

円の説明にありますとおり、環境影響評価業務

委託１１４０万５０００円、環境センター施設

整備及び運営に係るアドバイザリー業務委託１

０８６万８０００円が主なものでございます。 

 なお、特定財源として、環境省の循環型社会

形成推進交付金５５０万９０００円を充ててお

ります。 

 また、平成２５年度に２４２万円を繰り越し

ておりますが、これは、環境影響評価業務委託

の工期の延長が必要となったためでございま

す。 

 今後も、確実な事業進捗に努めてまいりま

す。 

 次に、１４０ページをお願いをいたします。

事務事業名、ごみ処理施設管理運営事業でござ

います。この事業は、市清掃センターにおける

一般廃棄物の適正な焼却と灰処分を実施すると

ともに、ごみ焼却処理関連施設や設備の適正な

維持管理を実施することにより、生活環境の保

全と公衆衛生の向上を図るものであります。 

 主な業務は、一部外部委託も含めた燃えるご

みの焼却処分、資源物の分別によるリサイクル

化及び減量化、第２・第４日曜日の資源回収に

よる燃えるごみの減量化、焼却施設及び資源化

施設の維持管理でございます。 

 決算額は１０億３９８８万３０００円で、主

なものは、焼却処理施設運転管理業務委託１億

３４９２万１０００円、焼却灰等の処分業務委

託１億４６５万５０００円、可燃性一般廃棄物

処理業務委託３億５９９万４０００円、及び八

代生活環境事務組合が、千丁支所、鏡支所、東

陽支所、泉支所の各管内の区域において実施し

ておりますじんかい処理に伴う市の負担金３億

３５０１万円でございます。 

 なお、負担割の算出基礎は、共通経費割３０

％、国勢調査人口割２０％、収集割５０％で、

それぞれの市、町分を負担しております。 

 なお、特定財源として２億３１９９万８００

０円を充てております。その主なものは、有料
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指定ごみ袋処理手数料２億２８０万４０００

円、再資源化物販売代金納付金２６０３万６０

００円でございます。 

 また、不用額が９５９２万４０００円ほど生

じております。主なものは、燃えるごみの量の

減少、及び排ガス工事完了後に焼却能力が向上

し、可燃性廃棄物の外部処理委託が減少したこ

とによる不用額４７６４万９０００円、焼却能

力向上により灰の発生が抑えられたことなどに

より、灰の最終処分量が減少したことによる不

用額３８３０万３０００円でございます。 

 今後も一般廃棄物の処分は自治体の責務でご

ざいます。管理運営費の増加を極力抑制しなが

ら、環境センターが供用開始するまで鋭意努力

を続けてまいります。 

 次に、１４２ページをお願いをいたします。

事務事業名、ごみ処理施設整備事業でございま

す。この事業は、市清掃センターにおいて一般

廃棄物を適正に処理するため、ごみ処理施設設

備及び資源化設備について、定期的な整備、修

繕を行い、処理能力の維持保全を図るととも

に、市民生活におけるごみ処理に支障がないよ

う努めているものであります。 

 決算額は６億４４７３万５０００円で、主な

ものは、清掃センター内設備機器等修繕４２３

８万５０００円、バグフィルター用ろ布の購入

４０９万５０００円、平成２３年度からの繰り

越しも含めた排ガス処理設備改修工事５億９１

２５万５０００円、及び清掃センターの運営に

理解と御協力をいただいております地元中北町

内の公民館改築に伴う７００万円の助成を行っ

ております。なお、特定財源として、地方債を

５億３２１０万円充当しております。 

 なお、申しわけございませんが、地方債の欄

に記載すべきところを、右側のその他特定財源

の欄に記載をしてしまいました。おわびして訂

正をさせていただきます。申しわけございませ

んでした。 

 また、不用額が３２７８万円ほど生じており

ます。主なものは、工事請負における入札残３

１５２万５０００円でございます。 

 清掃センターは、供用開始から３８年が経過

しており、設備機器も老朽化が著しい状況にあ

ります。今後も、市民生活に支障が生じないよ

う定期的な整備、修繕に努め、清掃センターの

供用開始まで施設の維持管理に努めてまいりま

す。 

 次に、１４４ページをお願いをいたします。

事務事業名、ごみ収集管理事業でございます。

この事業は、市民生活に最も密接な事業であ

り、市民が健康で快適な生活ができるよう、各

家庭から排出される一般廃棄物を、ステーショ

ン方式の収集体制を採用することにより、計画

的かつ効率的に収集し、生活環境の保全と公衆

衛生の向上に努めているものであります。 

 決算額は２億３７２８万２０００円で、主な

ものは、有料指定袋の作成費、販売手数料、販

売代金収納業務委託等の有料指定袋関係経費６

４６６万５０００円、本庁、各支所管内の収集

業務委託１億５１７３万１０００円でございま

す。なお、特定財源に搬入ごみ処理手数料１億

２２１９万５０００円を充てております。 

 今後の方向性としては、一般廃棄物の収集運

搬は自治体の責務でございます。ということか

ら、その前提のもとに民間活力が活用できる部

分については、民間委託の拡大を図っていくと

いう方針としております。 

 次に、１４６ページをお願いをいたします。

事務事業名、分別収集事業でございます。この

事業は、八代市分別収集計画に基づき、各家庭

で資源物を分別し、集積所まで排出していただ

き、市がその収集を実施し、減容化、再資源

化、再商品化に努め、燃えるごみの減量化を図

り、環境負荷の軽減に努めているものでありま

す。 

 決算額は１億５５００万円で、主なものは、
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資源回収集積所指導員謝礼２３２２万２０００

円、本庁管内資源物収集運搬業務委託１億２７

０万１０００円、鏡支所資源物収集業務委託１

１９７万円。なお、他の支所管内の委託経費に

ついては、さきに説明しました、ごみ収集管理

事業の所要経費の内枠として、含めて支出して

おります。その他に、廃乾電池及び廃蛍光管処

理業務委託４２８万８０００円が主なものでご

ざいます。 

 また、不用額が６５９万１０００円ほど生じ

ております。主なものは、資源物収集運搬業務

委託に伴う入札残４６３万３０００円でござい

ます。 

 今後の方向性としては、一般廃棄物の収集運

搬も自治体の責務であるということを前提に置

く中で、民間活力が活用できる部分については

民間委託の拡大を図っていく方針といたしてお

ります。 

 次に、１４８ページをお願いします。事務事

業名、浄化槽汚泥処理施設管理運営事業でござ

います。この事業は、本庁管内区域から発生す

る浄化槽汚泥について、下水道終末処理場との

連携処理を行うことにより、効率的な生活排水

処理対策を推進し、生活環境の保全及び公衆衛

生の向上を図るものであります。業務内容とし

ては、市の許可業者が搬入した浄化槽汚泥を適

正に処理し、脱水汚泥は民間処分場で有効利用

し、脱水時に発生したろ液は、連携施設の下水

処理水で下水道排出基準まで希釈した後、下水

処理施設にて排出水の処理を行っております。 

 決算額が９８０５万円で、主なものは、下水

道使用料１５６８万８０００円、処理施設運転

管理業務委託２２７３万３０００円、脱水汚泥

収集運搬委託１８０７万円、脱水汚泥中間処理

委託１５８５万円でございます。 

 また、不用額が６７７万円ほど生じておりま

すが、脱水汚泥量の減に伴う消耗品及び汚泥処

理業務委託の減が主な理由でございます。 

 今後も、公共下水道事業の進捗により、搬入

される浄化槽汚泥は減少傾向となるものの、下

水道事業区域以外からの浄化槽汚泥は永続的に

発生をしてまいります。適正な維持管理を行

い、現行どおり取り組んでまいります。 

 最後になりますが、１５０ページをお願いを

いたします。事務事業名、生活環境事務組合負

担金事業（し尿）でございます。この事業は、

八代生活環境事務組合が、坂本支所、千丁支

所、鏡支所、東陽支所、泉支所の各管内及び氷

川町を対象区域とする衛生センターを設置、運

営しており、その運営に伴う八代市分の負担金

を支出したものであります。なお、負担割の算

出基礎は、共通経費割２０％、国勢調査人口割

３０％、収集量割５０％で、それぞれの市、町

分を負担しております。 

 決算額は９６４７万９０００円でございま

す。 

 なお、不用額が１２６１万６０００円生じて

おりますが、これは、組合衛生センターの修繕

費の入札残ということでございます。 

 今後も、現行どおり実施していく方針でござ

います。 

 以上で、説明を終わります。 

 なお、別冊の決算書に不用額と流用額の記載

が一部ございますが、不用額につきましては、

ただいま説明をさせていただきました。流用に

ついては、額が少額ということで、説明を省略

させていただきます。 

 以上、御審議方よろしくお願いいたします。 

○委員長（友枝和明君） ただいま説明のあり

ました第４款・衛生費中、環境部関係分につい

て質疑を行います。 

○委員（福嶋安徳君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） はい、１４４ページの

ごみ収集管理ですが、この収集業務委託で、こ

の八代旧郡の収集業務ですが、鏡町がですね、
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２６２６.３４トンを収集あるのに、この金額

は１２５７万ということで、坂本、千丁につい

ては１８００万、約、収集業務については半分

程度なんですが、これについての、どういう関

係で、こういった金額になっとるのか。 

○委員長（友枝和明君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） お待たせしま

した。ごみ対策課、山口でございます。 

 鏡の収集業務につきましては、可燃物の収集

と資源物の収集ということで、２件に分けて発

注をしております。先ほどありました、２６２

６トンにつきましては、可燃物の収集というこ

とでございます。 

 それから、もう一つの資源物の収集のほうで

ございますけれども、こちらのほうが、２４年

度の収集実績としまして４００トンを収集をし

ております。 

○ごみ対策課副主幹兼ごみ収集係長（藤澤智博

君） 済みません。 

○委員長（友枝和明君） 藤澤ごみ対策課ごみ

収集係長。 

○ごみ対策課副主幹兼ごみ収集係長（藤澤智博

君） はい、済みません。ごみ収集管理事業の

ほうなんですけれども、支所管轄につきまして

は、坂本から泉の中で、鏡以外は全て資源物と

可燃物とあわせて委託させていただいていま

す。 

 鏡につきましては、このごみ収集管理事業の

ほうは、可燃物のみの計上が、今１２００万と

上がっておりますが、１４６ページを見ていた

だきますと、鏡支所の、今度は資源物のほうで

１１９７万上がっておりますので、実際足しま

すと、２０００万、２３００万弱ぐらいの金額

になりますので、そこで、ほかの支所と比べる

場合には、そちらのほうで比べていただければ

と思います。 

 それと、鏡支所と坂本支所、千丁支所との金

額の考え方なんですけれども、発生量、及びあ

とは距離とか、そういうのも勘案してから、入

札してありますので、その金額というふうに考

えていただければと思います。 

 金額だけ見れば、先ほど言いました分別収集

事業と合わせての金額が、鏡支所の資源物と合

わせていただいた金額が、収集の支所分という

ふうに考えていただければと思います。 

 以上です。 

○委員（福嶋安徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） それにしても、資源物

が大体鏡支所の場合４００トンにしても、大体

１０００万程度、それにしても、坂本、千丁の

場合は、これ違うじゃなかですか。２０００万

ちょっと、鏡が相当の量をやっておられるのに

かかわらず、この坂本、千丁については、１８

００万という、どう見ても、金額的に合わぬと

じゃなかっですかね。これは収集量でしょう。 

○委員長（友枝和明君） 小会します。 

（午後２時１０分 小会） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後２時１１分 本会） 

○委員長（友枝和明君） 本会に戻します。 

 山口ごみ対策課課長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） 鏡支所とほか

の支所を比べた場合に、収集量と委託料の関係

についての御質問かと思います。 

 鏡支所の場合は、比較的収集ステーションが

多うございます。それと、――失礼しました。

少ないということでございます。それと、委託

費を算定します場合に、走行距離ですとか、山

間部ですとか、そういうところにつきまして

は、費用的に収集時間の関係につきまして、か

なり割高になるということになっております。 

 以上でございます。 

○委員（福嶋安徳君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 
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○委員（福嶋安徳君） 千丁と鏡の場合、どち

らが距離があるんですかね。それと比較して

も、この金額では、ちょっと計算が合わぬとじ

ゃなかですか。 

○委員長（友枝和明君） 藤澤ごみ対策課収集

係長。 

○ごみ対策課副主幹兼ごみ収集係長（藤澤智博

君） 千丁と鏡なんですけれども、鏡の場合は

路線収集という形をとっておりまして、どうし

ても人口が真ん中の鏡の四つ角近辺と駅前近辺

に集まっているという形で、そこで収集量がか

なりふえてます。収集量はふえてるんですが、

今度は、鏡から少し離れたところは、ステーシ

ョン方式をとらさせていただいているんです

が、これは各部落に１カ所ずつという形で、１

カ所にかなりたくさん出るという形をとってま

すので、収集量は多いんですが、どうしても手

間としては、千丁に比べると楽になるという

か、ある程度集積所のほうは行きやすい形にな

ってます。 

 千丁のほうは、各部落ごとに何カ所か設置し

てありますので、どうしても１カ所、１カ所行

く回数がふえてくるという兼ね合いで、どうし

ても、走行距離的にはほとんど変わらないとい

うふうに、日報上は見てるんですけれども、手

間的には千丁のほうが、今のところかかってい

るという状況です。 

 今後等は、集積所の見直し等も勘案してきま

すけれども、今のところでいくと、どうして

も、鏡の場合は路線収集している関係上、全て

が大通りのほうに全部出てきておりますので、

一括で一気に収集できると。ただ、大通りに出

ている関係上、ずっと見ていただくとわかるん

ですけれども、通りでちょっと邪魔になるとい

うお声も出てますので、少し、今見直しをかけ

ているところですが、収集としては、鏡のほう

の路線収集がありますので、大通りからの収集

で１本でできますので、その点は収集量は多い

んですが、収集のやり方としては、千丁よりも

楽にできるというふうに考えられてます、――

考えております。 

 以上です。 

○委員（福嶋安徳君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） 人の手間というとは、

そぎゃん変わらぬとじゃなかですかね。距離と

ステーションが違うといっても、お互い、手間

というのは、あんまり変わらぬとじゃなかっで

すか。そういったところで、金額の違いが、こ

れほど違いが出てくるちゅうことは、どういう

意味なんですかね。ステーションと距離の違い

で、そぎゃん金額の違うもんですか。 

○委員長（友枝和明君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） 設計を行いま

す場合は、収集車両の運行距離ですとか、それ

に要します、乗務します人間を基礎としまして

算出を、大体行います。それに伴いまして、そ

このステーションを収集するのに、実際どれだ

けの時間がかかるというようなことで算出をし

ていきますと、手間がかからないところは、収

集時間が少なくなるというようなことになって

まいるということでございます。 

○委員（福嶋安徳君） はい、委員長。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） はい。可燃物とです

ね、資源物の収集で、これだけの違いがあるに

もかかわらずですね、そういった距離とかステ

ーションの問題とかで、そういった関係でこれ

だけの金額が違うというのは、それだけ計算し

たシステムをですね、書類を出してください

よ、資料を。今の説明じゃ、ちょっとわからぬ

です。 

 委員長、資料提供をお願いしてよかですか。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員から、今の

件につきまして、資料要求がありました。 
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 お諮りをいたします。 

 本委員会として要求することに御異議ありま

せんか。 

（｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 御異議なしと認め、

そのように決しました。 

 資料を早急にお願いをいたします。 

 ほかにありませんか。 

○委員（大倉裕一君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。１５０ページの

生活環境事務組合負担金のことで、負担金につ

きましては、どうのこうの言う意見というわけ

ではないんですけど、運用の方法で、ちょっと

確認をしておきたいことがありまして、お尋ね

をしたいと思います。 

 し尿処理場につきましては、生し尿の処理場

ということで理解をしておりますが、間違いな

かったでしょうか。 

○環境課長（宮田 径君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 宮田環境課課長。 

○環境課長（宮田 径君） はい。環境課、宮

田です。よろしくお願いいたします。 

 生活環境事務組合のし尿処理場につきまして

は、八代市の場合は生し尿と浄化槽、分かれて

おりますけども、事務組合のほうでは、し尿処

理場は生し尿と浄化槽の汚泥は、両方を処理し

ております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。実際の事務のほ

うは、生活環境のほうがされておりますので、

これからの話し合いという形になろうかとは思

うんですけれども、一旦浄化槽で絞ったものを

ですね、生し尿のところに、また投入をすると

いう無駄の部分が、運用上、今出てきているの

かなというふうに考えております。できれば、

この浄化槽汚泥については、浄化槽施設へ持っ

ていくことがですね、一番処理としては適切な

運用ではないかなと思いますので、生し尿のみ

をしていただくということと、容量的にカバー

できない場合はですね、やむを得ないと思いま

すので、できるものについては、浄化槽から出

た汚泥については、八代市の浄化槽処理のほう

で処理をしていただくような運用のほうが、運

用上いい形になるんではないかなと、負担金に

ついても、支出がですね、軽くなるんではない

かと思いますので、そのあたりの検討も、あわ

せてお願いをしておきたいというふうに思いま

す。 

 恐らく改善内容のところに、そういった文言

が入っておりますので、そのあたりは検討され

ておられるんだというふうに思いますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。意見があった

ら、お願いをしたいと思います。 

○環境課長（宮田 径君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 宮田課長。 

○環境課長（宮田 径君） はい。現在の処理

方法はですね、合併前のそれぞれの管轄といい

ますか、する範囲での区域を引き継いでますか

らですね、そのままの状態で、今に至っており

ますけども、今後、お互いの施設がどんどん老

朽化していきますので、そういったことも含め

ましてですね、生活環境事務組合と八代市のほ

うで協議しながら、そういった方向も検討して

いかなければならないと考えております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。（委員

大倉裕一君「はい」と呼ぶ） 

 ほかにありませんか。 

 増田委員。 

○委員（増田一喜君） １４６ページの分別収

集事業の、ここに直接関係あるのかわかりませ

んけども、資源回収で集める資源ちゅうのは、

大体所有権ちゅうか、それはどこにあるんです

か。市にあるんですか、それとも収集する業者
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さんにあるんですか。そのあたりちょっと説明

してください。 

○委員長（友枝和明君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） 資源回収ステ

ーションに、一般市民の方から出されるわけで

すけれども、そこの資源の回収ステーションの

管理のほうは、各町内のほうにお願いをしてお

ります。そういったことで、出された時点で

は、各町内さんで管理、権利があるといいます

れば、町内さんのほうに権利があるというふう

に考えております。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） 私は違うんですけど

ね。私は、あそこに出した時点で、捨てたちゅ

うんだったら、町内じゃなくて、市が回収に来

るという、その意味合いであれば、市の所有か

なと思ったんですよね。 

 今、市のほうが少し余裕ちゅうか、持ってで

すね、新聞、アルミ缶、スチール缶、業者さん

に出せば、集めて出せば、お金にかえられて、

そして、少しは役に立つ金額が得られるわけで

すよね。それで、町内はそういうことをやっ

て、町内費に繰り入れたりとか、いろいろ町内

の活動に利用されたりしてますよね。 

 ペットボルトは一遍、うちの町内でもされた

んですけれども、量がかさばる割には、大した

金額にはならないということで、それはそのま

んま市のほうに持っていってもらうというよう

な形をとってましたが、ここ１年ぐらいですか

ね、ごみ収集業を５年間の委託業務を受託され

た業者さんが２社ほど、私は高田ですけど、高

田校区とか、ほかの校区とかに、そこに集めた

やつを取りにこられるんですよね。要は買い取

られるわけですよね。となると、この収集の金

額ちゅうか、委託金の中で疑問に思うのは、委

託業者さんが、そこにおるのに、旧八代市だっ

たら、旧八代市の業者さんがおるわけですよ

ね。ペットボトルをそうやって、ほかの人が持

っていけば、実際請負っている旧八代市の業者

さんは、それだけ手間が省けるわけですよね。

そしたら、委託料から減額とかできないの。あ

るいは自分たちが受け持つ、収集をしながら、

よそのブロックに出てきて、それを買い取って

いかれるかもしれぬけど、それで利益を得ると

いうんだったら、その回収される業者さんも、

そこから委託料から減額とか、そういうことは

考えられないのかなというふうに思います。ま

してや、委託を受けている人が、よそのブロッ

クまで出てきて、それするいうのはいかがなも

のかなと。 

 それともう一つはですね、そのペットボトル

なんかは、市から安く買い上げて、今障害者の

あれ、ありますよね。ＮＰＯ法人ＷＥさんです

かね、あそこが買い上げて、それをそこの施設

の人たちに、あれを分解するんですかね。そう

いうふうな作業をして、そして、それで賃金を

もらって、皆さんにやっていると。ところが、

材料がそうやって持っていかれてしまうもんだ

から、市から分けてもらう材料が非常に減っ

て、運営が苦しいというようなことをお聞きし

ているんですよ。そういうことを加味しながら

いくと、どんなふうに考えられているのかなあ

と。 

○環境部次長（釜 道治君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 釜環境部次長。 

○環境部次長（釜 道治君） はい。先ほど、

そもそも、例えば、ペットボトルでもアルミ缶

でも結構でございます、各家庭から集積所に集

まって、いわゆる廃棄物として出していただい

たものについては、当然市が管理すべきですの

で、出た物は、市が全部管理するということに

なりますが、御案内のとおり、町内会とか子供

会とか、いわゆる住民自治活動、まちづくり活

動をされる際に、町内会とか子供会が、町内の

方に御理解をいただいて、それを、いわば集め
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られて売買されるときは、一応その団体でも有

価物として取り扱っていただくということで、

そこの選別が難しい問題はあるんですが、私ど

もとしては、住民自治、そういうまちづくりを

進めるという意味から、地元が業者さんと契約

をされる部分については、一つの活動として、

今認めておるということでございます。 

 また、清掃センターのキャパとしましても、

今の状況からいきますと、全て集まりますと、

置き場所もないというふうな、そういった状況

も含めて、今の状況を一つのあり方だろうとい

うふうな形で考えております。 

 それと、この分別収集の事業にもありますよ

うに、本庁、各支所、管内で一般廃棄物の収

集、運搬の委託をやっておりますので、基本的

にその委託を受けた業者さんが、その管内で有

価物的な取り扱いをされるということは、これ

は私ども契約上望ましくないというふうに考え

ておりますので、そういうことについての御相

談があったときは、いわゆる契約の範囲、地域

でということについては、契約上問題があると

いうことで、はっきり申し上げておるところで

ございます。 

 ですから、あとは地域が、そういう条件をク

リアする中で、地域の活動経費を出していかれ

ると、出されるために、そういう活動をなさっ

ておられるというところについては、当面、新

しい環境センターができますと、そういったキ

ャパの問題あたりの整理も可能となるならば、

抜本的に、やはり、市民の皆様にもわかるよう

な形で、こういった廃棄物の取り扱いの整理を

しなければいけないんではなかろうかと、その

ように思っておるところでございます。 

 ですから、最後の部分の、いわゆる授産事業

としてなされておられるところについては、確

かに地元で、そういう有価物の取り扱いをされ

ますと、集まっていく量が減ってしまうなあと

いうところでの、何といいますか、ちょっと不

安といいますか、そういう状況は感じてはおる

ところでございますが、それ以外については、

非常に低廉な単価で、授産事業に、清掃センタ

ーとしても、一応譲渡という、有償で売買する

という形にはなっておりますが、授産事業をサ

ポートするような形で、御支援をいたしておる

というような状況でございます。 

 トータル的に、先ほど御指摘いただいた問題

については、今後いろんな観点から整理をして

いきたいというふうに思っております。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） 行政のほうから言われ

るのは一理あるなという、そういう気持ちはあ

るんですけどね、さっきも言われたように、手

間はどうなの、こうなのと言ったら、要する

に、自分が受託したブロック内ではできないけ

れども、よそに出れば、それはお金で買い上げ

るんだからということで、市はある程度認める

というようなことを言ってらっしゃいますけ

ど、じゃあ、ここで買い上げられたその分、逆

に言ったら減るんですよね、収集量が、受ける

ほうの収集量が。だったら、こっちは減額の対

象になりゃせぬかなというのがありますよね。 

 それと、授産施設が、材料が減って困るんで

すよといったところは、それについては、い

や、そうなったんだからしようがないよと、安

くやりよるとが、向こうで持っていかれるか

ら、減ってきたってしようがないよという、そ

ういうお気持ちでおられるのかなあ。やっぱ

り、横との連携ちゅうのもあるし、わざわざ授

産施設を立ち上げて、そういう人たちに働く場

を提供しようちゅうことで頑張っておられるの

に、何か水を差すような状況にありゃせぬかな

あと思って、そういうところも鑑みて、やっぱ

り、考えていかにゃいけぬのじゃないかなと思

うけども、そこあたりは別段、やっぱり、しよ

うがないよ、持っていかれて、もとがなくなる

んだからしようがないですよと、それでいいの
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かなあと。これは余分な話なんでしょうけれど

も、担当課としてはどんなふうに考えておられ

るのかなと。 

○委員長（友枝和明君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） 御指摘のよう

に、福祉施設さんから、このごろペットボトル

の受け渡し量が少なくなりつつあるというよう

なお話はいただいております。私たちとしまし

ても、福祉のほうにですね、何がしかお助けに

なればということで、こういうことで、安い価

格で提供をしてきたところでございます。 

 今後は、福祉のほうともですね、連携をとり

ながら、この問題にも対応していきたいという

ふうに考えております。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） もう一度、さっき言っ

たように、言われたでしょう、手間が少ないか

ら、それだけ委託料も減るんですよと言われ

た。実際には委託料も払ってるけれども、それ

だけほかの人が持っていけば、八代の中の受託

された業者さんは、それだけの量を集める仕事

が、手間が省けるから、そこから減額とかいう

話は考えられないんですかちゅう質問はどんな

考えか。 

○委員長（友枝和明君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） 御指摘のとお

り、ペットボトル等、そういうことで、減少し

ているということもございますけれども、逆

に、ほかの資源の量というものは、年々少しず

つですけれども、ふえてきている状況でござい

ます。そういうことから、減った分、ふえた

分、そういうふうなところを勘案しまして、今

後考えていきたいというふうに考えておりま

す。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） ２１分別しとるから、

そのうちの１種が減ったからというように、種

類からいけば、私は、そう思ったんですけど

ね。総量からいって、そう増減があると。それ

を請負だから、その増減の中でやってくれ、減

れば減ったで、もともと、建設も一緒ですよ

ね、請負ったら、少々、１日、２日工期が早く

なったって、その１日、２日、工期が短くなっ

た分が、また利益に返ってくるんだちゅう考え

方なんでしょうけれども、ちょっと２１分別と

いう話の中じゃあ、納得がいかないようなとこ

ろはありますけれども、まあ、そう言われるん

であれば、一応、渋々納得はしたいと思いま

す、はい。 

○委員（古嶋津義君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） １点だけ、直接釜次長

のほうにお尋ねをさせていていただきます。 

 ごみ収集車、パッカー車を、この年に公費で

お買いになりましたですね。その中で、ここ

に、現状分析の中に書いてありますが、当時私

もこの予算に対する賛否を表明する立場ではあ

りませんでしたが、ちょっと不信感は持ってい

たところであります。ただ、その現状分析等を

見てみますと、今後は車両のあり方も含めて検

討が必要ということでありますので、担当部、

担当課としては、何らかのお考えがあるのかな

と思いますので、お答えをいただければと。 

○環境部次長（釜 道治君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 釜環境部次長。 

○環境部次長（釜 道治君） はい。今、一方

で、環境部の問題も外れますが、今、職員数が

順次削減されてきておる中で、私ども職員が、

職員でなければいけない仕事に集中することに

よって、その職員削減への対応にも応じながら

やっておるサービスの低下を招かないと、そう

いうことが前提になりますので、そういう意味

から、事務事業評価表の中にも、いずれかに記

載があったと思いますけれども、車の取り扱い
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についても、担当職員数が今後減っていく中で

は、見直しを行うこと、民間のほうにお願いす

るような形もあるんではなかろうかと、それが

効率的ではなかろうかという見解を、この評価

の中ではさせていただいたというところでござ

います。 

 よって、このごみ収集関係につきましても、

そういった点も含めまして、業務のあり方につ

いてよりよい形をとっていきたいと、そういう

ふうに思っておるところでございます。 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） 簡単に言えば、パッカ

ー車を与えて、委託料も与えて、ちょっとよ過

ぎはせぬかなという思いがありますが、その辺

のところはいかがでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） 釜環境部次長。 

○環境部次長（釜 道治君） 本庁管内につき

ましては、市で購入したパッカー車を委託の業

者さんに使って、業務に当たっていただいてお

ると。それ以外については、委託料の算定の中

で、一部そういった経費も見ていくという形に

考えておりますので、パッカー車も与えて、委

託料も払ってというような形で、私どもとして

は、発想的には重なって委託料を出しておると

いう考え方は持っておりません。 

 ただ、委託料の中身については、より精査す

べきところは精査すべき必要があるということ

で、いろんな御指摘、きょういただいたいろん

な御指摘を踏まえて、ごみ収集につきまして

は、５年間の長期継続契約をいたしております

ので、その満了までにいろんな問題も含めて、

望ましい形にしていきたいと、そのように思っ

ておるところでございます。 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） 最後に、車検とか修理

とかも全額市で見るわけですか。その１点だ

け。 

○委員長（友枝和明君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） 旧八代市管内

で委託しております公用車につきましては、車

検、その他燃料費、修繕費、全て市のほうで見

ております。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。（委員

古嶋津義君「はい」と呼ぶ） 

○委員（堀 徹男君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 堀委員。 

○委員（堀 徹男君） はい。先ほど福嶋委員

さんのお尋ねの件に関連してですね、１４６ペ

ージの分別収集事業の項で、下の中段のところ

に鏡支所資源物収集委託業務というので１１９

７万出ておりますけど、これの数量というの

は、前ページのごみ収集管理事業とですね、ト

ン数を分けて、数字出ますでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） はい。お尋ね

の１１９７万円の分ですけれども、こちらのほ

うが、資源物の収集ということで４００トンで

ございます。 

○委員（堀 徹男君） ４００トン。はい。 

○委員長（友枝和明君） 堀委員。 

○委員（堀 徹男君） はい。となると、先ほ

どのですね、前ページの各支所管内の収集委託

業務は、坂本、千丁、東陽、泉は資源物と可燃

物も合わせて、一括発注してあるということ

で、先ほどお伺いしましたけど、鏡の場合は、

この２６２６.３４トンって、一千二百五十何

万というのは、こちらは可燃物だけという数字

になりますね。 

○委員長（友枝和明君） 山口ごみ対策課課

長。 

○ごみ対策課長（山口 剛君） はい、先ほど

の２６２６トンにつきましては可燃物でござい

ます。 

○委員（堀 徹男君） はい。 
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○委員長（友枝和明君） 堀委員。 

○委員（堀 徹男君） はい。ということは、

資源物と可燃物を分離で発注されているという

ことで、合計しますと、他の条件と勘案する

と、数量的にもそう変わらずですね、鏡管内だ

と１２００万と、約１２００万で、２４００万

ほどの金額になるので、そう見積もり的に悪い

金額じゃないかなと思いますけど、この資料の

見方としてまずかったのは、分割発注されてる

ということで、それぞれのページ、トンで見ま

すので、できれば、説明の中にですね、可燃物

と資源物を含むとか、資源物は全く別にしてあ

るとかという説明をしていただければわかりや

すかったかなと思います。 

○委員長（友枝和明君） 先ほどの福嶋委員か

らの資料請求の中で、このあれはつけ加えてと

いいますか、そういったふうにできれば、資料

の中にしていただければと思います。よござい

ますか。 

 ほかにありませんか。 

○委員（百田 隆君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 百田委員。 

○委員（百田 隆君） はい。次長にお尋ねし

ますが、先ほど増田議員が、資源の業者に委託

して、そして、授産施設として、それは仕事量

が減ったという話が出ましたですね。そのよう

な話が出てると。私が、以前視察に四国に行っ

たときですね、市の名前は忘れたんですけど

も、そこの市が、第三セクターとしてですね、

市と、そういう障害者を雇い入れるというよう

なことで、第三セクターで運営をしているとい

うところを見ました。そういうことは、本市に

おいても、将来的には考えれるかどうかという

話ですが、どうでしょうか。 

○環境部次長（釜 道治君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 釜環境部次長。 

○環境部次長（釜 道治君） 申しわけござい

ませんが、なかなか今の御質問に対しては、ち

ょっとお答えができない状況でございます。 

 福祉のほうとも、ちょっとそういう事例の御

紹介もあったということで、話のつなぎはした

上でですね、先ほども申しましたように、この

資源物の取り扱いについて検討を加えていきた

いと思っております。 

○委員（百田 隆君） 聞くところによると、

そういう授産施設の皆さんは一生懸命になっ

て、頑張っています。（｢手を挙げてくださ

い」と呼ぶ者あり）あっ、済みません。そうい

うことでございますから、やはり、彼らは希望

を持ってやってるんだと思っておりますのでで

すね、そういう希望をなくさないように、やり

方を、やはり、行政としてはやっていくべきじ

ゃないかなというふうに思っておりますので、

福祉のほうと一緒になって考えてください。 

○委員長（友枝和明君） 今、意見ですが、決

算審査の委員会ですので、一応この辺までとど

めていただきたいと思います。 

 ほかにありませんか。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 以上で、第４款・衛

生費中、環境部関係分についての質疑を終わり

ます。 

 ７分間休憩します。（｢どうもありがとうご

ざいました」と呼ぶ者あり） 

（午後２時４４分 休憩） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

（午後２時５４分 開議） 

○委員長（友枝和明君） それでは、休憩前に

引き続き、決算審査特別委員会を再開いたしま

す。 

 次に、第５款・農林水産業費及び第１０款・

災害復旧費中、農林水産部関係分について一括

して説明を求めます。 

○農林水産部長（橋口尚登君） 委員長。 

○委員長（友枝和明君） 橋口農林水産部長。 

○農林水産部長（橋口尚登君） はい。皆さん
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こんにちは。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり） 

 それでは、第５款の農林水産業につきまし

て、全体的な総活をさせていただきます。座っ

て説明させていただきます。 

○委員長（友枝和明君） はい、どうぞ。 

○農林水産部長（橋口尚登君） 初めに、農業

関係でございますが、本市の農業は、平たん部

で、球磨川の豊富な水と整備された農地のも

と、水稲、イグサ、トマト、メロンなどの施設

園芸、キャベツ、レタス、ブロッコリーなどの

露地野菜、中山間地域では、晩白柚などのかん

きつ類、ショウガ、お茶などが栽培され、日本

屈指の農業地帯となっております。このような

状況の中で、農業振興事業、土地基盤整備事

業、地籍調査事業に取り組んでまいりました。 

 農業振興事業では、生産振興、流通対策、担

い手の育成・確保に重点を置き、各種事業に取

り組みました。 

 まず、生産振興対策として、イグサでは生産

性向上を図るため、いぐさ・畳表生産体制強化

緊急対策事業、農産物の品質向上及び低コスト

化を図るため、強い農業づくり交付金事業、く

まもと稼げる園芸産地育成対策事業、施設園芸

緊急再生整備事業などを実施しております。こ

れらの事業の取り組みにより、品質の向上、低

コスト化が図られ、所得向上につながるものと

考えております。 

 また、今後もトマト、メロンなどの施設園芸

やイグサ栽培など、集約的な農業を基本として

進めていく必要がありますが、比較的初期投資

の少ないキャベツ、ブロッコリー、レタス、ジ

ャガイモなどの露地野菜の土地利用型農業も増

加傾向にあり、所得安定のため、さらに推進す

る必要があります。 

 中山間地域での基幹作物であるショウガ及び

お茶においては、販売の拡大を図るため、今後

とも加工品などを含めて付加価値を高める検討

を進めてまいります。 

 次に、流通対策として、八代地域農産物の認

知度を高めるために、八代産農産物ＰＲ事業、

畳表の需要拡大のため、畳表張替促進対策事

業、くまもと畳表復興支援事業、消費者への安

全・安心を保証するための農産物安全・安心対

策事業などを実施しております。これらの事業

により、一定の効果はありましたが、今後は消

費者に対するＰＲ事業とあわせて、消費者とつ

ながる市場や小売店、畳店等に対する売り込

み、イベントに取り組む必要があります。 

 また、冬トマトの一大生産地として全国に発

信するため、新たな取り組みとして、本年１月

にやつしろＴＯＭＡＴＯフェスタが開催されま

した。 

 次に、担い手の育成・確保対策として、農業

用機械・施設導入のため、経営体育成支援事

業、担い手への農地集積を図るため、農地利用

集積促進事業、農業制度資金に対して利子補給

を行う一般農業制度資金利子補給事業、農業後

継者を育成、支援するため農業技術者養成講

座、青年就農給付金事業などを実施しておりま

す。 

 また、２４年度より新たに集落地域での話し

合いに基づき、地域の中心となる経営体を定

め、その経営体への農地集積が円滑に進むよう

に、人・農地プランが１８地区において策定さ

れ、活発な活動が行われております。 

 本市の新規就農者は毎年２０名前後ですが、

八代農業の持続的発展に重要な課題であり、今

後とも内容の充実を図り、取り組んでまいりま

す。 

 農業振興に対しては、これまで述べましたよ

うに、いろいろな事業に取り組んでまいりまし

たが、農業従事者の生産所得を見てみますと、

平成２２年度の納税者数１６３８名、所得額３

２億２０６７万２０００円に対し、平成２５年

度では納税者数１９８９名、所得額７１億８７

２３万２０００円で、２２年度と比較して納税
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者数が３５１名、所得額が３９億６６５６万円

の増と、順調に伸びております。今後ともいろ

いろな事業に取り組みながら、農業振興を図

り、所得の確保に努めたいと思います。 

 次に、土地基盤整備事業関係でございます

が、品質のよい、安心・安全な農作物の生産

や、生産性向上を図るためには、農地や農道、

用排水路などの基盤整備が必要です。本市農地

の大部分が干拓地であり、これまで農地、農道

などの整備や排水不良地の解消を図るため基盤

整備事業や排水対策事業に取り組み、汎用的な

農地の拡大を図ってまいりました。 

 ２４年度においても、排水路や農道の整備を

図るため、県営事業や市が実施する団体営事

業、市単独で行う市内一円土地改良事業、農業

用用排水施設の整備を行うとともに、市内土地

改良区が事業主体となり、農業者みずからが行

う農地の区画拡大や暗渠排水管設置などの簡易

な農地整備に対して助成を行う農業体質強化基

盤整備促進事業を実施したところでございま

す。また、老朽化した排水機場の補修や更新、

冠水被害解消のために新たな排水機場の整備計

画として、排水機場維持管理事業、土地改良施

設維持管理適正化事業、県が事業主体で実施し

ています基幹水利施設ストックマネジメント事

業などを実施しております。 

 また、市民と混住化してきた農村社会におけ

る用排水路や農道などの適切な維持管理のた

め、農家だけでなく、非農家の地域住民を巻き

込んだ維持管理体制の確立が不可欠であり、農

地・水保全管理支払交付金事業や土地改良区を

中心とした地元管理として国営造成施設管理体

制整備促進事業を実施したところです。 

 これらの事業を実施するための財源として、

市単独費だけで行えるものではなく、国・県の

補助事業を活用しなければなりませんが、国の

農業農村整備事業予算は、平成２２年度に対前

年比３６.９％と大幅に削減され、平成２４年

度も同額程度で推移しております。これに伴

い、県予算も大幅に削減され、新規事業採択の

抑制、継続事業の長期化などで対応している状

況ですが、今後の計画に大きな影響が発生して

おります。 

 このような中、平成２４年度では、国におい

て予備費や緊急経済対策に伴う大型補正予算に

より、農業基盤整備促進事業や農業水利施設保

全合理化事業が創設されるなど、今後、事業へ

の助成制度及び予算規模の拡大が見込まれるこ

とから、事業実施の財源の確保とともに、いろ

いろな取り組みを進めながら、土地基盤整備を

推進してまいります。 

 次に、地籍調査事業関係ですが、現在の事業

費ベースで実施しますと、本市全体の事業完了

は２８年後の平成５３年ごろです。国の予算が

伸びない中で、事業費の確保が難しい状況です

が、地籍調査は公共事業や土地取引、課税の適

正化、土地にかかわるトラブルの未然防止な

ど、大変重要な事業ですので、今後とも予算の

確保に努め、事業の進捗を図ります。 

 次に、林業関係ですが、森林は本市総面積の

約７４％、５万２００ヘクタールで、そのうち

民有林面積が４万２６１ヘクタールとなってい

ます。民有林の約６８％が杉、ヒノキなどの人

工林で、その多くが戦後植栽された森林であ

り、伐採する時期を迎えておりますが、木材価

格の低迷や林業従事者の減少などにより、手入

れ放置林となり、一部では山腹崩壊など森林の

荒廃が進んでいます。 

 このような状況の中で、林業所得の向上と林

業経営の基盤強化を図るため、森林整備事業、

基盤整備事業、森林保全事業に取り組みまし

た。 

 森林整備事業関係では、健全な森林を育成す

るため、下刈り、間伐などや林道を補完する作

業道開設を行う流域公益保全林整備事業、森林

経営計画作成の促進や作業路網の改良を行う森
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林整備地域活動支援交付金事業について、一部

補助を実施しております。 

 このほか、森林整備の加速化と作業効率化に

よる生産コスト低減のため、高性能林業機械を

導入する緑の産業再生プロジェクト促進事業を

実施しました。 

 また、本市の杉・ヒノキなどの人工林は、そ

の多くが主伐可能な時期に達しており、今後木

材需要の拡大が大変重要となりますが、関連産

業を含めた振興策として、八代産材利用促進事

業を実施しました。 

 次に、基盤整備事業関係ですが、林業経営基

盤の強化と森林整備の推進については、――推

進には、林道は不可欠であり、国・県の補助事

業を利用しながら、各種事業に取り組みまし

た。主な事業ですが、道整備交付金事業、美し

い森づくり基盤整備交付金事業などにより、幹

線となる林道の改良、舗装事業を実施しており

ます。 

 また、新たに東陽町と坂本町を連絡する森林

基幹道池之原走水線開設事業、開設延長１６キ

ロメートルが、県の代行事業として採択され、

測量調査が実施されております。 

 次に、森林保全事業関係ですが、近年の異常

気象などにより山腹崩壊など、山地災害も多く

発生しており、未然に防ぐために県と連携をと

り、治山事業を実施しました。また、鹿・イノ

シシの森林への被害を防止するため、有害鳥獣

被害対策事業を実施し、被害の軽減を図ってお

ります。 

 現在、木材価格は最盛期の６分の１程度であ

り、伐採しても搬出経費を考えれば、採算が合

わない森林も多く、林道、作業道などの基盤整

備による生産コストの低減は、消費拡大を図る

上でも喫緊の課題となっています。 

 森林は経済林としての整備のほか、環境林と

して森林に求められている二酸化炭素の吸収

源、水源の涵養など、多面的機能を発揮させる

ために、適正な管理が必要であり、将来を見据

えた森林施業の集約化や、バイオマス利用によ

る木材の需要拡大など、持続可能な林業経営確

立のため、今後ともいろいろな事業を展開して

まいります。 

 次に、水産業関係ですが、本市の水産業は内

陸型の沿岸漁業で、地球温暖化などによる海域

環境の変化により、魚類の自然増殖は年々厳し

くなっています。そこで、これまでのとる漁業

から、稚貝や卵からふ化した稚魚を一定の大き

さに育て放流し、資源をふやすというつくり育

てる漁業、栽培漁業を中心とした持続的な漁業

を目指し、事業を展開してまいりました。 

 事業内容として、水産資源の再生では、本市

漁獲高の多くを占めるアサリは、２３年６月の

大雨による海水の淡水化などにより、大量に死

滅しましたが、早急に資源回復を図るため、稚

貝の放流やアサリなどに食害を及ぼすナルトビ

エイなどの有害生物の駆除を実施しました。 

 このほか、放流事業として、クルマエビ、ヒ

ラメ、ガザミや、内水面においてはウナギ、ア

ユなどの放流を行っております。 

 また、鏡町漁業協同組合では、国の大型補正

予算により、新たにカキ養殖の取り組みが行わ

れ、本年１２月のカキ小屋オープンに向け、準

備が進められております。 

 次に、生産基盤整備として、二見漁港では船

揚げ場、照明灯などを整備しております。ま

た、アサリ漁場の造成のため、鏡地先に、県営

事業による覆砂事業を実施しました。 

 今後とも、漁業者の所得向上を図るため、稚

貝、稚魚の放流事業のほか、漁港、漁場の整備

や既存漁港の良好な維持管理に努めてまいりま

す。 

 以上、第５款・農林水産業費の総括とさせて

いただきます。 

 詳細につきましては、引き続き、中田次長よ

り御説明申し上げます。よろしく御審議方お願
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いいたします。 

○農林水産部次長（中田正春君） はい、委員

長。 

○委員長（友枝和明君） はい、中田農林水産

部次長。 

○農林水産部次長（中田正春君） こんにち

は。（｢こんにちは」と呼ぶ者あり） 

 それでは、歳出のうち農林水産業費、災害復

旧費につきまして、平成２４年度における主要

な施策の成果に関する調書をもちまして、説明

いたします。座らせて説明させていただきま

す。 

○委員長（友枝和明君） どうぞ。 

○農林水産部次長（中田正春君） それでは、

調書その１をごらんいただきたいと思います。

６ページをお願いします。よろしいでしょう

か。 

 まず、歳出決算の状況でございますが、款５

・農林水産業費の支出済額は、上の表イ、目的

別の表で、中央の支出済額Ｂの列５段目、４０

億６０２３万円で、右側を見ていただきまし

て、執行率は８９.２％、歳出総額に対する構

成比は７.３％でございます。前年度と比較し

て約１２億４２８０万円、４４.１％の増とな

っております。これは、青年就農給付金、やつ

しろＴＯＭＡＴＯフェスタ、くまもと畳表復興

支援事業、強い農業づくり交付金事業、くまも

と稼げる園芸産地育成対策事業、排水機場維持

管理事業、農地・水保全管理支払事業、農業経

営高度化支援事業などの事業費増によるもので

ございます。 

 それでは、個々の歳出の決算について、順次

説明いたします。 

 まず、款５・農林水産業費の主な事業につい

て、事務事業評価票に沿って、事務事業名、内

容、決算額、自己評価、今後の方向性などを説

明いたします。なお、決算額については１００

０円未満を四捨五入して説明いたします。 

 それでは、１５２ページの青年就農給付金事

業でございますが、これは、農業従事者の高齢

化が急速に進展する中、持続可能な力強い農業

を実現するためには、青年就農者の増加が重要

であることから、経営不安定な就農初期段階に

対して支援を行い、就農意欲の喚起と定着を図

っているものです。 

 中段ほどにありますが、決算額は３７５万円

で、事業実績としましては、事業の要件を満た

した就農者５名に対し、半年分を給付したもの

でございます。 

 不用額１２００万円は、新規事業で１０月よ

り半年払いで２１名の予算を確保していました

が、年度内に事業要件をクリアされた新規就農

者が５名にとどまったため不用となったもので

ございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 次に、１５４ページをお願いします。八代産

農産物ＰＲ事業でございますが、これは、安全

・安心な八代産農産物をＰＲすることにより販

売の開拓、需要の拡大に取り組む生産者団体に

対し、その経費の２分の１以内で補助したもの

でございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は３１４万５

０００円で、事業実績としましては、平成２５

年１月２７日開催のやつしろＴＯＭＡＴＯフェ

スタ、平成２４年９月、広島県福山市、平成２

５年２月、東京で開催した八代地域農産物まつ

りなどでございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 次に、１５６ページをお願いします。い業振

興対策事業でございますが、これは、本市の主

要農産物の一つであるイグサ・畳表の生産振興

対策で取り組んだものでございます。 
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 中段ほどにありますが、決算額は２４５１万

５０００円で、事業実績としましては、畳表張

替促進事業として、八代産畳表を用いて張りか

えを行った際１畳当たり１０００円を補助した

もので、申請件数４８２件、６２５１畳で、く

まもと畳表復興支援事業では、公共施設張りか

え５５カ所、１３１０畳、張りかえを行った一

般世帯への特産物送付件数が３５９件でござい

ました。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後は規

模拡充により市の実施としております。 

 １５８ページをお願いします。いぐさ・畳表

生産体制強化緊急対策事業でございますが、こ

れは、外国産との厳しい競争が続いている中、

県産畳表の生き残りをかけ、機械の共同利用を

目的とした生産組織編成を行い、高品質の畳表

を生産するための機械の導入、機械の共同利用

を進め、外国産との差別化を図るために、畳表

のトレースアビリティーを推進、必要な機械導

入に補助２分の１以内を行ったものです。 

 中段ほどにありますが、決算額は２０３６万

３０００円で、事業実績としましては、苗掘り

取り機１２台、イグサ色彩選別機２台、ハーベ

スター５台、スタンパー運動停止装置２９台で

ございました。 

 不用額３７０２万７０００円は、当初予定し

ていました苗掘り取り機２台が１２台とふえた

ものの、高速織機９台、移植機５台がゼロ台、

スタンパー運動停止装置４００台に対して２９

台と、申し込みが少なかったことが主な理由で

ございます。 

 次のページ、中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １６０ページをお願いします。農地利用集積

促進事業でございますが、これは、イグサの作

付面積の減少などにより、冬場に利用されてい

ない農地、及び今後遊休化が懸念される高齢農

家や兼業農家が所有する農地を、意欲ある担い

手農家に集積し、農地の有効活用及び保全を図

った事業であります。 

 事業内容としましては、農地を利用集積した

場合、１０アール当たり２万円、機械等の購入

に対しては、事業費の２分の１、上限１００万

円を補助したものであります。 

 中段ほどにありますが、決算額は４７３０万

２０００円で、事業実績としましては、農地集

積分では７７件、９７ヘクタール、機械分で

は、トラクター購入など３２件でございまし

た。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後は規

模拡充により市の実施としております。 

 １６２ページをお願いします。農業生産総合

対策事業でございますが、これは、農業生産の

推進を図るため、農畜産物の高品質、高付加価

値化及び低コスト化など、地域における生産か

ら流通、消費までの対策を総合的に実施する事

業でございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は１１億８２

７４万円で、事業実績としましては、低コスト

耐候性ハウス及びブロッコリー予冷施設整備事

業でございます。 

 不用額３億１１３２万７０００円は、入札残

が主なものでございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １６４ページをお願いします。中山間地域等

直接支払制度事業でございますが、これは、農

業生産条件の不利な中山間地域において、高齢

化や後継者の不足による遊休農地、耕作放棄地

が増加していることから、農地の多面的機能の

低下を防止し、集落機能の再生を図る目的で取

り組んだ事業であります。 
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 中段ほどにありますが、決算額は２８１５万

９０００円で、事業に取り組まれた地区としま

しては、二見校区５地区、坂本町５地区、東陽

町１８地区、泉町４地区、合計３２地区、対象

面積は２０３.９ヘクタールでございました。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １６６ページ、お願いします。新商品開発支

援事業でございますが、これは、市内の食品産

業と農林水産業者との連携により、八代の農林

水産物を活用した新商品開発、販路拡大等の取

り組みに対して支援したものであります。 

 中段ほどにありますが、決算額は４００万円

で、事業実績としましては、農業部門では、や

つしろ畑のアイス開発、しょうがジャム、トマ

ピーエン、トマトのお菓子、トマトキムチの

素、水産部門では、ナマズ加工品、コノシロ薫

製が開発され、現在販売されているところであ

ります。なお、菜の花黒酢については開発期間

が長く、繰り越しで実施しました。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後は要

改善で市の実施としております。 

 １６８ページ、お願いします。みんなで取り

組む耕作放棄地活用事業でございますが、これ

は、菜種等景観作物の作付を支援することによ

り、遊休農地の解消を図るとともに、国・県道

沿線、新幹線・在来鉄道沿線等を中心に、美し

い農村景観を促す目的で取り組んでおります。 

 中段ほどにありますが、決算額は８６２万８

０００円で、実績としましては、景観作物によ

る景観づくりでは、ＪＡやつしろ太田郷支所農

家組合長会が５５.７７ヘクタール、千丁農家

組合が１８.２９ヘクタール、津口地区を元気

にする会が２.０１ヘクタール、やつしろ菜の

花ファームが５.３３ヘクタールを実施、搾油

機械等導入をやつしろ菜の花ファームが実施し

ております。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １７０ページをお願いします。施設園芸緊急

再生対策事業でございますが、これは、熊本県

農業の基盤である園芸用作物でＰＱＣモデルの

推進を行うために、意欲ある園芸農家に対し、

気象災害に強いハウス施設を整備、一段の品

質、収量向上と、２層カーテンの導入による大

幅なコスト低減を実現することにより、園芸農

家の所得の増大化と生産意欲を図る目的で取り

組んでおります。 

 中段ほどにありますが、決算額は３３６１万

円で、実績としましては、事業主体のあぐりー

ずが、鋼管ハウス３棟、八代トマト流通センタ

ーが内張り２層カーテン１７棟分を実施してお

ります。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １７２ページをお願いします。くまもと稼げ

る園芸産地育成対策事業でございますが、これ

は、気候温暖化や燃油・資材等の価格高騰とい

った厳しい状況下で、産地間競争に打ち勝ち、

稼げる園芸産地の育成を目的とし、生産者組合

等が、農業施設・機械等を購入する経費に対

し、事業費の３分の１以内について補助したも

のでございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は７７１万４

０００円で、実績としましては、ＪＡやつしろ

園芸部が自動内張りカーテン施設、内張りカー

テン２２式、原動機１７台、ＪＡやつしろ郡築

園芸部が循環扇施設、循環扇２１６台、制御盤

１４台、ＪＡやつしろ南部集荷所が手動内張り

カーテン施設、内張カーテン１９式、巻き上げ

ドラム３８台、八代市自走式散布機械利用組合

が自走式散布機６台、ＪＡやつしろ氷川柑橘部
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がハウス自動開閉換気施設、谷開閉機２２台、

制御盤３台を導入されております。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １７４ページをお願いします。土地改良施設

維持管理適正化事業でございますが、これは、

農業水利施設であります排水機場の機能を維持

し、長寿命化するため、エンジンやポンプのオ

ーバーホール、機械設備の塗装、部品交換に対

し助成される事業であります。 

 中段ほどにありますが、決算額は１９００万

円で、実績としましては、北新地排水機場１号

ポンプ整備工事及びポンプ駆動用２号エンジン

消音器交換工事、その他、適正化事業拠出金で

ございます。 

 特定財源１２７８万円は、適正化事業交付金

であります。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、規模拡充

で市による実施としております。 

 １７６ページをお願いします。市内一円土地

改良整備事業でございますが、これは、農業の

振興を図るため、道路や排水路等の農業生産基

盤を整備し、圃場条件の向上と農業経営の安

定、農村環境の改善を行ったものでございま

す。 

 中段ほどにありますが、決算額は１億８３８

２万３０００円で、実績としましては、集落排

水路改修２７カ所、４０７８メーター、市道・

農道の改良、舗装１０カ所、１２５３メータ

ー、排水路・道路の修繕２９カ所などを実施し

ております。 

 不用額１３６２万１０００円は、農業体質強

化基盤整備促進事業の中止に伴い、排水路改修

工事３カ所を振りかえたため、その補助金分が

不用となったことが主なものでございます。 

 特定財源８２０万円は、日本中央競馬会事務

所周辺環境整備寄附金でございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、規模拡充

で市による実施としております。 

 １７８ページをお願いします。非補助土地改

良融資事業でございますが、これは、市内一円

土地改良整備事業と一体となり、道路や排水路

の生産基盤について整備を行い、圃場条件と農

村改善を行ったものでございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は９２１４万

９０００円で、実績としましては、排水路改修

５カ所、１５３０メーター、及び市道・農道の

改良、舗装２件、６５１メーターを行ったもの

でございます。 

 特定財源９２００万円は、非補助かんがい排

水路改修事業分担金でございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １８０ページをお願いします。県営土地改良

事業負担金事業でございますが、これは、県営

で実施する土地改良事業の地元負担金を事業の

規定に応じて、市はその事業費に対する負担金

を支出したものでございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は８０１０万

５０００円で、実績としましては、海岸保全事

業で、高潮対策として、文政、昭和、金剛の３

地区、津波・高潮危険管理対策として、八代海

岸地区、経営体育成基盤整備事業で、鏡町塩浜

地区を実施、基幹水利施設ストックマネジメン

ト事業で八代地区、今後の事業計画作成などを

するための調査・検討に要する業務などを行っ

たものです。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、規模拡充

で市による実施としております。 

 １８２ページをお願いします。土地改良融資

償還補助金事業でございますが、これは、一般
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会計の支出軽減と財源確保のため非補助土地改

良融資事業及び県営・団体営事業の地元負担金

を低金利にて長年かけて償還していくもので、

早期の農業基盤整備及び豊かな営農の確立を図

ったものです。 

 中段ほどにありますが、決算額は３億５８７

８万２０００円で、実績としましては、県営か

んがい排水事業、県営基幹水利施設修繕、――

施設補修事業など償還補助金でございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １８４ページをお願いします。農業体質強化

基盤整備促進事業でございますが、これは、農

業生産基盤の課題について、迅速かつきめ細か

に対応し、農地集積の加速化や、農業の高付加

価値化等によって、農業の体質強化を図るため

のものです。 

 中段ほどにありますが、決算額は３億６５６

４万８０００円で、実績としましては、定率助

成で排水路改修工事４件、繰越分の定率助成で

排水路改修工事４件、定額助成で区画拡大２

９.７ヘクタール、暗渠排水１５１.４ヘクター

ルを図ったものです。 

 不用額１１８５万２０００円は、定額助成に

おける区画拡大、暗渠排水における面積減が主

なものでございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １８６ページをお願いします。農業経営高度

化支援事業でございますが、これは、県営経営

体育成基盤整備事業の実施地区において、担い

手の育成、確保や、農地集積に加え、より高度

な経営体の育成を図ったものであります。 

 中段ほどにありますが、決算額は５０万６０

００円で、事業推進会議開催時の講師謝礼が主

なものでございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １８８ページをお願いします。戸別所得補償

推進事業でございますが、これは、消費重視・

市場重視の考えに立った、農業者・農業者団体

の主体的な取り組みによる需要に応じた米づく

りの推進を図り、水田農業経営の安定を図った

ものです。 

 中段ほどにありますが、決算額は１３６４万

６０００円で、戸別所得補償推進事業として八

代市農業再生協議会へ補助したものでございま

す。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １９０ページをお願いします。くまもと型飼

料用稲生産流通モデル推進事業でございます

が、これは、飼料の安定供給及び水田の有効活

用のために実施した事業でございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は２３６９万

９０００円で、実績としましては、共同利用に

よる機械・施設の整備導入に対する補助で、文

政飼料用米生産組合ほか３組合へコンバインな

どの導入を行ったものでございます。 

 次のページ中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １９２ページをお願いします。地籍調査事業

でございますが、これは、地籍を明確にするこ

とにより、公共事業・土地取引の円滑化、災害

復旧の迅速化、課税の適正化を図るものでござ

います。 

 中段ほどにありますが、決算額は１億８５７

１万１０００円で、測量調査業務委託１４件が

主なものでございます。 

 なお、事業の進捗状況でございますが、市全

体面積は約６８０.５９平方キロメートルで、
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国有林や公有水面などの調査対象除外面積を差

し引きました全体調査計画面積は５６０.９５

平方キロメートルでございます。平成２４年度

には１４.８４平方キロメートルを実施し、２

４年度末までに２６７.４５平方キロメートル

の調査を完了、市全体の進捗率は４７.６８％

となっております。なお、残事業面積は２９

３.５平方キロメートルで、現在の事業費ベー

スで調査を実施した場合、平成５３年ごろが完

了予定でございます。 

 不用額１３３２万９０００円は、測量調査業

務委託の入札残が主なものでございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １９４ページをお願いします。森林整備事業

でございますが、これは、森林資源の造成と国

土の保全、水源の涵養、保健休養の場の提供、

自然環境の保全、形成等の多様な公益機能を有

している森林の機能を適正に管理することによ

って、持続的かつ高度に発揮するものでござい

ます。 

 中段ほどにありますが、決算額は５１１９万

７０００円で、流域公益保全林整備事業などと

して、再造林、下刈り、除間伐、作業道開設・

改良の施行に対し、森林組合、林業公社へ補助

したものでございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、規模拡充

で市による実施としております。 

 １９６ページをお願いします。緑の産業再生

プロジェクト促進事業でございますが、これ

は、間伐等の森林整備の加速化と間伐材等の森

林資源を活用した林業・木材産業等の地域再生

を図るもので、高性能林業機械の導入を推進

し、作業の効率化による生産経費のコスト削減

を図り、林業業者の所得の増大等林業振興を目

的として実施した事業であります。 

 中段ほどにありますが、決算額は３７９１万

１０００円で、実績としましては、フェラバン

チャーザウルスロボ、これは木材を伐採しなが

ら作業道を開設する機械でございますが、移動

式チッパーを導入いたしております。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 １９８ページをお願いします。有害鳥獣被害

対策事業でございますが、これは、野生動物に

よる農林水産物の被害防止及び市民生活の安全

の確保のために行う事業でございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は１８９７万

７０００円で、実績としましては、鳥獣被害対

策実施隊員の報酬、費用弁償、ハンター保険助

成、特定鳥獣保護管理事業補助金で鹿捕獲１６

３４頭分、林産物被害対策事業補助金で電柵等

２件分の補助金でございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 ２００ページをお願いします。道整備交付金

事業でございますが、これは、国の認定を受け

た地域再生計画により、水源の涵養、地球環境

保全など森林の持つ多面的機能の発揮を図るた

め、林道の基盤整備を実施するもので、通行車

両の安全と作業性の向上を図り、生産コストの

縮減へつなげるものでございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は９４６０万

５０００円で、実績としましては、舗装事業と

して林道岩奥南川内線ほか６路線、改良事業と

して林道南川内線ほか１路線を実施いたしてお

ります。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 ２０２ページをお願いします。環境生態系保

全事業でございますが、これは、水産資源の生
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育環境の改善や水産資源の回復、水質改善や多

様な生態系の保全を行う事業でございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は１００万円

で、実績としましては、鏡町漁業協同組合が放

流等による増殖活動、生息状況調査、保護区の

設定、有害生物の捕獲・除去、漁場の耕運など

を行ったものでございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 ２０４ページをお願いします。水産基盤整備

交付金事業でございますが、これは、水産資源

の回復増大と漁場改善を図ることにより、漁家

経営の安定と漁獲高の増大を図ったものでござ

います。 

 中段ほどにありますが、決算額は６６０万円

で、実績としましては、水産基盤整備分とし

て、放流用アサリ購入、漁場改善用水流ポンプ

購入２台、水産共同利用施設整備分として、ノ

リ種苗施設排水路改修工事を実施しました。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしております。下段では、今後

も現行どおりの実施としております。 

 続きまして、調査表その２でございますが、

１０の災害復旧の主な事業について説明いたし

ます。 

 ３９２ページをお願いします。農業施設災害

復旧事業でございますが、これは、降雨、洪

水、暴風、地震等異常な天然現象により被災を

受けた農地、農業用施設について、農業生産の

維持を図るとともに、農業経営の安定に寄与す

ることを目的として、災害復旧工事を行ったも

のでございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は１８２２万

２０００円で、実績としましては、農道災害復

旧工事２カ所、測量設計業務委託８カ所、農道

災害復旧修繕ほか２８カ所、用水機場の落雷被

害復旧を行いました。また、農道災害復旧工事

５カ所、農地災害復旧工事１カ所、平山土地改

良区農道災害復旧工事負担金については２５年

度へ繰り越しを行っております。 

 不用額１４７７万５０００円は、激甚災害の

指定を受け、補助率の大幅な増高が認められた

ため、市負担が減少したものでございます。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 ３９４ページをお願いします。林道施設災害

復旧事業でございますが、これは、豪雨等によ

り被災した林道の災害復旧を行い、森林整備や

木材搬出など林業を推進するための基盤となる

林道機能の回復を図ったものでございます。 

 中段ほどにありますが、決算額は１億３６７

７万６０００円で、実績としましては、林道観

音線ほか災害復旧修繕１０６件、林道岩奥南川

内線ほか測量設計業務委託１４件、林道板持線

ほか災害復旧工事１３件、平成２３年度梅雨前

線豪雨災害で繰越分の林道菊池人吉線災害復旧

工事を実施いたしました。 

 次のページの中段の自己評価では、事業を妥

当、有効などとしており、下段では、今後も現

行どおり市の実施としております。 

 以上で、農林水産部に係る決算説明を終わり

ます。御審議方よろしくお願いします。 

○委員長（友枝和明君） ただいま説明のあり

ました第５款・農林水産業費及び第１０款・災

害復旧費中、農林水産部関係について、一括し

て質疑を行います。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） １５２ページ、青年就

農給付金事業、今回は５名ということです。こ

の対象者ということで、独立・自営就農する、

原則４５歳未満の農業経営者としておりますけ

れども、原則て書いてあるけんで、４５歳未満

だけじゃないわけですよね。それよりも年上の

人も対象になるのかな。よそのところでは、サ
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ラリーマンやめて、こっちに帰ってきて就農し

たいという人たちもおるけんですね、４５歳以

上の人もおるかもしれぬけど、そういう人は、

ここにはいなかったんでしょうか。八代にはい

ないのかな。 

○委員長（友枝和明君） 古田農業政策課課

長。 

○農業政策課長（古田洋二君） 今回ですね、

５名の方が、この給付金の受給をされておりま

すが、一応５名の方の年齢につきましては、２

８歳、４０歳、３０歳、２５歳、２９歳という

状況になっております。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） ということは、みんな

４５歳未満なんですけれども、４５歳を超えて

も、原則としてあるけども、超えても、そうい

う可能性はあるのでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） 古田農業政策課課

長。 

○農業政策課長（古田洋二君） 今回ですね、

申し込みが、ちょうど規定内の年齢の方だった

もんですから、ちょっとそこは確認してからで

よろしゅうございますでしょうか。原則とい

う、その原則がですね。 

○委員（増田一喜君） いやいや、そういう来

てる、来てないじゃなくって、原則だから、４

５歳以上の人が、そういう申請した場合には、

受け付けることもあるのかなということです。 

○農業政策課長（古田洋二君） そうですね、

ほかの要件といたしましてですね、土地の、農

地の自己所有とか、機械の自己所有、こういっ

た規定がありますもんですから、ちょっとここ

は確認せぬばいかぬとですが、このあたりがで

すね、非常に重要な、とにかく独立した経営と

いうことになりますもんですから、そのあたり

をクリアすると、その原則が外れてですね、ひ

ょっとすれば対象と、おおむね４５歳というこ

とになろうかと思いますけれども、今のとこ

ろ、ちょっとまだ、はっきりした答えはいたし

かねるということでよろしいでしょうか。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） 何かちょっと歯切れの

悪いお答えなんですが、要は、要件さえ満たせ

ば、原則として、年齢は原則だから、要件さえ

満たせばいけますよちゅうことじゃないんです

か。それで、そういうふうに理解してよかっで

すか。 

○農林水産部次長（八代市農業委員会事務局長

併任）（垣下昭博君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 垣下農林水産部次

長。 

○農林水産部次長（八代市農業委員会事務局長

併任）（垣下昭博君） はい。国のほうから青

年就農給付金事業ということで来ております。

そこの中の経営開始型の中で、議員おっしゃっ

たように、原則４５歳未満でありというふうに

明記してございます。今回は、八代市におきま

しては、４５歳以上の方の御相談がなかったも

のですので、それで、ちょっとこのあたりのは

確認できておりません。これにつきましては、

確認をとらせていただきたいと思います。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（増田一喜君） わかりました。 

○委員（大倉裕一君） いいですか。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。１５８ページの

いぐさ・畳表生産体制強化緊急対策事業で、不

用額が３０００万円出ているわけですけれど

も、予算を計上するに当たって、どういうニー

ズといいますか、生産者のほうで要望があるだ

ろうというような調査をされて、こういう金額

を予算として上げられたんでしょうか。 

○農業生産流通課長（橋永高徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 橋永農業生産流通課
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課長。 

○農業生産流通課長（橋永高徳君） はい。い

ぐさ・畳表生産体制緊急対策事業は、これは県

の補助金であります。県のほうと、積算につい

ては、それぞれの次年度の要望数を、大体まと

めまして、苗掘り取り機を予想は２台、それか

ら、イグサ色彩選別機を予想は６台、それか

ら、ハーベスター予想８台、移植機予想台数５

台、高速織機予想台数９台、それから、スタン

パー連動装置、これ予想台数４００として、県

のほう積算されまして、５７３９万の予算を計

上しております。実際、苗掘り取り機等は、予

想よりも実績数は多かったんですけれども、移

植機が予想台数５台ですが、今現在生産開始の

相談をしている段階で、実績数はありませんで

した。 

 一番影響が大きかったのは、スタンパー連動

停止装置、これが４００台のうち、実績数が２

９台でした。これはＱＲコードタグを入れる機

械でありまして、今現在、各家庭に、――各農

家にある程度浸透はしてきているものの、全体

の織機の数までは、まだ全部入っておりませ

ん。スタンパー連動装置の分を、予想台数４０

０台として入れておりましたが、実績はまだ２

９台ということで、今後ＱＲコード推進は、産

地の証明になりますので、今、ＱＲコード推進

もしていることでもありますので、この装置に

ついて引き続き推進してまいりたいというふう

に考えております。 

 以上でございます。 

○委員（大倉裕一君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） 済みません、今答弁を

聞いていると、県の補助事業ということで、県

のほうが積算をされたみたいな答弁だったと思

うんですけども、市のほうはどのようなかかわ

りをされたんでしょうか、予算を作成するに当

たって。その点をお聞きしたいと思います。 

○農業生産流通課長（橋永高徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 橋永農業生産流通課

課長。 

○農業生産流通課長（橋永高徳君） はい。こ

の予算計上に当たりましては、毎年全戸訪問

を、イグサに関してはしております。その調査

結果や要望、それから、今後の政策的な取り組

みということで、県の担当とうちの担当で、そ

れぞれ話をしまして、積算基礎というのはつく

っている状況です。 

○委員（大倉裕一君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。１戸１戸訪問さ

れたと。そういう中で要望を聞かれたというこ

とですけども、その要望に沿わない結果となっ

てしまったというわけですが、なぜこういった

状況になってしまったんでしょうか。 

○農林水産部次長（八代市農業委員会事務局長

併任）（垣下昭博君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 垣下農林水産部次

長。 

○農林水産部次長（八代市農業委員会事務局長

併任）（垣下昭博君） はい。農家のほうに１

戸１戸、全戸訪問いたしました。そこの中で、

農家から聞き取りをいたしまして、これくらい

ぐらいが見込めるだろうというふうに踏んでお

りました。 

 しかしながら、この事業につきましては、３

戸以上という条件がございます、事業実施に当

たりまして。そこの中で、導入したいと言われ

る方たちが、どうしてもグループが組めない、

３戸以上組めないという、個人の補助ができな

いもんですので、そのあたりの調整が、なかな

かうまくいかなかったというのが一つの原因だ

ろうと思います。 

 それと、スタンパーにつきましては、５万円

だったですかね、そうですね。これにつきまし

ては、今、約８割程度農家には入っておりま
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す。全織機に入っていない状況なもんですの

で、我々とすれば、全織機につけていただきた

いという思いがございました。そこの中で、全

戸訪問した中で、意欲のあるところにつきまし

てはですね、比較的、今取り組んでもらってお

るんですが、もう後継者もいない、それと、も

うあと何年かでやめるという方もいらっしゃい

ます。そういう方たちに、なかなか利用してい

ただけなかったというところで、大きく伸びな

かったというところがあると思います。 

 ただ、これにつきましては、農家の希望じゃ

なくて、我々のほうから仕掛けて、ぜひこれは

つけていただくというふうに、これはもう積極

的にですね、呼びかけて、導入をしていただき

たいというふうに考えております。伸びなかっ

たのは、そういった理由でございます。 

○委員（大倉裕一君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。この事業につい

ては、２５年度も継続して取り組みがなされて

ますかね。ちょっとそこだけ確認をさせていた

だきたいと思います。 

○農業生産流通課長（橋永高徳君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 橋永農業生産流通課

課長。 

○農業生産流通課長（橋永高徳君） はい。こ

の事業については、２５年度も予算計上して取

り組んでいるところです。 

○委員（大倉裕一君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） はい。次長のほうから

も話がありましたように、ぜひ、行政のほうか

らもですね、積極的に指導といいますか、お願

いをするような形で、農家のほうの負担は出て

くるとは思いますけど、ぜひ、必要性を訴えて

といいますか、理解していただいて、協力して

いただくようにお願いをさせていただきたいと

思います。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（増田一喜君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） １７６ページ、市内一

円土地改良整備事業のところ、その中段のとこ

ろの財源のところなんですけど、財源内訳で、

その他特定財源ということで、日本中央競馬会

事務所周辺環境整備寄附金８２０万があります

けれども、このお金は、日奈久のほうに使うよ

うなということで、寄附があってると、私は思

ってるんですけど、こっちの左に書いてある、

この排水路修繕と、それから、公用車購入、こ

れまでの、日奈久にこの８２０万というのを使

った箇所があるんですか。 

○委員長（友枝和明君） 潮崎農地整備課課

長。 

○農地整備課長（潮崎 勝君） はい。農地整

備課の潮崎です。 

 昨年度使いました箇所はですね、日奈久新開

町の道路、農道整備事業ということで、１０７

４万８０００円の工事のうちの財源といたして

おります。 

 場所は、そのＪＲＡに接続する側道の周辺に

アクセスする農道と御理解いただければと思い

ます。 

○委員長（友枝和明君） 増田委員。 

○委員（増田一喜君） というのは、左側に書

いてある、この中のどの部分に入ってくるんで

すか。 

○農地整備課長（潮崎 勝君） はい。左側に

ございます、上から１、２、――申しわけござ

いません。 

○委員長（友枝和明君） 潮崎農地整備課課

長。 

○農地整備課長（潮崎 勝君） 済みません。

左の説明の上から１、２、３、４、５段目、農

道改良、道路改良・農道改良・舗装工事、この
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うちの一部の工事の案件で、先ほど申しました

日奈久新開町農道整備工事という工事件名を発

注いたしました。その金額が１０７４万８００

０円でございますが、その工事の財源としまし

たところでございます。 

○委員（増田一喜君） はい、わかりました。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（福嶋安徳君） はい、じゃあ。 

○委員長（友枝和明君） 福嶋委員。 

○委員（福嶋安徳君） 私がいっちょ聞きまし

ょう。 

 水産資源のほうで、アサリの購入がしてあり

ます。放流用ですね。 

○委員長（友枝和明君） 何ページですか。 

○委員（福嶋安徳君） ２０４。アサリの放流

をなさいましたけども、その後の着床について

は、どんなふうな経過をたどりましたですか。 

○委員長（友枝和明君） 濱本水産林務課課

長。 

○水産林務課長（濱本 親君） はい。皆さん

御承知のとおり、平成２３年度の６月の大雨

で、八代海のアサリ貝が、大体全滅に近いよう

な状況のダメージを受けました。その後、いろ

いろ放流事業関係をいたしまして、現在鏡漁協

さんとか昭和、郡築関係、状況は放流の成果が

よくて、今の段階ではですね、ナルトビエイの

有害関係がない状況のところは、すくすく育っ

てる状況でございます。だから、来年の春ぐら

いは、いい声も聞けるのじゃないかなと期待し

ているところでございます。 

○委員（福嶋安徳君） わかりました。よかあ

んばいいけばよかですばってんな。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい、済みません。１

６４ページの中山間地域等直接支払制度という

のが、これ見ただけでは、ちょっとわからぬと

ですけれども、直接支払制度というのは、どう

いうことをされるんですか。 

○農業政策課長（古田洋二君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 古田農業政策課課

長。 

○農業政策課長（古田洋二君） はい。お答え

いたします。 

 この事業につきましてはですね、中山間地

の、平たん部と比較いたしまして、非常に耕作

に対しまして不利という、耕作が難しいとい

う、これを平地との補正という形でですね、支

払うわけですけれども、一応地区ごとに農家さ

んがですね、協定されて、面積がある程度確保

といいますか、決められます、協定でですね。

その協定した面積について、単価を掛けた金額

がですね、国のほうから支給されるという形で

ございます。 

 以上です。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） 例えば、その支払わら

れた金額は、具体的にはどういうことに使われ

るんですか。 

○農業政策課長（古田洋二君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 古田農業政策課課

長。 

○農業政策課長（古田洋二君） はい、これは

もう、各、さっき言いました協定された地区で

違うわけなんですけれども、基本的には、耕作

されても結構ですし、あと、景観作物をされて

ですね、美しい農地を守る、保全という、耕作

と保全という形で行われているというふうに捉

えていただいて結構だろうと思います。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） はい。要は、耕作放棄

地をなくすというのが前提なんでしょうが、例

えば、ここに書いてあるのは、平米数が書いて

ありますけど、平米幾らという出し方をされる

のか、それに要したものについて補助、その金

額を補助されるのか。 
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○農業政策課長（古田洋二君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 古田農業政策課課

長。 

○農業政策課長（古田洋二君） 例えば、傾斜

地のですね、角度等で、いろいろ段階がござい

ますけれども、その土地の単価で計算されると

いうことになっております。よろしいでしょう

か。 

○委員（前垣信三君） はい、はい、はい。 

○委員長（友枝和明君） 前垣委員。 

○委員（前垣信三君） じゃあ、その中身は、

特に問わないんですね。どういったものをつく

ったから、幾らかかって、補助したという意味

じゃないんですね。 

○農業政策課長（古田洋二君） そうです。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（前垣信三君） はい。 

 済みません、続いて。 

○委員長（友枝和明君） はい、前垣委員。 

○委員（前垣信三君） ２５年度もこれがある

んですか。 

○農業政策課長（古田洋二君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 古田農業政策課課

長。 

○農業政策課長（古田洋二君） お答えいたし

ます。 

 この事業につきましては、ひとまず、２２年

度から２６年度までの計画ということで、来年

度までですかね、２５、２６ということで、引

き続いて実施されるということになっておりま

す。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（前垣信三君） はい。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。次長にお尋ね

をしたいんですが、農林水産業費の今回の決算

総額約５４億円で、２４年度の当初予算で上げ

られてた金額が、約２５億４０００万で、２４

年度の補正で出てきた分が２０億９０００万と

いうことで、当初予算よりもですね、補正予算

の事業費のほうが非常に高くなっているという

ふうなのが、現状としてあります。そして、そ

の２８億の中、補正予算の中でも、先ほど言わ

れてる農業振興費が約１１億、農地費が１５億

というふうになってるんですけれども、毎回補

正予算の検討をするときに、非常に農林水産業

費のですね、補正予算の規模が大きいというの

は、ずうっと感じてきてはいるわけですけれど

も、非常に事業計画とですね、当初予算と事業

計画と、あと補正予算といったところのです

ね、考え方のところをお話しいただいていいで

すか。つまり、事業的に、八代市にとって必要

な事業がきちんとある中で、補正予算で補正を

しているのか、それとも、国・県のですね、補

正予算あたりとの関連があるから、こうなるん

だろうと思うんですが、どうも、そういったふ

うな予算が来るから、八代市のこの事業をこれ

に当てはめていくんだというふうな考え方なの

か、ちょっとそのあたりをお聞かせいただきた

いと思うんですが。 

○農林水産部次長（中田正春君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 中田農林水産部次

長。 

○農林水産部次長（中田正春君） はい。補正

予算案についてはですね、国・県の内示の都合

でですね、あるわけですが、八代市の計画とし

ましては、計画的に事業を、先ほど課長のほう

から言いましたように、数量当たりを、例えば

農家を１戸１戸調査したりですね、実施してい

るんですが、それに合った補助事業がですね、

あったときに、予算を要求するというような形

になるもんですから、予算が、国の補助が示さ

れた時点で、予算をすぐ出せるような準備はし

ているというような状況でございます。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 
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○委員（幸村香代子君） 何というかな、そも

そも年間、大体毎年こんなふうな構造なんです

よ、大体ですね。大体、もう毎年、こう補正頼

みというか、非常に補正予算が来れば、こうい

ったふうな事業が進んでいくといったふうな構

造がずっと見えてて、先ほど言われているよう

に、非常に八代市にとって基幹産業で重要な産

業であるというふうにあるんであれば、そうい

ったところまで見込んでですね、きちんと当初

予算で事業と予算を組んでいく必要があるんじ

ゃないかというのを、ずっと思っているんで

す。そのあたり、どんな思われてますか。 

○農林水産部次長（八代市農業委員会事務局長

併任）（垣下昭博君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 垣下農林水産部次

長。 

○農林水産部次長（八代市農業委員会事務局長

併任）（垣下昭博君） はい。農業予算につき

ましては、議員おっしゃるとおりに、非常に補

正、補正で、当初予算よりも倍以上になってし

まうという状況でですね、これにつきまして、

ほとんどの事業が、国・県の事業を活用してお

ります。当初予算に上げたいんですけども、空

手形は打てないもんですので、どうしても、や

っぱり、予算がある程度確保された中で、市は

手を挙げて、そこだけ事業を採択していただく

と。計画の中には、我々とすれば、施設園芸、

トマト、野菜、いろいろあります。やりたいこ

といっぱいあるんですね。取り組みたいんです

けども、財源あたりがどうしても必要になりま

すので、今、補正組んでいるのは、八代市の方

針として合致した事業を、手を挙げて、実施を

いたしております。ですから、本当はおっしゃ

るように、なるべく補正は組みたくないという

のはございます。が、どうしてもそういうふう

にしなければいけないような状況、市の一般財

源につきましては、もう、補正は、まず組みま

せん。当初予算で、よっぽど、どうしても必要

になってですね、これはどうしても補正をお願

いしなければならないというのもありますけど

も、基本的には当初予算の中で組ませてもらっ

ていると。ただ、補助事業につきましては、そ

ういった状況なもんですので、なかなか当初予

算には上げにくいというような状況です。多

分、今からもそういった状況ではなかろうかと

思います。特に、国のほうがですね、もう、１

０月、９月、そうですね、後半になってから、

また補正を組んだりするもんだからですね、ど

うしても、我々とすれば、それから希望を、今

度は農家におろして、希望をとるという形で、

もう１カ月、２カ月ずれてしまうと。前回補正

の中でも、専決ですね、させていただいた経緯

もございます。あのときは、非常に短期間でし

ていただきましたので、着手が早くできてです

ね、よかったかなとは思っております。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。ちょっとその

部分については、この程度にとどめたいという

ふうに思います。 

 続けていいですか。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） はい。先ほどのです

ね、これ１回聞いてて、よくわからない、記憶

があれしたんですが、１５２ページの先ほどの

青年就農給付金事業だったですね。これについ

て、これは所得になるんだったですかね、なら

なかったんだったですかね。所得になります

か、なりませんか。課税対象になるか、ならな

いかです。 

○委員長（友枝和明君） 手を挙げてくださ

い。 

○農業政策課農政係長（平野伸好君） 農業政

策課の平野です。 

○委員長（友枝和明君） 平野農業政策課係

長。 

○農業政策課農政係長（平野伸好君） よろし
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くお願いします。 

 所得制限につきましては、年間の２５０万を

超えた場合には、給付の停止という形になって

おります。ですので、開始時につきましても、

既に農業経営を開始されている方は、前年度の

所得あたりで農業所得が２５０万を超えている

方は、対象にならないという形になります。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 幸村委員。 

○委員（幸村香代子君） 済みません、質問が

悪くて。 

 この７５万、給付金そのものが所得になりま

すかというふうなお尋ねだったんです。ごめん

なさい、言い方が悪くて。 

○委員長（友枝和明君） 平野農業政策課係

長。 

○農業政策課農政係長（平野伸好君） 課税の

対象になると思います。（｢聞こえなかった」

と呼ぶ者あり）給付金の１５０万については課

税の対象になるということです。 

○委員（幸村香代子君） はい、わかりまし

た。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（幸村香代子君） はい。 

○委員（古嶋津義君） はい。 

○委員長（友枝和明君） はい、古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） ３つほどのお尋ねです

が、まず１点目は、資料請求です。今もちょっ

とお話が出ましたが、古田課長のところに青年

就労者給付金事業のところで、事業の要件、要

件というのがどういうのか。先ほど増田委員か

らもちょっとお話がありました、４５歳未満と

いうのも含めて、その要件というのを、資料請

求を、まずしたいと思いますが、委員長、お諮

りをいただきたいと思います。 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員から要件に

ついての資料要求がありました。 

 お諮りいたします。 

 本委員会として要求することに御異議ありま

せんか。 

（｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○委員長（友枝和明君） 御異議なしと認め、

そのように決しました。 

○委員（古嶋津義君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） 次に、土地改良の事業

ですが、潮崎課長に、ちょっとお尋ねをいたし

ます。 

 御承知のとおり、これはもう、課長が一番知

ってらっしゃるように、大変要望が多い事業で

ありましてですね、大分つかえていると思いま

す。御承知のとおり、民主党政権のとき、６割

カットということで、事業が少しおくれており

ました。１月、１２月に政権がかわりまして、

１月に林農相と、農林水産大臣ともお会いした

とき、１００％戻しますよということでありま

したから、今後この事業の進捗状況といいます

か、それを、まずお聞きをしたいと思います。 

 それと、もう一点は、農業体質強化基盤整備

促進事業でありますが、これも、農家が、農家

自身が行ってもいい事業でありますので、客土

もそうでありますが、暗渠、それから、あぜ、

コンクリもそうでありますが、この辺のところ

は、予算獲得を、今後また事業名が変わるそう

でありますが、予算獲得に努力をしていただき

ますよう、その辺お聞かせをいただきたいと思

います。 

○委員長（友枝和明君） 潮崎農地整備課課

長。 

○農地整備課長（潮崎 勝君） はい。土地改

良事業関係の状況についてお話しいたします。 

 まず、国の予算の状況でございますけども、

２５年度は、御承知のとおり、当初予算と大型

補正予算をもって、２２年度の予算規模に戻し

たという状況でございます。 

 それから、２６年度の概算要求としまして
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は、土地関係改良予算は、２２年度の要望枠に

対してですね、６４％ほどの額で要求するとい

う情報でございます。 

 それから、農林水産省の中の各部局間の話で

すけども、他の部署につきましては１.１割増

しでございますけども、この農業農村整備関係

の予算についてだけ１.２倍増しということ

で、農林水産省の中でも特別増額の枠を強め

て、財務のほうに要望するというお話を聞いて

ございます。 

 従来どおりの予算規模につきましては、今年

度の２５年度もですね、補正予算等も組むとい

うことで、情報が来ております。 

 それから、いろんな制度のですね、新しい制

度、それから、補助率の拡大とか、そういう情

報も検討していくという情報が、１カ月ほど

前、県の課長のほうからも耳にいたしておりま

すので、従来どおりの農業関係基盤への予算措

置は徐々に動いていくというふうに、八代市で

は考えております。 

 以上、お答えします。 

○委員（古嶋津義君） 基盤整備もよかちゅう

こつかな。あの…… 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） はい。農業体質強化基

盤整備事業、今ちょっと、資材の足らぬちゅう

話も聞きますが。 

○委員長（友枝和明君） 潮崎農地整備課課

長。 

○農地整備課長（潮崎 勝君） 今の御質問

は、農業体質基盤整備でいうことで、農家が直

接ですね、施工なされます暗渠排水工事の石材

の関係とパイプ、このパイプが、今、品不足と

いう情報を得ております。全国的な規模で、こ

の事業をなさってますもんですから。熊本県、

今、そういう施工なさってる状況分につきまし

てはですね、２月分の施工分まではどうにか確

保できたかなという情報でございますが、この

予算もまた、追加で参っておりますので、その

状況に応じて、少し間に合わない場合には、繰

り越しの手続ということも考えて、そのあた

り、資料の状況調査のほうを、県から調査が参

っておりますので、その調査を、今諮りなが

ら、結果を待って国のほうに打ち合わせに行く

という流れで聞いております。 

 以上、お答えします。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。２つほどお聞き

いたします。 

 １つ目は、新商品開発支援事業ですが。 

○委員長（友枝和明君） 何ページですか。 

○委員（前川祥子君） １６６ページです。続

々と新商品ができ上がってるようですけども、

これは、その後の販売は、事業としては対象か

ら外れてるので、把握しにくいというふうに書

いてありますが、どこの担当に、後はなるんで

しょうか。 

○農業政策課長（古田洋二君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 古田農業政策課課

長。 

○農業政策課長（古田洋二君） 販売の後のフ

ォローを含めてのことだろうと思うわけです

が、一応、２４年度のですね、７つの商品が対

象になったわけですけども、それぞれいろいろ

な販売店とかですね、あとは、飲食店の材料に

なったという事業実績等につきましては、一応

把握はしております。 

 以上です。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。そうしました

ら、その後、販売された後の販売額がどれぐら

いあったかとか、そういったものの事業担当課

はどこかあるんでしょうか。 
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○農業政策課長（古田洋二君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 古田農業政策課課

長。 

○農業政策課長（古田洋二君） 一応、商品化

されますもんですから、された後はですね、当

然それぞれ開発された事業者等の運用で、あと

は販売等につなげていかれるということで、我

々もですね、その後どんどんどんどん、どれだ

け売り上げがあったかということまでもつかめ

ておりませんし、恐らく他の部署でもですね、

そこはもう、係はないんじゃなかろうかなとい

うふうに思います。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） ということは、もう、

追跡調査がないという、どこもそういう課がな

いというふうな答えでよろしいですね。 

○農業政策課副主幹兼農事研修センター所長

（柿本光明君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 柿本農業政策課副主

幹兼係長。 

○農業政策課副主幹兼農事研修センター所長

（柿本光明君） はい。今の御質問の件に関し

てですけれども、２４年度の開発商品につきま

して、状況調査ということで、実際かけており

ます。ただし、余り芳しい結果は、実際のとこ

ろ出ておりません。そこで、その理由といいま

すのも、２３年、２４年度、２カ年間の事業と

いうのは、開発に対しての補助ということのみ

で、展開する事業費というのは組んでございま

せんでした。そういったこともありまして、な

かなかフォローアップができてないということ

があったんですけれども、それではいけないと

いうことで、２５年度に、また補助事業をやっ

ておりますけれども、そことあわせて、２３年

事業、２４年事業についてのフォローアップと

いうことで、国・県もいろんな商品開発関係の

事業予算ちゅうか、補助というかですね、６次

産業化関係の事業の補助あたりをやってますん

で、そういった情報提供をやりましたり、ある

いはこちらのほうで、お金のかからないような

形で物産展への御案内をしたり、共同でやるこ

とで経費を抑えてですね、展開できるような工

夫をやりながら、展開しているところです。 

 以上です。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） はい。ぜひですね、新

商品をつくったまではいいんですけど、今度こ

れを販売促進してあげる、販路拡大、今おっし

ゃったように、フォローアップ、ここまでする

必要は、やっぱり、せっかくですね、この事業

を起こしたわけですから、やる必要はあるんじ

ゃないかなというふうに思います。 

 それから、もう一つはですね、２０２ページ

と２０４ページですけど、農林水産業において

ですね、先ほど圃場においての国からの補助

の、農業に関しての補助率というのは非常に高

いものがあるなというふうに思っておりますけ

ども、水産業に関してですね、一応ここには環

境生態系保全事業、それから、水産基盤整備交

付金事業というふうに、２つ載っておりますけ

ども、水質改善、それから、生態系の保全とか

漁場の改善という形で、こういったものを事業

化されていると思うんですが、非常にですね、

量として、量というか、補助率としては、非常

に少ないなあと、水産関係に関してはですね。

実際に保全がよくなった、環境がよくなった場

合にですね、漁場に漁師の方々が今度、アサリ

はもちろんですが、漁をしに行かなければなら

ないという、そういった個別という形になるか

もしれませんが、漁協もありますから、燃料関

係という、ほかにですね、国からのそういった

補助みたいなものがあるのかとか、そういう補

助があるかということと、それから、別に八代

が使えるような、水産業に関してですね、補助
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が、事業があるのかどうかということを、ちょ

っとお聞きしたいんですが。 

○委員長（友枝和明君） 尾﨑水産林務課課長

補佐兼係長。 

○水産林務課長補佐兼水産係長（尾﨑行雄君）

 ただいまの御質問は、ソフト事業で、何か水

産に使える補助があるのかというお尋ねでよろ

しかったでしょうか。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） ソフトでもハードで

も、どちらでも構いません。 

○水産林務課長補佐兼水産係長（尾﨑行雄君）

 今のところですね、うちが、鏡町漁協さんが

やってらっしゃる環境生態系ですね、こちらが

補助率は、国が５０％なんですけど、県が２５

％と、市が２５％出して、漁協さんのほうには

１００％の状態で事業を実施していただいてお

ります。 

 その中で、活動内容ですね、保護区の設定と

か、あと、清掃活動とか除去、そういう活動に

出て行っていただいた分についてはですね、用

船料とか日当とかという形でですね、一応支払

うことができるようになっております。 

 あと、水産基盤整備交付金のほうなんです

が、こちらはですね、単県事業の補助金でござ

いまして、アサリ放流につきましても、１０分

の１０ということで、県から補助をいただいて

やっている、実施していると。 

 あと、共同利用施設ということで、今回は、

２４年度はですね、鏡町漁協さんのノリの種苗

施設を整備したんですけども、これにつきまし

ては、県のほうは３分の１、市のほうが６分の

１、合わせて２分の１になるような形で補助金

を交付させていただいております。 

 それ以外についてはですね、大規模なです

ね、例えば、２４年度でやったのは、アサリ漁

場として改善するために覆砂事業というのを、

県営で５０００万かけてやりまして、そのうち

の地元の負担が１０％、５００万を負担してお

ります。 

 それ以外には、もうハード整備のですね、例

えば、漁港整備とか、そういった形の整備はご

ざいますが、はい、それはもう、二見漁港のほ

うが、２４年度まで漁村再生交付金事業という

ことで、国から２分の１の補助をいただいて実

施した経緯がございます。よろしいでしょう

か。 

○委員（前川祥子君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 前川委員。 

○委員（前川祥子君） そしたらですね、燃料

が高騰してるじゃないですか。そういう燃料に

対する補助とか、それはないかもしれません

が、そういうこととか、あと、エンジン、エン

ジンを買いかえるとか、エコのエンジンとか何

か出てますよね。ああいうものの補助があるの

かとか、あと、ノリの機械ですかね、ああいう

ものに対しての補助があるのかとか、そういう

ものが、どういった形で事業に、国からです

ね、出てくるかわかりませんけど、そういうも

のがあるのかどうか。ここにある事業はわかり

ますから、はい。 

○委員長（友枝和明君） 尾﨑水産林務課課長

補佐兼係長。 

○水産林務課長補佐兼水産係長（尾﨑行雄君）

 あのですね、実際高騰分をですね、燃料の高

騰分を支給するというのはないんですけども、

過去に、何かな、その高騰するから、その資金

を借りられてですね、その分の利子補給をした

というのは、過去にはございます、はい。現在

のところは、それがもう、２３年度で終わった

事業でございまして、今はありません、はい。 

○委員（前川祥子君） はい、わかりました。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（堀 徹男君） はい。 
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○委員長（友枝和明君） 堀委員。 

○委員（堀 徹男君） はい。１９８ページの

有害鳥獣被害対策事業について、評価票を見ま

すと、今までお困りだった方々は非常に喜ばし

い結果が出るんじゃないかなと、期待できる事

業だと思います。 

 そこでですね、１９８ページの下の捕獲数の

頭数でいきますと、今年度の見込みで２４００

頭が鹿、１２３０がイノシシということで、さ

きの補正予算で、ジビエ解体処理施設というの

を、たしかつくられるのを可決したと思いま

す。この中でですね、せっかくですから、どれ

ぐらいの頭数、そこで持ち込んで処理して、販

売して、還元ができそうなのかというようなの

は、お考えはありますか。実際、そういう構想

も含まれておりますか。 

○委員長（友枝和明君） 濱本水産林務課課

長。 

○水産林務課長（濱本 親君） はい。ジビエ

の解体処理場なんですが、今年度補正で、現場

のほうが泉のほうに設置する予定です。それ

が、今年度中ちゅうことで、そこも事業主体ち

ゅうのが、そこの組合関係をつくりまして、そ

のメンバーが、その猟友会の実施隊の人たちと

いうことで、そこで６次産業の、まだ鹿とかイ

ノシシが家庭に余りなじみがないというのがあ

りまして、家庭でも料理しやすい、スライスし

た形での販売関係を務めて、この有害鳥獣で捕

獲した鹿、イノシシを、そこで販売にしていく

というような考え方でございます。 

 ここの全てのですね、捕獲した鹿、イノシシ

を、全てそこでさばくちゅうことは不可能でご

ざいます。現在五家荘でも既存で、民間でつく

られてる旅館関係で２カ所ほどあります。坂本

とかにも、個人的につくられておる、東陽にも

個人的につくられておるところもあります。で

すけど、今度泉のほうでつくられるような処理

施設が、坂本とか旧八代とか、もう少しできれ

ば、まだ対応の仕方が早くなっていくのではい

なかと思っております。 

 そして、どうしても夏場の捕獲関係がなされ

るときには、捕獲した場所から、そこの解体の

ところまでの時間関係とか、そういうのも衛生

上、いろいろあるみたいですから、余りに遠い

距離に、そういう施設を設けても、ちょっと好

ましくないなあということも伺っております。 

 以上です。 

○委員（堀 徹男君） はい、わかりました。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（大倉裕一君） よかですか。 

○委員長（友枝和明君） 大倉委員。 

○委員（大倉裕一君） 済みません、食肉セン

ターのことば、ちょっと聞きたかっですけど、

食肉センターの管理事業と流通施設管理事業で

約１００万出とっとですよね。こっちの決算

書、１３５ページですが、この管理事業という

のは、どういったものになるのかということ

と、裁判で結審したと思いますが、これから何

年間ぐらい、こういう管理費事業というのが出

ていくのかというところを聞かせてください。 

○農林水産部次長（八代市農業委員会事務局長

併任）（垣下昭博君） はい。 

○委員長（友枝和明君） 垣下農林水産部次

長。 

○農林水産部次長（八代市農業委員会事務局長

併任）（垣下昭博君） はい。流通施設、食肉

センター、これは同じ敷地内にある施設でござ

いますけれども、業者の名前言っていいんです

かね。業者のほうに、警備会社のほうにお願い

をいたしました、１年間契約して管理をしても

らっております。それと、あと清掃、草払いと

か、そういうのをいたします。そういった経費

が、この金額になって、主な経費でございま

す。 

 あと、これにつきましては、我々とすれば、

早急にですね、どうにか発注しなければいけな
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いというふうには思っております。 

 解体につきましては、国のほうに届け出を済

ませておりますので、いつでも可能でございま

す。 

 地区にある歴史的な施設でございますので、

そのあたりも加味しながらですね、今後どうい

ったこの施設のあり方を、いいのかというふう

につきましてはですね、できるだけ早く結論を

出していただいて、地元の方たちも、多分協議

が必要になってくるだろうと思うんですけれど

も、進めながら、今の現状は少しですね、やっ

ぱり治安上も問題がありますので、早く解決を

したいと。できるだけ早く解体の方向で進めた

いというふうには考えておるところです。 

○委員長（友枝和明君） いいですか。 

○委員（大倉裕一君） はい。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

○委員（古嶋津義君） ちょっと忘れとった、

はい。 

○委員長（友枝和明君） 古嶋委員。 

○委員（古嶋津義君） 濱本課長、有害鳥獣ん

ことですが、これば見てみると、２５年度、２

４年、２５年、２６年、頭数がだんだん減って

いっているように感じますが、鹿とかイノシシ

は減りつつあっとですかね。 

 それと、１つは、この前海士江に鹿の出とっ

たていう話も聞きましたですけど、そのほかに

ですね、平野部でもタヌキばよう見っとです

が、タヌキの駆除をしても、これは補助金は出

んとですかね。その２つ、お願いします。 

○委員長（友枝和明君） 濱本水産林務課課

長。 

○水産林務課長（濱本 親君） はい。全国的

に、鹿で話しますと、鹿、イノシシがふえてお

ります。それも、やはり、戦後の雌鹿をとらな

いとか、いろいろそういうのがありまして、非

常に多くなったという状況もあるのと、温暖化

関係ですね、それと放棄地関係とか、そういう

形で、民間のほうに、下のほうに、平野部のほ

うにあらわれる件数が多くなったと。 

 うちとしては、鳥獣計画、捕獲計画で２４０

０頭ちゅうとをですね、大体終点に置きまし

て、計画的に捕獲をするちゅうことで、ここの

数字のほうは記入しております。大体現在１キ

ロ平方メートル当たりに５頭から１０頭ぐらい

生息していると、推定数がですね。それを、や

はり、２頭からゼロが、人と共存していく頭数

だそうです。それを計算しますと、やはり、う

ちの計画書の捕獲数の頭数でいけば、いけるか

と。だけども、ここで問題があるのが、近隣の

八代市の周りの町関係もですね、足並みをそろ

えて捕獲に従事してもらわないと、壁がないも

んですから、手を緩めているところに寄ってく

るとか、出入りがあります。そこで、今県のほ

うも一生懸命、その方向は取り組んでいらっし

ゃいます。うちのほうも、それは連絡網体制を

とりながら、一緒に捕獲に従事、事務に取り組

もうと、今努力しているところでございます。 

 そして、タヌキ関係もですが、現在保護機ち

ゅうような形で、協議会のほうで購入している

保護機をですね、地元のほうに貸し出してる状

況で、確かにタヌキも平野部、山ばっかりじゃ

なくて、平野部で見かける方も多くなってきて

ます。だから、カラス、タヌキ、イノシシ、

鹿、最低でも、今後捕獲は従事していかない

と、農作物、林産物関係が被害に遭うのは、余

り減らないのではないかと思っております。 

 以上です。（委員古嶋津義君「補助金な出ぬ

とですか、タヌキに対しての」と呼ぶ）はい、

今のところタヌキには出ません。だから、２５

年度のほうで、まだいろいろ、こっちのほうで

検討していこうと考えております。 

○委員長（友枝和明君） ほかにありません

か。 

（｢なし」と呼ぶ者あり） 
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○委員長（友枝和明君） 以上で、第５款・農

林水産業費及び第１０款・災害復旧費中、農林

水産部関係分についての質疑を終わります。 

 本日の予定は全て終了いたしましたが、次回

の日程に予定してあります、第６款・商工費及

び第１０款・災害復旧費中、商工観光部関係分

についての説明を求めることについて御協議願

いたいと思います。（｢明日でいいです」と呼

ぶ者あり） 

 以上で、本日の日程は全て終了いたしまし

た。 

 次回の委員会は、明１１月７日、木曜日、午

前１０時開会となっております。よろしくお願

いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の決算審査

特別委員会を散会いたします。 

（午後４時４０分 閉会） 
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